
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

280807001
28年

8月7日
28年

10月5日
28年

10月31日
規制改革（車
検）

車検を新車4年、後は3年に延長して下さい。形骸化した12ヶ月点検は廃止して下さい 個人
国土交
通省

自動車は、国土交通大臣の行う検査を受け、有効な自動車検査証の
交付を受けているものでなければ、これを運行の用に供してはならず
（道路運送車両法第58条）、自動車車検証の有効期間は、道路運送車
両法第61条に基づき、自動車の種別、用途等に応じ定められていると
ころです。

さらに、道路運送車両法第48条に基づき、自動車の使用者は、自動車
の種別、用途等に応じ、定められた期間ごとに、自動車を点検しなけれ
ばならないこととなっています。

道路運送車両法
第48条、第58条、
第61条

対応不可

　自動車検査制度は、安全確保・環境保全のために重要な制度であり、車検期間の延長の検
討に当たっては、自動車の不具合の発生状況、不具合による事故の状況、自動車ユーザーの
保守管理状況、部品の耐久性、諸外国の状況等、多くの観点から総合的に検討を行う必要が
あります。
　自動車の技術進歩により安全機能の高度化や排ガス性能および快適性等に関しては向上し
ている一方、経年劣化による部品の耐久性については、著しく向上しているわけではなく不具
合の状況も変わらないことから、車検期間の延長は困難と考えておりますが、今後も、これらの
状況を継続的にチェックして適切に対応してまいります。

　また、定期点検整備は、定期的に自動車の各装置や部位の作動状況、摩耗や劣化等の状況
の確認を行うことで、必要な整備作業を予防的に行い、自動車の保安基準適合性を維持・確保
するものであり、自動車ユーザーの負担軽減に配慮しつつも、安全確保、公害防止の手段とし
て廃止することはできないものと考えております。

　

280824001
28年

8月24日
28年

9月5日
28年

10月31日

貨物自動車
運送事業者
への規制強
化の検討

貨物自動車運送事業法では、第11条に「運賃及び料金等の掲示」を定めているものの、「一般貸切旅
客自動車運送事業」の運賃・料金のような規定がなく、運賃・料金は「荷主との協議」による相対契約
になっていると推察される。
　一方、輸送の安心は「法廷速度の遵守」「過労運転防止」等の観点から、「一般貸切旅客自動車運
送事業」、「貨物自動車運送事業」共通の課題であると考えられ、前者に適用されている「運賃・料金
の額の範囲」と同様、「貨物自動車運送事業」の「運賃・料金」等にも行政側が一定の規定を設ける必
要がある。
　労働者人口が減少しているなか、従業員規模10～99人の事業所における平均年齢の推移をみる
と、平成25年には47.4歳と平成16年比4.2歳上がっている（厚生労働省賃金構造基本統計調査）。荷
主側の理解や協力が前提となるものの、貨物自動車運転車の労働環境および労働条件の改善等を
図ることにより、労働力確保や健全な物流システムの構築に繋がると考える。

【具体的な支障事例】
他の業種と比較して低い給与水準、長い拘束時間など、処遇面で劣ることから、若手社員（主として
運転手）の確保が困難な状況にある（場合によっては傭車による対応を図っている状態）。

民間企
業

国土交
通省

トラック運送事業の運賃・料金の設定については、事業者の創意工夫
を尊重し事業を活性化する観点から、平成2年以降の段階的な規制緩
和を経て、平成15年以降は事後届出制となっています。

貨物自動車運送
事業法

その他

御提案の「貨物自動車運送事業の運賃・料金等にも行政側が一定の規定を設けること」が具体
的に指す内容は必ずしも明らかではありませんが、これまでの規制緩和の趣旨や、運賃・料金
が事業者の創意工夫により輸送する貨物の特性等に応じて設定されている実態を踏まえると、
現行の運賃・料金の事後届出制の見直しは困難であると考えます。
一方で、トラック運送事業者は荷主や元請事業者に対する立場が弱く、取引環境上、適正運
賃・料金の収受が阻害されやすい要因があると認識しています。こうした取引環境の改善に向
けて、平成27年度に国土交通省・厚生労働省が共同で設置した「トラック輸送における取引環
境・長時間労働改善協議会」の下に、平成28年7月に「トラック運送業の適正運賃・料金検討
会」を設置し、適正運賃・料金の収受に向けた議論を開始したところです。

　

宅地建物取引士については、宅地建物取引業法16条に規定する試験
に合格し、かつ宅地若しくは建物の取引に関して一定期間以上の実務
経験等を有する者が登録対象となっています。この試験は、宅地建物
取引業に関する実用的な知識を有するかどうかを判定することに基準
を置いています。
宅地建物取引士の業務としては、第35条で規定する重要事項説明、第
37条で規定する契約締結後の書面（37条書面）への記名押印等が定
められており、宅地建物取引業の重要な業務を担っています。
また、このような業務の適正な運営を確保するという観点から、第31条
の3では、事務所ごとに一定以上の専任の宅地建物取引士を設置する
よう規定されています。具体的には、宅地建物取引業者の業務に従事
する者の数に対して五分の一以上となる人数を設置する必要がありま
す。

個人
国土交
通省

宅地建物取引業
法31条の3、35
条、37条

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

280808001
28年

8月8日
28年

9月5日
28年

9月30日

宅地建物取
引業法におけ
る重要事項説
明等の業務と
専任制度の
制度について

対応不可

宅地及び建物の取引に際しては、権利関係が複雑で、法令上の制限も多いほか、契約の取引
条件も複雑かつ取引価額も高額であることから、業務の運営の適正性や宅地建物取引の公正
性を確保するため、宅地建物取引に関して専門的かつ広範な知識を有する宅地建物取引士の
設置を義務付けています。
また、重要事項説明は、宅地建物取引についての経験や知識の乏しい消費者が、契約対象物
件や取引条件について十分理解しないままに契約を締結し、後日、契約目的を達成できず不
測の損害を被るといった状況を防ぐため、契約締結の判断に重大な影響を与える事項につい
て宅地建物取引士に説明させることを義務付けたものです。
したがって、宅地建物取引士の設置要件や重要事項説明等の業務の緩和を行うことで、消費
者が不測の損害を被る場合が増えるなど、宅地建物取引における業務の運営の適正性や公
正性が確保されなくなり、宅地及び建物の流通の円滑化が損なわれるおそれがあることから、
対応は難しいと考えます。

　

掲題の件について、提案をさせていただきます。

宅地建物取引業法（以下、宅建業法）におきましては、宅地建物取引士（以下、取引士）について、重
要事項説明などの業務を行わせること、また事業所へ一定数を専任させる義務があります。取引士
試験制度については合格率15%と俄然厳しいものとなっており、中小宅建業者としては資格者の確保
に常に苦労しております。
以上を踏まえ、下記の通り提案をさせていただきます。

前提条件
宅地建物取引に対して専門的な知識ではなく一般知識（一定以上）を得た新資格者（国、都道府県に
よるものを希望いたします）を作っていただく。
仮名として「宅地建物取引士補」、「宅地建物取引者」等。。。
宅建業の一般知識を持ったものとして、実務やモラルを中心とした一般教養試験とし、合格率は現状
の取引士試験よりは安易なものとする。
（国による講習取得、学歴取得でも可など。。。）
勿論ですが定期的な講習を義務付ける。

以上の前提条件を踏まえ、

１．重要事項説明などの業務の緩和について
新資格者複数人による重要事項説明を可能にするなど、また取引士の立会いや指導により法定業
務が行えるようにする、取引士による一定の指導により事務業務を行えるようする。

２．５人に１人の取引士専任義務の緩和について
例えばですが、１０名の事業所があった場合、通常の場合ですと取引士２人、無資格者８名となりま
す。
これを、取引士１名、他４人が新資格者だった場合、残りの５名は無資格者とすることが出来る（１０人
に対し取引士１名で可とする）など、一人の取引士で９人まで従業員を確保することが可能となりま
す。
人数の増加により、業務が均一化されますので、その上で取引士には宅建業者のコンプライアンスオ
フィサーとして宅建事務や従業員の指導監督に専念していただき、宅建業のコンプライアンス意識の
向上の要となっていただければ思います。

以上の２点となりますが、現行の宅建業法では確実に無理ですので法改正を視野にいれて、ぜひと
も考慮していただきたいと思います。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281002001
28年

10月2日
28年

10月20日
28年

11月30日

ドアなし、跨
がり式、バー
ハンドルを
持った四輪自
動車の衝突
安全性基準
について

以下の特徴を持った四輪自動車の安全性基準をトライクと同等程度に引き下げるよう、ご検討お願い
いたします。

・ドア（居室）なし
・跨がり式
・バイクのようなバーハンドル
（例えばATVのような車両が合致しますが、これに限りません）

これらの特徴をもった四輪自動車は、軽自動車の登録をすることができず、事実上公道で利用できま
せん。
衝突安全性に関わる基準を満たすことが困難なのが主な理由と存じます。

他方、現行の法制上ですでに公道で走行できる車両として、ドア（居室）なし、跨がり式、バーハンドル
のトライク（三輪自動車）があります。

※参考　トライクは下記URLの車両を想定しています
http://jp.brp.com/spyder/

上記三点の特徴を持った車両では、衝突事故時のリスクは三輪・四輪ともに同等かと思いますが、ト
ライクは公道で利用できるのに対して、同じ特徴を持った四輪車では利用できないのは不合理に思え
ます。

ご検討の程、宜しくお願い申し上げます。

個人
国土交
通省

道路運送車両は原動機付自転車、自動車（四輪自動車、側車付二輪
自動車等）、軽車両のいずれかに区分され、その区分に応じた保安基
準に適合していれば、公道を走行することが可能です。

このうち、ご提案の中にある「トライク（三輪自動車）」については、原動
機の総排気量が50ccの場合は原動機付自転車に、原動機の総排気量
が50ccを超える場合は側車付二輪自動車に分類されますが、保安基
準上、どちらも衝突安全性に係る基準がありません。

一方、ご提案の「四輪自動車」については、原動機の総排気量が50cc
以下の場合は原動機付自転車に分類され、衝突安全性に係る基準が
ありませんが、原動機の総排気量が50ccを超える場合は衝突安全性
に係る基準が適用されます。

道路運送車両法
第40条～第46条

道路運送車両の
保安基準　第1条
の３

現行制度
下で対応
可能

四輪自動車は、衝突時の乗員及び歩行者の被害がより大きくなりうることから、保安基準上衝
突安全性に係る基準を設けており、この基準の適用を除外することはできません。

なお、保安基準において、同一の構造を有する装置が他に存在しない又は著しく少数である少
数生産の自動車にあっては、破壊試験を行わなくとも、運転者の座席から車両前端までの寸法
要件等の基準を満たすことにより衝突安全性に係る基準に適合しているとみなすことができま
す。

　

【国土交通省】
　道路運送車両法における自動車の使用の本拠の位置とは、自動車
の使用を管理する場所であり、変更があった場合、同法第１２条により
自動車の所有者はその事由のあった日から１５日以内に国土交通大
臣の行う変更登録の申請をしなければならないとされています。
　また、道路運送法第８０条第１項の許可を受け、業として有償で貸し
渡す自家用自動車（以下、「レンタカー」という。）については、当該レン
タカーの使用の本拠の位置である貸渡人の事務所において、当該レン
タカーの使用の状況等を把握・管理しなければなりません。
　一方で、許可を受けた貸渡人が、会員制により特定の利用者に対し
て貸渡しを行う場合においては、レンタカーの使用の状況等をＩＴの活
用により適確に把握できる場合に限り、当該レンタカーの使用の本拠
の位置以外の貸渡人の事務所においても貸し渡すことをも可能として
おり、その場合は、当該レンタカーの使用の状況等を把握・管理する貸
渡人の事務所に変更はなく、使用の本拠の位置に変更が生じないた
め、道路運送車両法第１２条変更登録の申請は不要となります。（乗り
捨て方式のレンタカー型カーシェアリング）

【国土交通省】
・道路運送車両
法第７条第１項第
５号及び第12条
・道路運送法第
80条
・「貸渡人を自動
車の使用者として
行う自家用自動
車の貸渡し（レン
タカー）の取扱い
について」（平成７
年６月１３日付け
自旅第１３８号運
輸省自動車交通
局長通達）
・「レンタカー型
カーシェアリング
における乗り捨て
（ワンウェイ）方式
の実施に係る取
り扱いについて」
（平成２６年３月２
７日付け国自情
第２０５号、国自
旅第６０９号国土
交通省自動車局
長通達）

【国土交
通省】
現行制度
下で対応
可能

【国土交通省】
レンタカー型カーシェアリングの乗り捨て方式での実施は現行制度下において可能です。その
際、乗り捨てられた当該レンタカーの使用の状況等を把握・管理する貸渡人の事務所に変更は
なく、使用の本拠の位置に変更が生じないため、道路運送車両法第１２条の変更登録手続は
不要となります。

【警察庁】
　自動車の保管場所の確保等に関する法律第７条第１項の規定によ
り、保管場所の位置を変更したときは、変更した日から15日以内に、変
更後の保管場所の位置を管轄する警察署長に届け出なければならな
いこととされていますが、自動車を保管場所以外の場所に一時的に駐
車するにすぎず、保管場所の位置に変更はないという場合には、この
届出を行う必要はありません。

【警察庁】
自動車の保管場
所の確保等に関
する法律第７条
第１項

【警察庁】
現行制度
下で対応
可能

【警察庁】
　本件提案の場合のように、レンタカー型カーシェアリングの乗り捨て方式における、乗り捨て
場所については、自動車を保管場所以外の場所に一時的に駐車するにすぎず、「使用の本拠
の位置」と同様、保管場所の位置にも変更がないとされるため、保管場所の変更届出は不要と
なります。

281007001
28年

10月7日
28年

10月20日
29年

1月31日

広域観光周
遊ルート形成
促進に向け
た，レンタカー
使用場所変
更手続き等の
緩和

【提案内容】
瀬戸内の島々を訪れる観光客の交通環境の利便性を向上（レンタカーの活用）させるため，ＩＴの活用
等によりレンタカーの使用位置を把握・管理できる場合は，道路運送車両法及び車庫法による使用
場所変更後15日以内での変更登録手続等を不要とする。

【提案理由】
〇瀬戸内の交通環境において，本州と四国地方を結ぶ鉄道は瀬戸大橋線のみであり，その他の主
な交通手段は，自家用車・バス・船に限られることから，広域観光を行う旅行客にとってレンタカーを
手軽な料金設定で利用できる，旅行商品造成が求められている。
〇(一社)せとうち観光推進機構では，瀬戸内７県と連携し，観光庁に認定された広域観光周遊ルート
「せとうち・海の道」の形成促進に向けた取組を推進しており，瀬戸内の島々を訪れる観光客の交通
環境の利便性を高めるため，事業者によるレンタカーを活用した旅行商品の企画・造成を支援してい
る。
〇しかし，道路運送車両法第12条では，「使用の本拠の位置に変更があったときは，15日以内に国
土交通大臣の行う変更登録の申請をしなければならない」とされている。また，車庫法（自動車の保
管場所の確保等に関する法律）第７条では，「保管場所の位置を変更したときは，15日以内に変更後
の保管場所を管轄する警察署長に届出を行う」こととされている。
　〇広域周遊観光の場合，出発地と最終目的地が異なるルートが多数（例：広島県⇔愛媛県）であ
り，レンタカーの「乗捨て」サービスを利用することとなるが，同法の規定によりレンタカー事業者の責
務で，出発地の配置事務所にレンタカーを戻す必要があることから，結果として，利用者の「乗捨て料
金」に転嫁されており，観光客にとって魅力ある旅行商品造成につなげることが難しい。
　〇道路運送車両法及び車庫法による変更登録等の手続きを不要とすることにより，レンタカー事業
者にとって柔軟にレンタカーを配車でき，使用本拠の配置事務所に回送する役割を，観光客が担える
ことから，乗捨て料金の値下げ，魅力ある価格設定でレンタカー付き旅行商品の造成につなげること
ができるといった効果が期待できる。

(一社)せ
とうち観
光推進
機構、兵
庫県、岡
山県、広
島県、山
口県、徳
島県、香
川県、愛
媛県

警察庁
国土交
通省

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

【国土交通省】
　道路運送車両法における自動車の使用の本拠の位置とは、自動車
の使用を管理する場所であり、変更があった場合、同法第１２条により
自動車の所有者はその事由のあった日から１５日以内に国土交通大
臣の行う変更登録の申請をしなければならないとされています。

　レンタカー事業については、当該レンタカーの使用の本拠の位置であ
る貸渡人の事務所において、当該レンタカーの使用の状況を把握・管
理することが必要であり、車両の貸渡・返却についても貸渡人の事務
所において行われることを原則としています。
　そのため、本来の事務所以外の場所で継続的に貸渡しを行う場合は
配置事務所の変更届出などの手続きを行う必要があり、合わせて当該
事務所に配置するレンタカーに係る自動車登録の手続きも必要となり
ます。

【国土交通省】
・道路運送車両
法第７条第１項第
５号及び第12条
・道路運送法第
80条
・「貸渡人を自動
車の使用者として
行う自家用自動
車の貸渡し（レン
タカー）の取扱い
について」（平成７
年６月１３日付け
自旅第１３８号運
輸省自動車交通
局長通達）
・「レンタカー型
カーシェアリング
における乗り捨て
（ワンウェイ）方式
の実施に係る取
り扱いについて」
（平成２６年３月２
７日付け国自情
第２０５号、国自
旅第６０９号国土
交通省自動車局
長通達）

【国土交
通省】
その他

【国土交通省】
　使用の本拠の位置とは、自動車を管理する場所であって、レンタカーの場合は配置事務所が
これにあたります。従って、本土の配置事務所のレンタカーを離島の配置事務所にて管理する
こととなった場合には、使用の本拠の位置に変更が生じることから、配置期間に限らず変更登
録の手続きが必要となります。加えて自動車は、行政上の実態把握・防犯等の目的により登録
制がとられていることから、登録された使用の本拠の位置に変更があった場合は、変更登録の
手続きが義務付けられています。
　上記を踏まえ、レンタカー事業においては、新たな事務所において貸渡しを行う場合には、運
輸支局等に対しレンタカー事業許可に係る配置事務所の変更届出等の手続きを条件として許
可を付与しています。イベント期間中のみ等の短期間であっても、当該手続を不要とすることは
できません。
　なお、引き続き本土の配置事務所で管理するレンタカーであれば使用の本拠の位置に変更
が生じないことから、当該車両の変更登録の手続きは不要となります。
　また、レンタカー型カーシェアリングの乗り捨て方式を実施する場合には離島における事務所
の設置が必要となり、当該事務所にあっては、当該事務所を使用の本拠の位置とするレンタ
カーを最低１台配置する運用を行っているところですが、IT等の活用により貸渡状況等を把握
するレンタカー型カーシェアリングの乗り捨て方式の場合において、前述の最低１台のレンタ
カー配置要件を不要とする事務所の設置の可否について今後検討していくこととします。

【警察庁】
　自動車の保管場所の確保等に関する法律第４条第１項の規定によ
り、道路運送車両法第12条に規定する処分（使用の本拠の位置の変
更に係るものに限る。）等を受けようとする者は、当該行政庁に対して、
警察署長の交付する自動車保管場所証明書を提出しなければならな
いこととされています。

【警察庁】
自動車の保管場
所の確保等に関
する法律第４条
第１項

【警察庁】
対応不可

【警察庁】
　自動車の使用の本拠の位置とは、原則として、自動車の保有者その他自動車の管理責任者
の所在地をいいますが、本土の配置事務所において管理しているレンタカーを、離島の配置事
務所において管理することとなるなど、自動車の使用の本拠の位置が変更されたと認められる
ような場合には、当該場所において適切な自動車の管理がなされ、道路が保管場所として不
適正に使用されることを防止する必要があることから、御提案の要望に対応することは困難で
す。
  ただし、離島に適切に設置された配置事務所を利用してレンタカー型カーシェアリングの乗り
捨て方式を実施する場合には、離島での乗り捨ても含め、引き続き本土の配置事務所で管理
するレンタカーであれば「使用の本拠の位置」及び「保管場所の位置」に変更が生じないことか
ら、保管場所の変更届出は不要となります。

281007003
28年

10月7日
28年

10月20日
28年

11月30日

観光・インバ
ウンドの２次
交通確保の
ため、タク
シー営業区域
の拡大を認め
ること

【内容】
観光・インバウンドを推進する上で、２次交通の確保は重要であり、地方において運行本数の少ない
バス等公共交通機関の補完を図るためにタクシーを活用する場合は、営業区域の拡大について、柔
軟な対応を図ること。

【理由】
タクシーの運行は、国が定める営業区域を単位としており、発地又は着地のいずれかが区域内（平
成１２年の規制緩和で、従来の市町村単位から複数市町村で構成する交通圏に拡大）でなければな
らない。一方で、インバウンド等で着地型観光を展開する場合、空港や駅から観光地まで、また、観
光地から観光地への周遊を行うにあたり、２次交通の整備が急務となっており、バス等公共交通機関
の利用が限られる地方においては、自家用車有償運送やタクシー等の活用を積極的に検討していく
必要がある。ついては、インバウンド・観光の振興に資するため、地域における事業者団体や関係機
関の理解が得られる場合はタクシー営業区域外での運送を認めるなど、柔軟な対応が必要なところ
である。

徳島県
規制改
革会議

国土交
通省

一般旅客自動車運送事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業
区域外に存する旅客の運送（路線を定めて行うものを除く。）をしてはい
けないこととなっています。

道路運送法第20
条

現行制度
下で対応
可能

　　一般乗用旅客自動車運送事業は、利用者のその場の依頼に応じ、運転者がその都度的確
な経路を自ら選択しなければならないという事業特性があります。公共交通機関として、運転者
が、安全かつ円滑に目的地まで的確な経路で運送サービスを提供することが担保されるよう、
運転者が専ら営業活動を行う範囲を一定程度限定し、運転者が有すべき地理的知識の範囲を
確定させる必要があります。
　また、一般乗用旅客自動車運送事業においては、一旦運転者が営業所を出庫すると営業活
動の大半が運転者に任されることとなるため、輸送の安全を確保する観点から、事業者は運行
管理者を通じ、運転者に対して、日常的に、営業活動を行う地域における交通事情、交通規制
の状況、事故多発地点等の要注意場所等を周知するなどの必要があり、このような適正な運
行管理を行うためには、あらかじめ運行管理者が運行管理を行うべき地理範囲を確定させる必
要があります。
　　区域外営業は、上記のような安全かつ円滑な旅客運送を行うための措置を講ずることが困
難であることから認められません。
　なお、徳島県においては、すでに市町村より広い営業区域になっており、十分な措置が図ら
れていることや、クルーズ船来港の際には、各事業者により柔軟に対応が行われているところ
です。
　また、突発的な需要への対応に関しては地方運輸局等に相談していただきますようお願いい
たします。

△

281007002
28年

10月7日
28年

10月20日
29年

1月31日

広域観光周
遊ルート形成
促進に向け
た，レンタカー
型カーシェア
リングの使用
場所変更手
続き等の緩和

【提案内容】
瀬戸内の島々を訪れる観光客の交通環境の利便性を向上（レンタカー型カーシェアリングの活用）さ
せるため，イベント時など配置期間が短期間（１か月以内）の場合は，観光庁の認定ルートなど特定
エリアに限り，道路運送車両法及び車庫法による使用場所変更登録等の手続を不要とする。
【提案理由】
　〇瀬戸内の交通環境において，本州と四国地方を結ぶ鉄道は瀬戸大橋線のみであり，その他の主
な交通手段は，自家用車・バス・船に限られる上，橋が架かっていない島も多数あり，移動手段が船
に限られる。また，観光地が離島の場合，そこを訪れる旅行客にとって，一時的な交通手段を確保す
ることが必要であり，レンタカー型カーシェアリングの普及促進が求められている。
〇(一社)せとうち観光推進機構では，瀬戸内７県と連携し，観光庁に認定された広域観光周遊ルート
「せとうち・海の道」の形成促進に向けた取組を推進しており，瀬戸内の島々を訪れる観光客の交通
環境の利便性を高めるため，事業者によるレンタカー型カーシェアリングを活用した取組を支援して
いる。
〇しかし，道路運送車両法第12条では，「使用の本拠の位置に変更があったときは，国土交通大臣
の行う変更登録の申請をしなければならない」とされている。また，車庫法（自動車の保管場所の確
保等に関する法律）第７条では，「保管場所の位置を変更したときは，変更後の保管場所を管轄する
警察署長に届出を行う」こととされている。
　〇瀬戸内の島々において，瀬戸内国際芸術祭など短期間のイベントを開催する場合，開催地が小
さな離島のことも多く，上陸後の移動手段がバス・タクシーしかないため，観光客にとって，移動手段
が非常に不便な状況となっている。
　〇期間限定のイベント開催であり，レンタカー型カーシェアリングにより一時的な交通手段を確保す
ることができれば，観光客の利便性の向上や，更なる誘客促進につなげることができるが，同法の規
定がネックとなり，事業者がカーシェアリングを展開することができない。
　〇道路運送車両法及び車庫法による変更登録等の手続きを不要とすることにより，瀬戸内の島々
を訪れる観光客にとって，上陸後の移動手段を確保することができ，交通手段の利便性の向上，広
域観光周遊の促進につなげることができるといった効果が期待できる。

(一社)せ
とうち観
光推進
機構、兵
庫県、岡
山県、広
島県、山
口県、徳
島県、香
川県、愛
媛県

警察庁
国土交
通省

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要
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推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁
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受付番号 提案事項 提案の具体的内容等
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要請日

281007004
28年

10月7日
28年

10月20日
29年

3月31日

第三種旅行
業者及び地
域限定旅行
業者における
企画旅行の
催行範囲を見
直すこと

【内容】
観光・インバウンドを推進する上で、観光客に訴求する魅力ある着地型旅行商品を広く提供するた
め、第三種旅行業者及び地域限定旅行業者の提供する企画旅行の催行範囲を見直し、隣接市町村
より広い範囲での募集型企画旅行の実施が可能となるよう、運用の柔軟化を図ること。

【理由】
第三種旅行業者や地域限定旅行業者などが、地域資源を活用する旅行企画を販売する場合、隣接
する市町村までしか販売することができない。観光・インバウンドを推進し、一層の誘客を図るために
は、地域ならではの着地型旅行商品を広く提供していくことが求められており、第三種旅行業者等の
隣接市町村より広い範囲での募集型企画旅行の催行を認めるなど、柔軟な対応が必要なところであ
る。

徳島県
規制改
革会議

国土交
通省

旅行業法は、第三種旅行業者及び地域限定旅行業者の企画旅行の催
行範囲を「自らの営業所の存する市町村の区域、これに隣接する市町
村の区域及び観光庁長官の定める区域」としている（旅行業法第４条、
旅行業法施行規則第１条の２）。

旅行業法第４条、
旅行業法施行規
則第１条の２

対応

「第三種旅行業者の企画旅行の催行範囲の拡大」に関しては、規制改革実施計画（平成27年6
月30日閣議決定）を踏まえ、着地型旅行商品に対するニーズの高まりに対応するため、地域限
定旅行業務取扱管理者の資格制度の創設等を内容とする旅行業法の改正案を平成29年通常
国会に提出した。

　

281028001
28年

10月28日
28年

11月7日
28年

11月30日

登録自動車
の「封印の表
示文字」を全
国統一の表
記とすべきで
ある。

登録自動車の「封印の表示文字」を全国統一表記とし、運輸支局毎の管轄制度による弊害をなくし、
国民の利便性の向上・負担軽減を推進すべきである。

管轄制度によって、運輸支局毎に異なっている自動車の封印の表示文字を、全国統一の表示（例え
ば、JP、日本国、国交省等）とすれば、自動車ユーザーやその代理人は、近くの運輸支局（検査･登
録事務所）において、管轄を気にすることなく封印が可能となり、自動車登録手続における利便性は
著しく向上する。更には、従来通り所有権の公証も制度的に担保され、国民にとっても利便の向上･
負担軽減の推進に資することになる。

国民利
便・負担
軽減推
進協議
会

国土交
通省

　道路運送車両法（以下、「法」という。）第１１条第１項により、登録自
動車の所有者は、国から自動車登録番号の通知を受けたときは、国土
交通大臣等から自動車登録番号標（ナンバープレート）の交付を受け、
当該自動車に取り付けた上、国土交通大臣等の行う封印の取付けを
受けなければならないとされています。
国土交通大臣の行う封印は、法第105条第1項、道路運送車両法施行
令第15条第1項第1号及び同条第2項第3号により、自動車の使用の本
拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長に委任されてお
り、道路運送車両法施行規則第8条第2項により、その封印には、運輸
監理部又は運輸支局の表示をしなければならないとされています。

道路運送車両法
第11条第１項及
び第１０５条第１
項
道路運送車両法
施行令第１５条第
１項第１号及び同
条第２項第３号
道路運送車両法
施行規則第8条
第２項

対応不可

　封印は、自動車が真正なナンバープレートを取り付けて運行の用に供されることを担保する
ためのものであることから、その取付けも、ナンバープレートの交付を行った自動車の使用の本
拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長が自動車登録手続きの一連の流れの中で
行うこととしています。
　そのため、封印にもナンバープレートと同じ管轄支局を表示することとし、ナンバープレートと
封印を一体のものとして管轄支局毎に管理しているところです。
　仮に全国統一のものにすると、ナンバープレートと封印の管轄が一致していない場合等の法
令違反を迅速に発見することが難しくなり、封印の不正使用の防止に支障を来すほか、複数の
運輸支局等から封印の委託を受けた者が封印を紛失した場合、紛失した封印がどこの運輸支
局等のものであるかの特定が困難になり、各運輸支局等における封印の適切な管理に支障を
来します。よって、ご提案に対応することは困難と考えます。

　

281101006
28年

11月1日
28年

12月19日
29年

1月31日

自動化ゲート
利用者への
免税販売制
度の周知強
化

【具体的内容】
入国時に自動化ゲートを利用する非居住者に対して、自動化ゲート付近でのポスター掲示、リーフ
レット配付等、「免税制度を利用する場合はパスポートに入国スタンプが必須である」ことを周知徹底
する。

【提案理由】
　非居住者が自動化ゲートで入国する場合、パスポートに入国スタンプを押印されない。一方で、免
税手続きにおける非居住者の確認は、パスポートに押印される入国スタンプの内容に基づいて判断
することと規定されている。このため、免税制度の利用を予定しているのであれば、別途自ら入国ス
タンプの押印を申し出なければならない。

　利用者へのこの周知が十分でないために、免税店においてクレームやトラブルに繋がるケースがあ
る。

　上記のような対応が実施されれば、免税制度の利用を予定している自動化ゲート利用者は、事前
に入国スタンプが必要な旨を認知しやすくなり、お店でのクレームやトラブルの抑止はもとより、消費
額の拡大にもつながる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

法務省
財務省
国土交
通省

外国人旅行者向け消費税免税制度（輸出物品販売場制度）とは、輸出
物品販売場（いわゆる免税店）を経営する事業者が、外国人旅行者な
どの非居住者に対して、その輸出物品販売場において、免税対象物品
を一定の方法で販売する場合に、消費税が免除される制度です。
免税店において免税販売できるのは、外国為替及び外国貿易法第６
条第１項第６号に規定する｢非居住者｣に限られており、免税店では、購
入者から提示された旅券に押印された出入国の証印等により、購入者
が非居住者であることを確認します。
自動化ゲートの利用者は、旅券に出入国の証印が押されないため、こ
れにより免税店において非居住者であることが確認できない場合は、
購入者は免税で購入することができないこととなります。
このため、国税庁ホームページに｢輸出物品販売場制度に関するＱ＆
Ａ（平成26年８月）｣を掲載し、自動化ゲートを利用する場合であっても、
証印が必要な旨を自動化ゲート通過時に申し出ることにより、証印を受
けることができる旨の注意喚起を行っています。
なお、法務省入国管理局においては、従来から、自動化ゲート利用者
で証印が必要な方に対して、自動化ゲートの通過時に職員に申し出る
よう法務省ホームページにおいて周知しています。

消費税法第８条
第１項、消費税法
施行令第18条第
２項

外国為替及び外
国貿易法第６条
第１項第６号

対応

免税で購入するためには、免税店において購入者のパスポートに押印された出入国の証印等
により、購入者が非居住者であることの確認を受ける必要があること及び自動化ゲートの利用
者は、通常、証印が押されないが、自動化ゲート通過時に申し出ることにより証印を受けること
ができることについて、以下のサイト等に掲載し、自動化ゲートの利用者に対する一層の周知
徹底を図っているところです。
①法務省ホームページの自動化ゲート利用者案内ページ
②日本政府観光局（ＪＮＴO）の外国人旅行者向け免税情報サイト

ご提案を踏まえて、自動化ゲート付近での掲示、リーフレット配付等についても対応し、更なる
周知を行ってまいります。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101011
28年

11月1日
28年

11月16日
28年

12月28日

イベント民泊
における「1施
設年1回」規
制の緩和

【具体的内容】
同一施設において、１年の間に１回を超えて、複数回のイベント民泊を実施できるようにする。

【提案理由】
　イベント開催時に自宅を旅行者に提供する行為（イベント民泊）について、「イベント民泊ガイドライ
ン」は、「一施設については、年に 1 回、宿泊者の入れ替わりがない態様によってしか宿泊者を受け
入れることができません」として、同一施設において1年の間に複数回イベント民泊を実施することを
禁止している。

　イベント時は多くの場合、既存施設の受入だけでは対応が困難である。また、宿泊施設が逼迫する
ようなイベントを年に１回に制約できるものではなく、同一地域内で一年の間に複数回開催される
ケースがある。かかる現状の下で、イベント民泊が一施設、年に１回と制約されていては、イベント時
の宿泊施設不足を解決できない。

　規制が緩和されれば、イベント時の一時的な宿泊施設の不足という課題の解決が望め、訪客数の
増加による経済効果が期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
国土交
通省

○　「反復継続」して有償で宿泊サービスを提供する場合は、「業」に当
たり、旅館業法に基づく許可が必要です。

○　年１回（２～３日程度）のイベント開催時であって、宿泊施設の不足
が見込まれることにより、開催地の自治体の要請等により自宅を提供
するような公共性の高いものについては、「反復継続」するものではな
く、「業」に当たらないという考え方を平成27年７月１日の事務連絡でお
示ししました。この場合は、旅館業法上の許可を要しません。

旅館業法 対応不可

○　「反復継続」して有償で宿泊サービスを提供する場合は、反復継続して不特定多数の宿泊
者が宿泊することによる感染症等のリスクが発生するなど、公衆衛生上の観点から旅館業法
に基づく許可制としていますので、反復継続して実施される場合については、営業許可を取得
していただきたいと考えています。

○　なお、従前は、客室延床面積が３３㎡以上なければ簡易宿所の許可を受けられなかったと
ころですが、本年４月、旅館業法上の簡易宿所営業の営業許可基準の緩和を行い、宿泊者数
が１０人未満の場合は、客室面積が、１人当たり３．３㎡に宿泊者数を乗じて得た面積以上あれ
ば許可を受けられることとしています。

○

281101012
28年

11月1日
28年

11月16日
28年

12月28日

民泊サービス
における電子
データでの許
可申請・宿泊
者名簿の保
存

【具体的内容】
民泊サービス開始時の届出・登録および宿泊者名簿の作成・保存について、電子データによる手続
き・保存を可能にすべきである。

【提案理由】
　民泊に関する制度整備について、本年6月20日の　「民泊サービスのあり方に関する検討会　最終
報告書」では、住宅提供者、管理者および仲介事業者は民泊サービスを実施するにあたり、所管行
政庁への届出を行うこと、住宅提供者および管理者は利用者名簿の作成・備付けを遵守すること、が
提示されている。

　旅館業法では、宿泊サービス提供の許可を受ける場合に、営業施設所在地を管轄する都道府県知
事（保健所を設置する市又は特別区の場合は、市長又は区長）に申請書を提出し、営業許可を取得
するにあたって、申請は書面または電子データでの作成が可能である。　また、宿泊者名簿は、「厚
生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技
術の利用に関する省令」第４条第１項に基づき、電磁的記録による保存が可能となっている。

民泊においても、旅館業と同様に、電子データによる許可申請および名簿の保存を認めることで、民
泊サービス提供者・管理者ならびに行政の業務効率化につながる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
国土交
通省

○　旅館業法に基づく許可申請については、電子申請で行うことを妨げ
ていません。

○　また同法に基づき営業者は宿泊者名簿を備えることとされていま
すが、厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う
書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令に基づ
き、電磁的記録によりその作成・保存が可能であることとされていま
す。

旅館業法
検討に着
手

○　規制改革実施計画（平成28年6月2日閣議決定）において、「届出」及び「登録」の手続はイ
ンターネットの活用を基本とすることとされております。

○　利用者名簿を電子データで保存することも含め、具体の内容については現在検討中のた
め、関係省庁と調整しつつ、法整備を進めてまいります。

◎

281101019
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

防災拠点とし
て認定された
施設及びヘリ
ポートが設置
された施設に
対する容積率
の緩和

【具体的内容】
災害時の防災拠点として認定された施設及び緊急時の着陸が可能なヘリポートが設置されている施
設に対して、容積率を緩和すべきである。

【提案理由】
(a)規制の現状
建築基準法施行令において、備蓄倉庫、蓄電池、自家発電設備、貯水槽の容積対象の延べ面積に
不算入とされているが、緊急時にヘリポートが設置された施設及び災害時の防災拠点となった施設
は対象とされていない。

(b)要望理由
さらなる防災への備えが求められる中、民間の自主的な防災・減災対策の強化を促進するため。

(c)要望が実現した場合の効果
民間施設における緊急時のヘリポートの設置や災害時の防災拠点が増えることにより、全体での防
災力の強化が進むと同時に、行政側の防災対策コストの削減につながる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

建築物の容積率は、延べ面積の敷地面積に対する割合として算出す
る。容積率の値は、建築基準法第52条各号に掲げる区分に従い、当該
各号に定める数値以下とする必要がある。
延べ面積は、建築物の各階の床面積（建築物の各階又はその一部で
壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積）の合計に
より算出するが、床面積の算出にあたっては、屋上が「階」にあたらな
いため、屋上の面積を床面積として算入しないこととなっており、従って
屋上と見なされるヘリポートの面積については床面積として算入しな
い。

建築基準法第52
条、第92条
建築基準法施行
令第2条

事実誤認
現行制度において、屋上と見なされるヘリポート部分は延べ面積に算入しないこととしており、
措置は不要と考える。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101040
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

国土交通省
「i-
Construction」
施策推進に
向けた電子納
品のクラウド
化

【具体的内容】
　国土交通省が規定する電子納品ガイドラインを改訂し、電子納品をクラウド上で可能とすべきであ
る。

【提案理由】
　国土交通省では、1996年度から「CALS/EC」の取り組みを開始しており、組織間、事業段階間（調
査、測量、設計、工事）で公共工事に関する情報の交換、共有、連携を図り、コスト縮減、品質確保、
事業執行の効率化を目指している。以降、キーワードは、「情報化施工」「ＣＩＭ」「i-Construction」と変
遷しているが、ＩＴ技術を活用して、社会インフラ情報を統合管理すること、事業の効率化・高度化を目
的とする点は変わらないと考える。
　これらの流れのなかで、各業務成果の電子納品が2001年度より段階的に始まっている。しかしなが
ら、ＩＴ技術が日進月歩で進歩する一方、電子納品ガイドラインは、電子媒体（ＣＤ-Ｒ、ＤＶＤ-Ｒ、ＢＤ-
Ｒ）での納品が規定されており、クラウド上でのデータ交換が一般的な手段となっている昨今の手法
には馴染まないと考えられる。
　また、今後、ドローン、ＭＭＳ等による調査・計測が盛んになることで、３Ｄ点群、３Ｄモデル、動画像
等の大容量データを電子媒体に格納することが困難になると予想される。
　そこで、ＩＴ技術の本質的な活用や新技術の普及を見据え、電子納品のクラウド化を可能とすべきで
ある。
　電子納品のクラウド化は、社会インフラ情報のオープンデータ化とも直結しており、その実現により
各分野の先端企業を社会インフラの分野に呼び込む効果がある。
　社会インフラ産業の活発化が促されることで、品質向上やコスト縮減が得られれば、国民の社会イ
ンフラ施策への理解向上や信頼醸成にも寄与する。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　公共工事等における成果品は、「工事完成図書の電子納品等要領」
および「電子納品運用ガイドライン」等において、電子媒体での納品が
規定されています。
　情報通信技術の動向や成果品の容量の増加等を踏まえて、平成28
年3月にＤＶＤ－Ｒの標準化、BD-Rの使用を認める改定を行ったところ
です。

工事完成図書の
電子納品等要
領、電子納品運
用ガイドライン
等

検討を予
定

　現在、電子媒体による電子納品を実施しているところですが、ご指摘のとおり、近年、クラウド
が一般化してきていることから、インターネットを活用した電子納品の運用の可能性について、
今後、検討して参ります。

△

281101042
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

工事情報共
有システムの
普及促進

【具体的内容】
　公共工事全般において、工事情報共有システムの利用を義務化し、システムの普及範囲を広げて
はどうかと提案する。

【提案理由】
　国土交通省地方整備局においては、受発注者間のコミュニケーションの円滑化を図るため、実施す
る全ての工事を対象に「工事情報共有システム」を利用することが原則義務化されている。他方、公
共工事全般においては活用が進んでいるとは言い難い。
　工事情報共有システムの利用により、大量の情報を取り扱う工事の業務プロセスにおいて、①文書
管理の効率化、②正確な最新情報の共有による施工品質の向上、③移動時間の短縮、④電子納品
の効率化、⑤業務制度向上・迅速化等につながる。加えて、工事検査時においては、日常的に蓄積
された工事関係書類や資料（図面、写真等）を、書類検査用資料として作成していることから、これら
の書類を情報共有サーバ等で日常的に管理することで書類の削減も図れると考えられる。
　そこで、公共工事全般に対し、工事情報共有システムの利用を義務化するよう要望する。
　要望の実現により、受発注者間の事務負担軽減につながる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

国土交通省において、情報共有システムは、平成２０年度より試行実
施しており、平成２７年度より、原則として全ての土木工事で情報共有
システムの活用を図ることとしています。これまでに、地方公共団体に
対しては、発注者協議会や研修を通じて、情報共有システムを用いた
業務効率化の推進に取り組んでまいりました。

土木工事の情報
共有システム活
用ガイドライン
等

現行制度
下で対応
可能

左記のとおり、各地方整備局で開催される発注者協議会や研修等を通じて、情報共有システ
ムを用いた業務効率化の推進をしており、現在22都道府県で導入をしております。
今後も引き続き、各地方整備局で開催される発注者協議会を通じて、情報共有システムを含め
た業務効率化の推進に取り組んでまいります。

　

28年
11月16日

「工業専
用地域」
に関する
提案：対
応不可

ホーム
ページで
の掲載に
関する提
案：現行
制度下で
対応可能

　無人航空機は、予期せぬトラブル等により意図しない方向へ飛行してしまう可能性があり、人
口集中地区等で飛行を行う場合は、土地の用途に関わらず、地上又は水上の人又は物件の安
全を確保するため、国土交通大臣の許可が必要であり、工業専用地域であることをもって一律
に飛行禁止空域から除外することはできません。

　一方で、人口集中地区であっても、地上及び水上の人及び物件の安全が損なわれるおそれ
がないものとして国土交通大臣が告示で定める区域の上空の空域については飛行の禁止空
域から除外されます。具体的な空域の除外については、当該地域を管轄する基礎自治体から
の要望を受け、地上及び水上の人及び物件の安全が確保されるかどうか確認の上告示するこ
ととしております。

なお、無人航空機を飛行させる可能性のある地域、時間、飛行方法等を一括した申請や代表
者による代行申請を認めるなど、申請に係る事務的・時間的負担が最小限になるよう措置を講
じており、ご指摘の個別の調整は必ずしも必要ではありません。

　また、許可・承認内容のホームページでの公表については、業務等に支障がある事項につい
ては公表しないこととしており、申請時に柔軟に相談に対応しております。

　

【具体的内容】
　航空法第132 条第２号で規定されている、無人航空機の飛行禁止エリアである「人又は家屋の密集
している地域」から、工業専用地域を除外すべきである。

【提案理由】
　航空法第132 条第２号により、「人又は家屋の密集している地域」においては、この地域の上空に
おける無人航空機の飛行を原則禁止し、飛行にあたり国土交通大臣の許可を必要としている。航空
法施行規則では、この地域を国勢調査の結果による人口集中地区としている。
　人口集中地区は定義上、都市的傾向の強い基本単位区として人口密度が低い工業地帯も含むよ
う算出している。その結果、人口密度の低い地域であっても大規模なプラント工場が存在するような
工業専用地域の多くが人口集中地区に指定されており、小型無人機の飛行にあたり国交相の許可
が必須となる。その場合、作業者ごとに国土交通省航空局担当窓口による個別の精査と調整をした
上で、飛行開始予定日の少なくとも10日前（土日・祝日等を除く。）までに、申請書を国土交通本省あ
てに不備等がない状態で提出することが必要となる。加えて、許可等を得た場合には航空局ホーム
ページで内容を公表する運用を行っている。
　無人航空機の利活用にあたり、特に広大かつ多様な設備をもつプラントでは、様々な操縦者に多様
な用途での飛行を行う需要があるのに対して、現行の規制ではその都度に個別精査・調整を国交省
の窓口と進める必要があり、関係者の膨大な労力が発生している。
　工業専用地域に存在する工場等は、人員の立入ならびに施設物件の管理がなされており、その中
に不特定の又は家屋が密集していることは考えにくい。さらには、人家の密集地域から離れている、
もしくは緩衝地帯が設けられているため、工業専用地域は航空法の主旨とする地表の第三者の安全
が担保されている地域である。
　そこで、無人航空機の飛行禁止エリアである「人又は家屋の密集している地域」から、工業専用地
域を除外するべきである。加えて、許可内容の航空局ホームページでの掲載については、掲載内容
の粒度や公表時期も含め、事業者の企業秘密の保持の観点にも配慮した適切な運用を求める。
　要望の実現により、無人航空機が本来備えている機動的な運用能力を発揮可能となり、情報化施
工による工事の迅速化と品質向上、鉱石原料の現物管理による帯船料削減と物流効率化、建屋や
高所設備の点検、港湾設備の保守の高度化を図ることができ、国内製造業の体質強靭化や技術先
進性の確保にもつながると考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　航空法第132条及び航空法施行規則第236条の2に基づき、国勢調査
の結果による人口集中地区で無人航空機を飛行させる場合には、国
土交通大臣の許可が必要です。
　一方、人口集中地区であっても、地上及び水上の人及び物件の安全
が損なわれるおそれがないものとして国土交通大臣が告示で定める区
域については飛行の禁止空域から除外されます。

　また、無人航空機飛行の許可・承認を行った場合には、ある地域に飛
行する可能性のある無人航空機の存在を広く一般に周知するため、国
土交通省のホームページにおいて申請者、申請条項、飛行の日時、経
路等を公表しております。

航空法第132条
航空法施行規則
第236条の2、第
236条の3
無人航空機の飛
行に関する許可・
承認の審査要領
（平成27年11月
17日 国空航第
684号、国空機第
923号）

281101048
28年

11月1日
28年

11月30日

工業専用地
域を含んだ人
口集中地区
における無人
航空機の飛
行制限の見
直し



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101049
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

公共建築物
着工前の計
画通知に関す
る審査の民間
開放

【具体的内容】
　公共建築物着工前の計画通知に関する審査を民間に開放すべきである。

【提案理由】
　民間建築物の着工前に行われる建築確認が1999年に民間開放された。現在、16年余りが経過し、
その間、審査手法や審査期間など試行錯誤を繰り返し、審査機関の数や審査員の質が充実し、質的
にも所要時間的にも適切な審査が行われている。その一方で、公共建築物の着工前の計画通知の
審査は従来通り特定行政庁の建築指導課のみ可能となっている。
　建設技術が日進月歩で進歩するなか、建築確認の民間開放の結果、特定行政庁の建築確認の審
査機会（特に非木造建築物に係る審査機会）が激減したため、適切な審査ができなくなっている。具
体的には、特定行政庁が告示で規定される新しい技術を審査できないため、当該部分を民間の指定
性能評価機関が審査して評定書を発行している場合がある。特定行政庁の審査は評定書発行後に
開始され、さらに評定書内容も審査の対象とするため、全体として長期間の審査となり、結果的に着
工時期を大幅に遅らさざるを得ない事象が発生している。
　進歩する技術に対応するためには、審査者の能力・知識の向上が不可欠であるが、審査機会の少
ない特定行政庁では困難である。そこで、計画通知の審査を民間に開放することを要望する。
　要望の実現により、公共建築物の着工前審査が適切かつ迅速に実施され、スムーズな着工と竣
工、そして運営開始が行われ、経済活動に支障が生じないと考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物については、建築確
認、検査又は是正措置に関する手続きについて、一般的な手続きとは
別に定めており、その事務を建築主事が行うこととしている。

建築基準法第18
条

対応不可

計画通知を行う建築物は、公的な用途（福祉・教育・防災等）に供するものが多く、また、都市計
画の手続きを伴う場合もあるため、建築主事に計画を通知し、行政内で他の関係部局との連携
をとる方が、円滑に計画を進めることができる場合がある。こうした建築主事の審査を確実に行
うためには、現行の制度を維持する必要がある。
加えて、指定確認検査機関は、業務の公正中立さを保つ観点から、当該機関と一定の利害関
係のある建築物に関する確認検査を禁止している。国及び都道府県は、指定確認検査機関の
指定権限を有し、指導・監督を行うことを業務としていること、また、建築主事を置く市町村は、
建築主事が確認する権限を有する建築物について、指定確認検査機関に対して必要な場合に
は立入検査を行うことができることから、国、都道府県及び建築主事を置く市町村の建築物は
指定確認検査機関と一定の利害関係のある建築物に該当する。
以上のことから、計画通知の民間開放を行うことはできない。

　

281101054
28年

11月1日
28年

11月16日
28年

11月30日

空港内におけ
る無人航空機
の活用の可
能化

【具体的内容】
　航空機等の安全性が確保された場合において、空港内における無人航空機の活用を認めるべきで
ある。

【提案理由】
　航空法第132 条に基づき、空港等で無人航空機を飛行させる場合には国土交通大臣の許可を受
ける必要がある。しかしながら、同法第132条の2 第3項に基づく規定により、空港内で飛行させる場
合は第3者の物から30メートル以上離れて行わなければならない。しかしながら、空港内の駐機ス
ポットや整備スポットは周りにボーディングブリッジや航空機、各種車両が配置されているため、それ
らから30メートル以上離して飛行させることは困難であり、実質空港内では無人航空機の飛行は不可
能となっている。
　航空機の整備に必要な航空機部品は、特定の部品庫に保管されており、発着整備等の際に必要
に応じて搬送する。しかしながら、空港の敷地が広大であることから搬送に時間を要し、定時性を守
れないことがある。また、航空機は非常に大型であり、その上部を点検するには高所作業車を使用す
る必要が生じるため、仮に航空機が被雷した場合には検査に時間が掛かり、定時性に影響を及ぼ
す。
　そこで、航空機等の安全性が確保された場合には、空港内で無人航空機の活用を認めるべきであ
る。
　要望の実現により、航空機部品の輸送や航空機の点検作業が容易になり、定時性の向上による利
用者の利便性向上やと空港内車両の削減による事業者のコスト削減につながる。また、一大物流拠
点である空港において無人航空機が活用されることで、将来的な一般物流の実現に向けた技術発展
にも寄与すると考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　航空法第132条及び航空法施行規則第236条に基づき、　空港やヘリ
ポート等の周辺に設定されている進入表面等の上空の空域で無人航
空機を飛行させる場合には、国土交通大臣の許可が必要です。

　また、航空法第132条の2及び航空法施行規則第236条の4に基づき、
無人航空機の飛行にあたり、地上又は水上の人又は物件との間に30
メートルを保つことが出来ない飛行を行う場合には、国土交通大臣の
承認が必要です。

航空法第132条、
第132条の2
航空法施行規則
第236条、第236
条の3、第236条
の4、第236条の6
無人航空機の飛
行に関する許可・
承認の審査要領
（平成27年11月
17日 国空航第
684号、国空機第
923号）

現行制度
下で対応
可能

　航空機その他地上の人又は物件の安全性が確保される場合には、空港内であっても無人航
空機の飛行の許可・承認を行っておりますので、飛行を希望される場合には、空港管理者と調
整の上、航空局までご相談ください。

　

281101088
28年

11月1日
29年

6月12日
29年

6月30日

「建築物」の
対象外となる
農業用ビニー
ルハウスの明
確化

【提案の具体的内容】
　非農地において、「建築物」の対象外となる農業用ビニールハウスを明示すべき。

【提案理由】
　建築基準法第２条では、「土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの」を
「建築物」とする定義しているものの、農業用ビニールハウスが「建築物」に該当するか否かは、自治
体あるいは建築主事ごとに判断が異なるなど、必ずしも明確ではない。このため、許認可取得の予見
性が著しく低いことに加えて、「建築物」に該当すると判断されると、耐震性等、ビニールハウスに適さ
ない煩雑な要件を満たさなければならない。
　「建築物」の対象外となることが明示されれば、「建築物」か否かの煩雑な交渉が不要となり、許認
可取得の予見性が高まるとともに、行政手続きが円滑化する。また、これまで「建築物」であると判断
されてきた自治体においても事業展開が可能となる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築基準法第２条第１号において、「建築物とは土地に定着する工作
物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの」と定義されている。
　このため、農業用ビニールハウスに限らず、一般的に土地に定着し
屋根及び柱もしくは壁を有するものは建築物として、建築基準法に適
合させる必要がある。
　また、建築物を建築しようとする場合、工事着手前に当該建築計画が
適法であることについて、建築主事による確認（建築確認）を受ける必
要がある。

建築基準法
第二条第一項
第六条第一項

現行制度
下で対応
可能

ご提案の農業用ビニールハウスがどのようなものを指しているのかは不明だが、屋根を天幕、
ビニール等で覆い、それらの材料が容易に取り外せる場合の建築基準法上の取扱いについて
は、例規昭和37年住指発第86号において、屋根等が土地への定着性が認められないため、建
築物としては取り扱わない旨を既に示している。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101072
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

国土利用計
画法による事
後届け出制
度の緩和

【提案内容】
一定規模以上の土地取引の際に事後届け出が義務付けられていますが、この制度の廃止または面
積規模の緩和を求めます。

【提案理由】
「適正かつ合理的な土地利用の確保を図る観点から、一定規模以上の土地取引について、開発行為
に先んじて、土地の取引段階において土地の利用目的を審査することで、助言・勧告によりその早期
是正を促す仕組み」であり、「取引価格についても届出の対象として把握することにより、注視区域等
の機動的な指定を行うことが可能となる」とありますが、事業者に義務を課し事務労力を強いなけれ
ばならない程の機能を果たしていないように感じます。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

国土利用計画法（以下「法」という。）第23条に基づく事後届出制は、平
成10年に当時の地価動向（資産デフレ）や土地取引の円滑化を促進す
る必要性に鑑み、注視区域制度とともに、従来の事前届出制に代わる
仕組みとしてできたものです。事後届出制は、全国にわたる一般的な
土地取引規制制度として機能するものであり、適正かつ合理的な土地
利用の確保を図る観点から、法定面積以上の土地取引について、取引
段階で土地取得後の土地の利用目的が不適切である場合には、その
是正を図ることができる仕組みとなっています。
また、取引価格についても届出の対象として把握することにより、注視
区域等の機動的な指定を行うことが可能となるなど、地価高騰に対す
る備えとしても重要な役割を担っています。

国土利用計画法
第２３条

対応不可

事後届出制の届出対象となる大規模な土地取引については、通常、土地利用の転換を伴うこ
とが多く、周辺地域の土地利用に大きな影響を与えます。平成27年における全国の総土地取
引件数（約148万件）に占める事後届出件数（15,253件）の割合は約1.0％ながら、面積ベースに
すると約28.3％（43,120ha／15.0万ha）をカバーしており、地価高騰の抑制や適正かつ合理的な
土地利用に資する制度として機能しています。

　

281101073
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

宅建業法50
条2項の届出
の運用

【提案内容】
50条2項の届出の際の基準が都道府県により異なる運用がなされている部分があり、統一していた
だきたい。
例：届出事務所の形態による可否判断の差異（テントの可否など）
　　一団の団地の規模基準の差異（10区画未満の要非）
　　大型団地内での案内所所在区画の移動の際の変更の届出要非判断など

【提案理由】
届出基準の都道府県による差異により業務が煩雑になるとともに遺漏が生じる一因ともなっているた
め

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

宅地建物取引業者は、業務を開始する前にあらかじめ、国土交通省令
で定める案内所等事務所以外の業務を行う場所等について、所在地、
業務内容及び業務を行う期間等を、免許権者及び案内所等の所在地
を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。

宅地建物取引業
法第５０条第２項

現行制度
下で対応
可能

都道府県知事が行う宅建業法第50条第2項の規定に基づく事務に関しては、地方自治法に基
づく自治事務であり、都道府県の自主的な運用に委ねられるものです。そのため、法令の範囲
内かつ当省が発出している宅建業法の解釈・運用に関する通知を参考として、各都道府県の
事情に応じ、適切に行われるべきものと考えます。

　

【具体的内容】
車両通行の一般的制限値の緩和

【提案理由】
現在、重さ・高さ指定道路として一部緩和されてきているが、国道及び主要道路に限定されおり、一
般都道府県道、市道には殆ど拡大されていない。
工場が国道、主要道路に面していない場合が多く、重さ・高さ指定道路に行くまでは従来の規制のま
まであり、特殊車両制限許可申請（道路管理者）、制限外積載申請（警察）を行わなければならす、時
間とコストが掛かっている。
一般都道府県道、市道においても都市中心部の道路は、整備されており制限を緩和しても問題ない
のではないかと考える。
緩和が難しければ、重さ・高さ指定道路の早期拡大を要望する。

(公社)関
西経済
連合会

警察庁
国土交
通省

  道路は一般的制限値（重量は20トン、高さは3.8m）内の車両が安全・
円滑に通行できるよう造られています。道路管理者は、車両の構造又
は車両に積載する貨物が特殊でありやむを得ないと認めるときは、車
両を通行させようとする者の申請に基づいて、道路の構造を保全し、又
は交通の危険を防止するため必要な条件を付して、車両制限令で定め
る車両の諸元の最高限度を超える車両の通行を許可することができま
す。
  ただし、道路管理者が道路の構造の保全及び交通の危険の防止上
支障がないと認めて指定した道路については、重量及び高さの制限値
を緩和しております（重量は25トン、高さは4.1m）。
   また、道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）第22条第３号ハに
より、大型トラックの積載物の高さの制限は、3.8メートルからその自動
車の積載をする場所の高さを減じたものを超えないこととされていま
す。これは、積載物の高さの制限を超えた自動車のトンネル等への衝
突事故や、バランスを失うことによる転倒事故等を防止し、積載の安全
性を確保するためのものです。貨物が分割できないものであるため、道
路交通法施行令で定める積載物の重量、大きさ又は積載の方法（以下
「積載重量等」という。）の制限を超えることとなる場合において、車両
の出発地を管轄する警察署長が当該車両の構造又は道路若しくは交
通の状況により支障がないと認めて積載重量等を限って許可をしたと
きは、車両の運転者は、当該許可に係る積載重量等の範囲内で当該
制限を超える積載をして車両を運転することができます。
  ただし、都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が道路又
は交通の状況により支障がないと認めて定める自動車については、積
載物の高さが3.8メートル以上4.1メートルを超えない範囲内において公
安委員会が定める高さから自動車の積載をする場所の高さを減じたも
のを超えないこととされ、積載物の高さの制限が緩和されています。こ
の公安委員会が定める自動車は、公安委員会が積載物の高さにその
自動車の積載をする場所の高さを加えた高さが4.1メートルの自動車が
通行しても、道路の構造等の観点から支障がないと認めて指定する道
路を通行する自動車であり、ここで指定される道路は、道路管理者によ
る高さ指定道路と一致しています。

道路法第４７条の
２第１項
道路交通法第57
条第３項
道路交通法施行
令第22条

281101065

前段：対
応不可

後段：現
行制度下
で対応可
能

　平成28年4月1日現在、重さ指定道路は約62,200km（うち地方道約15,400km）、高さ指定道路
は約48,800km（うち地方道約11,600km）を指定済であり、地方道を含めて制限値を緩和してきた
ところです。
　ご提案のありました「都市中心部の道路」は定義が明確ではありませんが、一般的制限値及
び積載物の高さの制限を超える車両が特定区域内の道路を自由に通行する場合、支障となる
区間が無いことが必ずしも保証されないことから、特定区域について一律に制限値を緩和する
ことは困難です。
　なお、重さ指定道路については道路管理者が、高さ指定道路については道路管理者と公安
委員会で協議を行い、支障がないと認めた区間については追加指定を行っています。今後も引
き続き、一般都道府県道、市道を含めて、道路整備及び交通の状況や指定の必要性等を考慮
しつつ、追加指定を行って参ります。

28年
11月1日

28年
12月6日

29年
1月31日

大型トラック
輸送に関する
一般的制限
値（高さ、幅）
の緩和

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101074
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

宅建業法50
条2項のイン
ターネット届
出

【提案内容】
50条2項の届出手続きをインターネットを利用して出来るようにしていただきたい

【提案理由】
業務の簡素化とスピード化。行政においても管理業務の効率化につながると思慮します。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

宅地建物取引業者は、業務を開始する前にあらかじめ、国土交通省令
で定める案内所等事務所以外の業務を行う場所等について、所在地、
業務内容及び業務を行う期間等を、免許権者及び案内所等の所在地
を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。

宅地建物取引業
法第５０条第２項

現行制度
下で対応
可能

宅建業法第50条2項の規定に基づく都道府県知事への届出については、届出の形式について
法令上の規制を設けておらず、各都道府県の自主的な運用に委ねられています。 　

281101075
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

1月31日

宅建業者登
録における
ゴールド免許
制定

【提案内容】
宅建業者の質によりゴールド免許を制定し、ゴールド免許業者に諸規制の緩和適用を講じていただ
きたい。

【提案理由】
宅建業者はその事業者数の多さと相まって玉石混交ですが、ゴールド免許制度を設けることにより、
諸規制の基準や運用に差異を設けることが可能になります。質の高い業者の事務負担が軽減される
だけでなく、消費者の業者に対する判断基準となり業界の信頼醸成に寄与すると考えます。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

宅地建物取引業を営もうとする者は、二以上の都道府県の区域内に事
務所を設置してその事業を営もうとする場合にあつては国土交通大臣
の、一の都道府県の区域内にのみ事務所を設置してその事業を営もう
とする場合にあつては当該事務所の所在地を管轄する都道府県知事
の免許を受けなければならないこととしております。
宅地建物取引業者は、宅建業法に規定する業務規制を遵守して業務
を行って頂く必要があります。

宅地建物取引業
法第三条

対応不可

宅地及び建物の取引は、権利関係が複雑で、法令上の制限も多いほか、契約の取引条件も複
雑かつ取引価額も高額であることから、業務の運営の適正性や宅地建物取引の公正性等を確
保するため、宅地建物取引業法において免許制や業務規制を規定しています。
宅地建物取引業法における規制は、上記の目的を鑑み必要な限度において規定したものであ
るため、全ての宅地建物取引業者が遵守すべき事項であり、一部の宅地建物取引業者に対す
る規制の緩和を認めることは難しいと考えます。

　

281101078
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

「制震建築
物」を建設し
やすくするた
めの法整備

【現状】
現在、制震ダンパー（鋼材系を除く、粘弾性体や摩擦、オイルなど）を組み込んだ建物の構造設計
は、建築基準法第20条における時刻歴解析が必要となる。
既に戸建住宅などで、制震ダンパーを組み込んだ建物が主流となりつつあるが、現状では制震ダン
パーは、設計方法が明確化されていないことや、建築基準法37条の指定建築材料ではなく、かつF値
が定義されていないため等で、時刻歴応答解析による大臣認定が必要となり、設計に多大な労力と
費用を要する。
そのため、現実的な方法として、住宅レベルでは大多数が制震ダンパーを「おまけ」として扱う設計と
している。

【提案】
法37条の指定建築材料に「制震ダンパー」を加えて頂き、またそれによる設計法を告示化すること
で、時刻歴応答解析（大臣認定）によらない設計ができるようにしてほしい。
ちなみに、鋼材ダンパーの場合、鋼材はもともｔ指定建築材料で、かつ極低降伏点鋼にはF値が与え
られており、またエネルギー法や限界耐力計算法が告示化されており、それらに則った設計が可能と
なっている。
また、基準法で「制震」を定義していただき、品確法においても制震の性能評価ができるようにしてほ
しい。制震の性能評価が可能となることで、繰り返し地震に対して有効な制震ダンパーを備えた新築
住宅や耐震改修の促進につながる。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

建築物は、自重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並びに地
震その他の振動及び衝撃に対して安全な構造のものとして建築基準法
（昭和25年法律第201号、以下「法」という。）第20条に定める基準に適
合するものでなければならない。
高さが60ｍを超える超高層建築物や特殊な構造方法の建築物につい
ては、法第20条第１項第一号に定める構造計算手法である時刻歴応
答解析を行い、大臣認定を取得して、建築することが可能である。
また、平成17年国土交通省告示631号「エネルギーの釣り合いに基づく
耐震計算等の構造計算を定める件」により構造計算を行い建築する場
合、鋼材系ダンパー等の変位に応じて減衰性能を発揮する履歴系ダン
パーを用いることが可能である。
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成12年法律第81号、以下
「品確法」という。）に基づく住宅性能表示制度における耐震等級（倒壊
防止、損傷防止）の評価においても、建築基準法と同様に、高さが60ｍ
を超える超高層建築物や特殊な構造方法の建築物については、大臣
認定（特別評価方法認定）を受ける必要がある。

建築基準法第20
条
評価方法基準
（平成13年国土
交通省告示1347
号）第５の１―１
の(3)

対応不可

粘弾性体や摩擦、オイル等を用いる制振ダンパーは、単純に変位に応じるものではなく、鋼材
系ダンパーとは異なり、変形の時間的変化や変形速度についても考慮する必要がある。このた
め、指定建築材料であるかどうかに関わらず、適切に評価を行うためには、法第20条第１項第
一号に基づき時刻歴応答解析により安全な構造であることを確認し、大臣認定を受ける必要が
あるため、対応不可。
同様の理由により、住宅性能表示制度における耐震等級の評価についても、時刻歴応答解析
により安全な構造であることを確認し、大臣認定（特別評価方法認定）を受ける必要があるた
め、対応不可。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101079
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

「免震建築
物」を建設し
やすくするた
めの法整備

【現状】
「免震建築物」は、現状の建築基準法においては原則、建設省告示第2009号（2000年発布）によって
設計するか又は、個別大臣認定を取得して建設する必要がある。しかしこの告示においては、免震
装置に固有周期を持たないものや過減衰タイプは除外されているため、告示で設計できない免震装
置が多々ある。そのため個別大臣認定を物件毎に取得して建設しているのが一般的となっている。
一方、過去（2010年頃まで）において、この大臣認定は個別物件だけでなく規格化されたシステム建
物としても認定を取得できていたが、現在はそのハードルが高くて取得できない状況にある。
住宅レベルの建物において、個別物件毎に大臣認定を取得する事は、労力や費用、期間において現
実性がなく、現実には利用できない制度となっている。（お客様より理解いただけない。）

【提案】
「免震建築物」を、建築基準法第20条において、規格化されたシステム建物として大臣認定を取得で
きるようお願いしたい。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

建築物は、自重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並びに地
震その他の振動及び衝撃に対して安全な構造のものとして建築基準法
（昭和25年法律第201号、以下「法」という。）第20条に定める基準に適
合するものでなければならない。
高さが60ｍを超える超高層建築物や特殊な構造方法の建築物につい
ては、法第20条第１項第一号に定める構造計算手法である時刻歴応
答解析を行い、大臣認定を取得して、建築することが可能となる。
また、平成17年国土交通省告示631号「エネルギーの釣り合いに基づく
耐震計算等の構造計算を定める件」により構造計算を行い建築する場
合、鋼材系ダンパー等の変位に応じて減衰性能を発揮する履歴系ダン
パーを用いることが可能である。
また、一定の条件を満たす免震建築物を建築する場合、時刻歴応答解
析による方法だけでなく、平成12年建設省告示2009号免震建築物の構
造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件に定める仕
様を満たすことでも建築可能である。

建築基準法第20
条、平成12年建
設省告示2009号

現行制度
下で対応
可能

平成12年建設省告示2009号によらない免震建築物については個別の建築物ごとに大臣認定
を受ける方法だけでなく、規模等一定の条件に基づいて設計される建築物について認定を受
ける方法（一般認定）についても認めており、現行制度下で対応可能。

　

281101080
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

増改築時の
確認申請の
緩和（空き家
有効利用の
推進など）

【現状】
増改築する場合、既存建築物と構造体を離したエキスパンションジョイントを利用した増築において
も、既存部の安全性担保が要求されるが、既存部の建設当時の検査済証が無い場合、多大な調査
を要求されるだけではなく、現行法不適格となり増築が出来ないことがある。

【提案】
エキスパンションジョイントを用い、既存部の耐力低下が無い接続が可能な場合については、既存部
分の検査済証がなくとも、現状維持として、増築部の確認をスムーズに下ろしてほしい。
また空き家の有効利用を推進させる為、確認不要でも増築できる増築部分の面積緩和、大規模リ
フォームの内容緩和、及び増築時の既存部分の適用除外をお願いしたい。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

既存建築物に増築等を行う際には、防火地域及び準防火地域以外の
地域において10㎡以内の増築等を行う場合を除いて、確認申請が必
要である。
既存不適格建築物に増築等を行う場合には、原則として現行基準に適
合させる必要があるが、緩和規定として、増築部分が既存部分とエキ
スパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで
接する場合にあっては、既存部分については既存不適格建築物に対
する制限の緩和として、法第20条に規定する構造耐力に関する基準に
ついては現行基準への適合は求められず、耐震診断基準等に適合し
ていれば増築可能としている。
制限の緩和の特例は、建築基準法の技術的基準に適合していない違
反建築物は対象としていないため、「既存不適格調書」により申請の対
象となる建築物が違反建築物ではなく法定の改正によって基準に適合
しなくなった既存不適格建築物であることを示す必要がある。
既存不適格調書を構成する図書として、原則として検査済証又は完了
検査を受けたことを示す確認台帳の記載事項証明等を求めている。
（平成21年技術的助言）

建築基準法第6
条第2項
建築基準法第86
条の7
建築基準法施行
令第137条の2

対応不可

①
既存建築物についても増築等の機会を捉え耐震性の診断等の安全性の確保を図ることが必
要である。
このため、エキスパンションジョイントを設けて既存不適格建築物にかかる構造規定を緩和する
場合であっても、既存部分について必要に応じて耐震改修を求めているものである。
また、既存部分が違反建築物である場合には、当然現行規定への適合が必要であるため、建
築確認においてその内容を判断する必要がある。
なお、建築確認において検査済証がない場合には、新築及び当該申請以前の過去の増築等
時の確認済証、建築確認台帳に係る記載事項証明、登記事項証明等に代えることも可能とし
ている。
②
原則として、建築物を建築（増築等を含む）する際には確認申請を求めているところ、行政事務
量の増加と違反発生の可能性を比較衡量の上、防火地域及び準防火地域以外の地域におい
て10㎡以内の増築を行う場合については確認申請を不要としているものである。従って、当該
基準を緩和することはできない。なお、建築基準法の規制は、国民の生命を守るための最低限
度の基準を定めたものであり、確認申請を不要とする場合であっても、基準への適合が不要と
なっている訳ではないことに留意されたい。
③、④
なお、ご提案のうち、「大規模リフォームの内容緩和」、「増築時の既存部分の適用除外」につい
ては、要望の内容が不明であるため、緩和を求める基準について内容を具体的にお示し頂い
た上で、措置の有無について検討したい。

　

281101081
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

建築物構造
計算用プログ
ラム認定の運
用緩和

【現状】
プログラム認定は、プログラムにバグが見つかった場合の対処手順が厳しく、実質的な運用がされて
いない。

【提案】
プログラムついては、軽微なバグについては、開発者判断で対処が出来るぐらいの緩和をしてほし
い。精度については、認定取得の際の審査で十分と考えられる。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第20条第１項
第二号イに規定される国土交通大臣の認定を受けたプログラムを用い
て構造計算を行った場合、建築確認申請の際に提出する図書の一部
省略、審査日数の短縮等が受けられる。

建築基準法第20
条

現行制度
下で対応
可能

法第20条第１項第二号イに規定される国土交通大臣の認定を受けたプログラムについて、計
算結果に危険側の影響を及ぼすおそれのない軽微な不具合の修正に限って、新たな認定を受
ける必要はないものとしており、現行制度下で対応可能。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281101082
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

「型式適合認
定等」の認定
取得の簡素
化

【現状】
「型式適合認定」及び「型式部材等製造者の認証」を取得するに当たり、過去にこれらの認定や認証
を既に取得している規格化された建物について、新たに一部の追加部材等が生じた場合でも、新規
に認定や認証を取得する時とほぼ同程度の資料の提出や申請費用が要求される。

【提案】
既に「型式適合認定」及び「型式部材等製造者の認証」を取得している規格化された建物に、一部の
部材追加等の申請を行う場合は、その申請資料及び申請費用を簡素化して頂きたい。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

○型式適合認定
材料を変更する際の取扱いに関して、不燃材料等・特定防火設備等・
ホルムアルデヒド発散材料については、既に型式適合認定を受けた内
容に記載された大臣認定品と同じ区分の認定を受けた大臣認定品に
ついては、型式適合認定を取り直すことなく使用することができる。（平
成28年5月23日に取扱いに関する文書を発出）
また、既に型式適合認定を受けた型式について、認定を受けようとする
場合には、変更しようとする規定の内容に応じ、申請に係る手数料を新
規申請の場合から減額している。

○型式部材等製造者の認証
製造者認証については、型式部材等の種類の変更、工場等の移転そ
の他の当該認証の効果が失われることとなる変更以外の変更につい
ては、再度認証を受ける必要は無く、変更の届出でよいこととし、軽微
な変更については届出も不要としている。

建築基準法施行
規則第10条の5
の10、11、11条の
2の3

現行制度
下で対応
可能
事実誤認

既に型式適合認定を受けた型式の変更に係る型式適合認定手数料については、現行基準に
おいてその変更の範囲に応じた手数料としており、措置は不要（現行基準で対応可）である。
型式適合認定の申請図書の簡略化については、型式適合認定が一連の規定に対して認定を
行うものであることから、その一部分のみの申請図書とすることはできない。
型式部材等製造者の認証については、製品の品質特性及び品質管理・主要資材の品質確保
の方法・製造工程の品質管理も含めた認証となっているため、部材の追加を行う場合には認証
の内容そのものに影響することから、通常の審査と同様の審査を行う必要があり、その省略・
簡略化はできない。

　

281101083
28年

11月1日
28年

11月16日
29年

2月28日

「1条の3認
定」取得の簡
素化

【現状】
建築基準法施行規則1条の3（図書省略）による大臣認定取得にあたり、国土交通省の審査がまだ長
期化している傾向にある。
この認定においては、国土交通省の審査に先駆け、一般財団法人日本建築センター等の構造評定
委員会（委員は数名の構造学識経験者により構成）にて構造安全性の厳格な審査を受ける事になっ
ており、この審査で3～5ヶ月以上を要している。また国土交通省に申請する設計仕様書等も、日本建
築センター等によって書式や文言についても十分なやり取りを行って作成しており、これにも3～4ヶ月
程度要している。さらに国土交通省にて2～3ヶ月の審査期間が掛かっているのが概ねの実情であ
る。（数年前に比べると早くはなってきているが）
そのため新規に開発した構造システム等を世に出すのに余りにも時間が掛かり過ぎる状況にある。

【提案】
国土交通省の審査について簡素化をお願いしたい。

(公社)関
西経済
連合会

国土交
通省

図書省略は、建築基準法施行規則第1条の3の規定に基づく制度であ
り、認定を取得することで、建築確認申請において提出すべき図書の
一部省略を可能とする制度である。
図書省略には、複数の種類の認定があり、建築基準法第68条の25第5
項に規定する審査は、その種類に応じて審査内容及び審査期間がそ
れぞれ異なる。

・建築基準法施
行規則第1条の3
・同法第68条の
25

現行制度
下で対応
可能

建築基準法施行規則第1条の3の規定に基づく大臣認定は、複数の種類の認定があるためど
の認定に対するご指摘であるかわかりかねるが、認定の種類によっては個別性が高く、また、
申請に対して、多くの修正が必要な場合や、指摘事項に対する回答に時間がかかるなどの場
合については、申請書の提出から認定書の交付までに一定の審査期間を要する。
したがって、審査手続に関して一律に簡素化することは困難であると考えるが、引き続き審査
期間の適正化に努めてまいりたい。

　

281102005
28年

11月2日
28年

12月6日
29年

1月31日
災害時の配
送規制緩和

熊本地震発生の際、著しくトラックが不足し、他県のトラックを確保して配送に充てようとしたが、営業
区域外で使用できなかった事例があった。
車庫飛ばしの問題が理由としてあるとのことだが、被災時には他県の営業所に所属するトラックの被
災地での使用を認めていただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

貨物利用運送事業法では、第一種貨物利用運送事業（貨物自動車）の
場合、登録事項として利用運送の区域又は区間の登録を定めています
が、これは、事業者の主たる活動範囲を把握するためのものであり、営
業区域規制を行う主旨のものではありません。

貨物利用運送事
業法

事実誤認 制度の現状のとおり、貨物利用運送事業法では営業区域にかかる規制はありません。 　

281102006
28年

11月2日
28年

12月6日
29年

1月31日

災害時のレン
タカー含む、
他社車両の
使用

緊急時（震度5以上で高速道路が災害通行止め）の場合は貨物自動車運送事業法を超法規的に運
用し、別の配送会社の車両及びレンタカーを別の事業者の人員がフォローできるようにしていただき
たい。
国土交通省より、平時からのルールとし通達などを出してもらいたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

一般貨物自動車運送事業を行う場合、基本的には営業所毎に配置さ
れた使用権原を有する事業用自動車を用いる必要があります。

貨物自動車運送
事業法

その他

先般の熊本地震の際には、「国土交通省として、貨物自動車運送事業法の柔軟な運用を含
め、最大限の支援を行う」こととする通知文を出し、貨物自動車運送事業者による同一事業者
内の営業所間の車両移動の弾力化及び引越繁忙期のみ認めているレンタカー使用を認める
等、国として柔軟に対応する措置を行ったところです。
貨物自動車運送事業者には安全の担保の観点から自己の運転者及び車両に係る運行管理及
び車両管理が義務付けられており、他事業者の車両を使用することは原則認めておりません
が、熊本地震のような大規模災害等が発生した際には、被害の状況及び具体のニーズを踏ま
え、輸送の安全を確保することを前提に、個別に迅速かつ柔軟な対応を行えるよう検討してま
いります。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281102007
28年

11月2日
28年

12月6日
29年

1月31日

災害時におけ
る白ナンバー
車両使用

①（先の熊本地震のような）大規模災害時において、配送用車両としてレンタカーを使用したく、その
際の許可申請手続きの簡素化をお願いしたい。
※現行法では事前申請と認可が必要となっているが、緊急時において手続きを簡略化又は事後申請
の許可をいただきたい。

②また、①の事態には、当該地域の配送業者のみならず、応援者が白ナンバー車両で配送業務に
従事することを許可いただきたい。（緊急時対応としての非事業用車両による域外配送対応）
※現行法では営業所登録地ではない地域での配送ができない。また、白ナンバー車での配送は上記
の通りとなっている。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

一般貨物自動車運送事業を行う場合、基本的には営業所毎に配置さ
れた使用権原を有する事業用自動車を用いる必要があります。

自動車の使用者が変更された場合、当該変更について15日以内に車
検証の記入を受けなければなりません。

貨物自動車運送
事業法
道路運送車両法

その他

①先般の熊本地震の際には、「国土交通省として、貨物自動車運送事業法の柔軟な運用を含
め、最大限の支援を行う」こととする通知文を出し、貨物自動車運送事業者による同一事業者
内の営業所間の車両移動の弾力化及び引越繁忙期のみ認めているレンタカー使用を認める
等、国として柔軟に対応する措置を行ったところです。
大規模災害時のレンタカーの使用につきましては、輸送の安全を確保することを前提に、今後
も個別に迅速かつ柔軟な対応を行えるよう検討してまいります。
なお、道路運送車両法における自動車の使用者とは、自動車の使用を管理する者であり、単
に一時的に自動車を運転する者は使用者には当たりません。そのため、レンタカーについては
自動車を貸し渡す者が使用者に該当し、借り手は使用者に該当しません。

②貨物自動車運送事業者には安全の担保の観点から自己の運転者及び車両に係る運行管理
及び車両管理が義務付けられており、営業所に配置された車両以外の車両を使用することは
原則認めておりませんが、熊本地震のような大規模災害等が発生した際には、被害の状況及
び具体のニーズを踏まえ、輸送の安全を確保することを前提に、個別に迅速かつ柔軟な対応を
行えるよう検討してまいります。

　

281102008
28年

11月2日
28年

12月6日
29年

1月31日

災害時におけ
る事業用車両
の融通使用

大規模災害時、当該地域の配送業務に従事している配送会社では、登録乗務員が被災し、業務が
困難な状況が想定される（先般の熊本地震で前述事態発生）。被災地において、安定的な商品供給
を実施したいが、法規制（貨物自動車運送事業法）により、緑ナンバーの車両は事業者毎に登録され
ており、その事業者に選任された乗務員以外の運転が認められていない。
したがって、他の配送会社からの応援者などによる当該被災地域配送会社所有の事業用車両の運
行を許可いただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

一般貨物自動車運送事業を行う場合、基本的には営業所毎に配置さ
れた使用権原を有する事業用自動車を用いる必要があります。

貨物自動車運送
事業法

その他

貨物自動車運送事業者には安全の担保の観点から自己の運転者及び車両に係る運行管理及
び車両管理が義務付けられており、自社の選任運転者以外の運転者を使用することは原則認
めておりませんが、大規模災害等が発生した際には、被害の状況及び具体のニーズを踏まえ、
輸送の安全を確保することを前提に、応援者などによる当該被災地域配送会社所有の事業用
自動車の運行について、個別に迅速かつ柔軟な対応を行えるよう検討してまいります。

　

281102011
28年

11月2日
28年

11月16日
29年

1月31日

車両乗入れ
幅のエリア格
差の是正、緩
和

店舗への進入口である乗り入れの申請において、担当者の判断に格差があり不公平感がある。
コンビニエンスストアに商品などを配送する車両は2ｔ～8ｔトラック、お客様の来店についても大型車（2
ｔ～11ｔ）の来店がある中、乗入れ幅が6.0ｍしか取れていない店舗が多く入退出時に接触事故が発生
している。
安全面などを考慮し、乗り入れ幅の拡大を検討いただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

道路管理者以外の者が、道路に関する工事又は道路の維持を行う場
合には、道路管理者の承認を受けて行うことができます。

道路法第24条
現行制度
下で対応
可能

　道路法第24条に基づく道路管理者以外の者の行う工事（以下「承認工事」という。）は、道路
管理者の承認を受けて行うことが必要であり、国土交通省においては、承認をするか否かを判
断する際の一般的な基準（案）として、「道路法第24条の承認及び第91条第１項の許可に係る
審査基準について」（平成６年９月30日付け建設省道政発第49号道路局長通達）を示している
ところです。
　車両乗り入れ幅については、道路構造、歩行者の安全、沿道施設への車両の出入りの円滑
等のバランスを考慮しながら、個別具体の箇所の幅の大きさを決定する必要があることから、
同通達本文においては、｢地方の特殊性、工事の態様等に応じて、本基準と異なった基準を定
めることは差し支えないもの｣としているところです。具体的な事案については、担当している道
路管理者にお問い合わせください。

　

281102012
28年

11月2日
29年

1月16日
29年

5月31日

縁石の車道
等に対する高
さの引き下げ
が適用される
条件の緩和

【具体的内容】都市計画法における開発許可申請時の開発協議において、店舗側で歩行者の通行に
おける安全性を確保する措置を講じることなどを条件に、縁石の車道等に対する高さの引き下げが
認められる対象を拡大すべきである。

【提案理由】都市計画法における開発許可申請時の開発協議（店舗配置時の協議）において、歩道
に設ける縁石（車道と歩道の境界を示すものとして歩道の接線に設置）、内縁石（歩道と店舗敷地の
境界を示すものとして店舗敷地内に設置）、ガードパイプについて指導が入ります。
　「歩道の一般的構造に関する基準」において、「歩行者の安全な通行を確保するため15センチメート
ル以上とし、交通安全対策上必要な場合や、橋又はトンネルの区間において当該構造物を保全する
ために必要な場合には25センチメートルまで高くすることができる。なお、植樹帯、並木又はさくが連
続しているなど、歩行者の安全な通行が確保されている場合であって、雨水等の適切な排水が確保
できる場合には、必要に応じ５センチメートルまで低くすることができる」ことになっている。
内縁石の高さについては、15㎝～20㎝の高さの指導が大半な状況であり、エリアにより内縁石の高
さを5㎝に了解いただける県、各自治体もありますが、道路管理者から指導を受けることもあります。
　こうした中、高齢者や子供が縁石や敷地を囲う内縁石に躓いて転倒する事故が後を立たず、身体
障害者や高齢者にとって移動上の障害物になっている面もある。今後ますます増加する高齢者をは
じめ、歩行者の通行における安全確保を図るうえで、上述の弊害をなくすべく、縁石の設置基準の緩
和を検討する必要もあると思われる。
　例えば、すでにいくつかの道路管理者（自治体等）の判断で運用されているように、歩行者の通行
における安全面も考慮し、乗入れ口から５メートル外した場所へのガードパイプの設置を、縁石や内
縁石の高さを５センチメートルまで低くすることが認められる条件として明示することも一案である。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

　都市計画法第３２条第１項により、開発許可を申請しようとする者は、
あらかじめ、開発行為に関係がある公共施設の管理者と協議し、その
同意を得なければならなりません。

　歩道と車道を分離するための縁石は、車両との明確な分離、車両の
車道外への逸脱防止、降雨時に車道の雨水が沿道民地へ流入するこ
との防止を図る必要性など、安全性・管理上の観点から、設ける縁石
の車道等に対する高さを１５ｃｍ以上とし、当該歩道等の構造及び交通
状況、沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるものとしています。

都市計画法第３２
条

移動等円滑化の
ために必要な道
路の構造に関す
る基準を定める
省令第７条の２

現行制度
下で対応
可能

【都市計画法における開発許可申請時の開発協議における、内縁石についての提案者の提案
内容への回答】
　開発行為の円滑な施行、公共施設の管理の適正性を確保するため、都市計画法第３２条第１
項により、開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある既設の公共
施設の管理者と協議し、その同意を得なければならない旨規定されています。

【歩道上の縁石についての提案者の提案内容への回答】
　縁石の歩道等に対する高さについては、都道府県道・市町村道の各道路管理者が「移動等
円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令」を参酌し、地域状況に応じて
柔軟に条例で定めることとしております。

△



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281102014
28年

11月2日
28年

11月16日
29年

1月31日

国道切り下げ
工事審査基
準の緩和

道路法２４条において、国道の乗り入れ箇所は原則として１箇所となっている点について基準緩和し
ていただきたい。
国道沿いの店舗においては法定速度も高いケースや、店舗間口も広いケースが多い。また、進入口
が１箇所の場合、回遊性が悪く、お客様にとっても使い勝手が悪いケースが多く存在している。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

国土交
通省

道路管理者以外の者が、道路に関する工事又は道路の維持を行う場
合には、道路管理者の承認を受けて行うことができます。

道路法第24条
現行制度
下で対応
可能

　道路法第24条に基づく道路管理者以外の者の行う工事（以下「承認工事」という。）は、道路
管理者の承認を受けて行うことが必要であり、国土交通省においては、承認をするか否かを判
断する際の一般的な基準（案）として、「道路法第24条の承認及び第91条第１項の許可に係る
審査基準について」（平成６年９月30日付け建設省道政発第49号道路局長通達）を示している
ところです。
　同通達本文に記述されているとおり、「地方の特殊性、工事の態様等に応じて、本基準と異
なった基準を定めることは差し支えないもの」であり、承認工事の審査にあたっては、各道路管
理者が、歩行者の安全、沿道施設への車両の出入りの円滑等のバランスを考慮しながら、個
別具体の箇所に応じて対応しているため、具体的な事案については、担当している道路管理者
にお問い合わせください。

　

281104001
28年

11月4日
28年

11月16日
29年

2月28日

建築基準法
における１メ
ガパスカル未
満の水素ガス
貯蔵量制限
の緩和

281104003
28年

11月4日
28年

12月6日
29年

2月15日

洋上風力発
電事業を目的
とする一般海
域の長期占
用に関するガ
イドライン整
備

－ その他

経済産業省は、平成２８年度中に、ルールが明確化されておらず事例も少ない一般海域におけ
る洋上風力発電設備の設置に係る利用調整について、「地方自治体による取組事例や環境省
及び当省の実証事業における事例のとりまとめを行い、ガイドを作成して発電事業者に周知す
る」こととしております（第４回再生可能エネルギー等関係府省庁連絡会議資料１より）　。

また、更なる洋上風力発電設備の設置に係る調整の円滑化に向けて、内閣官房総合海洋政
策本部事務局は、関係府省庁と連携し、平成２８年度から一般海域の利用調整の実態や利用
条件について調査を行い、ルール化の必要性を検討することとしております。

△

建築基準法第48
条、同法施行令
第116条、第130
条の9

現行制度
下で対応
可能

　建築基準法第48条の用途規制は、市街地の環境を保全するための制限であり、それぞれの
用途地域の目的に応じて、建築できる建築物の種類や規模が定められています。
　水素ガス等の危険物を貯蔵又は処理に供する建築物についても、用途地域ごとに当該危険
物の貯蔵量を定めて制限しており、防火等の観点から一律に緩和することは困難です。なお、
圧縮ガスである場合については、高圧ガス保安法等で安全規制が設けられているため、一般
の可燃性ガスの貯蔵又は処理に供する建築物よりも緩和した措置となっています。
　ただし、以下の場合には、定められた危険物の貯蔵量を超えるものについても建築すること
が可能です。
・地方公共団体が、土地利用の動向を勘案し、土地利用計画の実現を図るため適切な用途地
域へ変更する場合
・特別用途地区や地区計画等を活用して、条例により建築物の用途規制の緩和を定めた場合
・特定行政庁が、市街地における環境を害するおそれがない等と認めて許可した場合

　

【具体的内容】
　洋上風力発電施設を設置する目的で事業者が一般海域の長期間にわたる占用を求めた際、地方
自治体が許可を与えるにあたり参考となるガイドラインを整備すべきである。

【提案理由】
　洋上風力発電施設の設置海域としては、港湾等のほか、一般海域がある。一般海域は、国有財産
法が適用される公共用財産であり、財物管理が地方自治体に委ねられている状況にある。そのため
各地方自治体では、任意に条例を制定して一般海域の占用許可を行っているが、占用許可が得られ
る期間は、概ね1～5年間程度が原則とされている。
　例えば浮体式洋上風力発電事業を実施する場合、FIT期間20年＋建設2年＋撤去0.5年と、長期に
わたる海域の占用が必要となる。短期間の占用許可しか得られない現状では、事業の予見可能性
が確保できないため、資金調達に支障を来している。

　そこで、洋上風力発電事業を目的として事業者が一般海域の長期間（20年間超）にわたる占用を求
めた際、各市町村等が許可を与えるにあたって確認すべき事項等を国が取りまとめ、ガイドラインとし
て周知し、これに合致する場合には積極的に占用を許可するよう自治体に配慮を求めるべきである。
併せて、一般海域の占用許可手続きが未整備の自治体に対しては、制度整備を呼びかけるべきで
ある。
　ガイドラインが整備されれば、「海洋基本計画」（2013年4月26日閣議決定）に盛り込まれた海洋再
生可能エネルギーの利用促進、およびそのための海域利用ルールの明確化、地域ごとの状況に応
じた海域利用の調整にも資すると考えられる。

　本要望が実現し自治体の対応が進めば、洋上風力発電の導入が拡大し、わが国の低炭素電源比
率が向上する。また、浮体式洋上風力発電に限っても、50兆円規模の経済効果（浮体式洋上風力発
電施設１基50億円×100基×100カ所＝50兆円）をもたらすと見込まれる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

内閣官
房
農林水
産省
経済産
業省
国土交
通省
環境省

洋上風力発電施設を設置する目的で事業者が一般海域の長期間にわ
たる占用を行う場合における法令などのルールはございません。

【具体的内容】
　1メガパスカル未満の圧力で貯蔵される水素ガスについて、建築基準法上「危険物の貯蔵又は処理
に供する建築物」とみなす貯蔵量を、圧縮ガスと同等の水準（準住居地域：350立方メートル、商業地
域：700立方メートル、準工業地域：3500立方メートル）とすべきである。

【提案理由】
　　1メガパスカル未満の圧力の水素ガスが、一般的に建築基準法上の「可燃性ガス」として扱われる
一方、1メガパスカル以上の圧力の水素ガスは同法上の「圧縮ガス」として扱われている。なお、昭和
28年5月2日国交省住指発162号に基づき、「圧縮ガス」は「可燃性ガス」とはみなされないこととなって
いる。
　また、建築基準法施行令において、「可燃性ガス」は「圧縮ガス」の10分の1の貯蔵量で、都市計画
区域内での建設が制限される「危険物の貯蔵又は処理に供する建築物」と判断すると定められてい
る。

　今後、1メガパスカル未満の水素ガスを利用する燃料電池により電気や温水を供給するシステム
が、マンションや商業施設等に導入されることが期待される。しかしながら、1メガパスカル未満の水
素ガスが「可燃性ガス」として貯蔵量を制限されることで、準住居地域や商業地域に立地する建築物
には十分な量の水素ガスを貯蔵しておけない事態が想定される。
　そこで、1メガパスカル未満の水素ガスについても、1メガパスカル以上のもの同様、「危険物の貯蔵
又は処理に供する建築物」とみなす貯蔵量の基準を、「圧縮ガス」並みとしていただきたい。
　基本的性状が同一である1メガパスカル以上の水素ガスの貯蔵について、現行制度上特段の問題
は発生していないことから、本要望のような規制緩和を実施しても、直ちに安全性が大きく低下するこ
とはないと考えられる。

　本要望に沿った規制緩和が実現すれば、水素ガスを利用したシステムが住宅や商業施設にも普及
していき、水素社会の実現を促進することが期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築基準法第48条の用途規制により、危険物の貯蔵又は処理に供
する建築物は、各用途地域ごとに危険物の数量に応じて立地が制限さ
れます。
　ただし、特別用途地区や地区計画の活用、特定行政庁が同法第48条
の特例許可をすることにより、用途地域ごとに規制される数量を超える
危険物の貯蔵又は処理に供する建築物を建築することが可能です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

　281104013
28年

11月4日
28年

11月16日
29年

2月28日

外気冷房機
能を有する空
調設備設置
部分床面積
の容積率特
例対象化

281104022
28年

11月4日
28年

11月16日
28年

11月30日

市街化調整
区域における
給油所出店
規制の運用
改善

【具体的内容】
　都市計画法第34条第九号および同法施行令第29条の7（以下、関係法令）に基づく市街化調整区
域への給油所の出店に際して、同法の運用を担う地方自治体が、実態に即さない過小な敷地面積上
限規制を設定しているために、給油所出店が不可能となる場合がある。
開発許可運用指針の改定等により、関係法令の目的に合致しない一律の面積上限規制が行われな
いよう、地方自治体に対して周知すべきである。

【提案理由】
(a) 規制の現状
　市街化調整区域における開発行為は、都市計画法第34条各号の基準に該当する場合に限定され
る。給油所（SS）の出店については、同条第九号および同法施行令第29条の7により、道路の円滑な
交通を確保するために適切な位置に設けられる給油所等に該当すると許可者（都道府県知事等）が
判断した場合に、開発（出店）が認められる。これら関係法令の運用を担う地方自治体は、一般的
に、国の開発許可運用指針等に基づき第34条各号の具体的な判断基準を定めている。
　地方自治体は、市街化調整区域における開発行為について、独自に開発面積の上限規制を設定
している場合がある。一部自治体においては、開発上限面積が、最近のセルフサービスSSに一般的
に求められる面積に比べて小さく設定されており、実質的に市街化調整区域へのSSの出店が認めら
れない事例がある。

(b)要望理由
　法第34条第九号による市街化調整区域へのSSの出店は、同法施行令第29条の7が定める「道路
の円滑な交通を確保する」という目的および「適切な位置に設けられる」という基準への適合を前提
に、各都市の特性を踏まえ、都市政策の観点から判断されるべきものである。敷地面積上限規制を
もって一律にSSの出店可否を判断することは、却ってSSの集約やリプレースを妨げるおそれがあり、
結果として都市インフラの無秩序な拡散や老朽化を招きかねず、法の趣旨に合致しない。
　そのため、開発許可運用指針の改定等により、地方自治体が実態に即さない一律の面積上限規制
を行わないよう、周知していただきたい。

(c)要望が実現した場合の効果
　SSの出店が円滑化することにより、法第34条第九号及び関係法令の目指す道路の円滑な交通の
確保の実現に加え、リプレースや集約化を通じたSSの老朽対策、周辺地域の燃料供給インフラ維持
等の効果が期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域であることから、開発許
可制度において、許可できる開発行為は都市計画法第３４条各号に規
定する立地基準のいずれかに該当するものに限定されています。
　市街化調整区域内のガソリンスタンドの出店については、道路の円
滑な交通を確保するために適切な位置に設けられる給油所等のため
の開発行為（都市計画法第３４条第９号、同法施行令第２９条の７）に
該当すると開発許可権者（都道府県知事等）において判断されれば、
許可されることとなります。

都市計画法第３４
条第９号、都市計
画法施行令第２９
条の７

現行制度
下で対応
可能

　都市計画法第３４条第９号及び同法施行令第２９条の７は、給油所等の施設を適切な位置に
配置することにより、道路の円滑な交通を確保することを趣旨としています。
　市街化調整区域における給油所のための開発行為については、自治体において市街化調整
区域の態様や他の沿道サービス施設の立地等を勘案し、適切に判断した上で独自に開発面積
の上限規制を設定しているものと考えます。

△

【具体的内容】
　外気冷房機能を有する空調設備を、建築物省エネ法上の容積率特例の対象設備とすべきである。

【提案理由】
　建築物省エネ法上、省エネ性能向上のための設備は、通常の建築物の床面積を超える部分につ
いて、容積率の計算から除いてよいこととされている（最大で建築物の延べ面積の10％まで不算入と
できる）。
　上記容積率特例が適用される設備は、国交省告示272号（H28.2.1）において具体的に定められてお
り、コージェネレーション設備等、7種類の設備が列挙されている。
　現状、「外気冷房機能を有する空調設備」は容積率特例の対象設備に含まれていない。

　外気冷房機能を有する空調設備は、通常の空調設備に比して広い占有面積を要する。
　例えば空調面積330平方メートルに対して試算を行うと、外気冷房機能を有しない通常の空調設備
の占有面積は0～4.3平方メートル程度（設備種類によって異なる）であるところ、外気冷房機能を有す
る空調設備の占有面積は11.6平方メートル程度（外気取り入れダクトを含む）となる。
　そのため、外気冷房機能を有する空調設備が容積率特例の対象となることで、省エネに貢献する
同設備の導入が促進されると考えられる。

　従来、建物における冷暖房機能の省エネ性能向上は、冷温熱生成を行う熱源設備単体の高効率
化という形で進められてきた。しかし、冷温熱を利用する側である空調設備を外気冷房機能を有する
ものにすることで、そもそも空調に必要となる冷温熱の総量（絶対量）を低減させ、これまで以上のエ
ネルギー消費量削減を実現できる。
　外気冷房機能を有する空調設備は、冷涼な外気を活用することにより、中間期・冬期に熱源自体を
停止することができる。この導入が進めば、年間を通した建物の熱源エネルギー消費量を40％削減
することも可能である。
　同設備の導入が促進されることは、地球温暖化対策の観点から実現が急務となっている民生部門
における省エネに貢献すると期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（省エネ基準の水準を超
える誘導基準等に適合する旨の認定）を受けた建築物は、建築基準法
（昭和25年法律第201号）第52条等に規定する建築物の容積率の算定
の基礎となる延べ面積には、延べ面積の1/10を上限として、誘導基準
に適合させるための措置をとることにより通常の建築物の床面積を超
える部分の床面積を算入しないこととされています。
　通常の建築物の床面積を超える部分としては、以下の設備を設ける
部分であることが規定されており、ご提案の「外気冷房機能を有する空
気調和設備」は、これらの設備に該当するものではありません。
①太陽熱集熱設備、太陽光発電設備その他再生可能エネルギー源を
利用する設備であってエネルギー消費性能の向上に資するもの
②燃料電池設備
③コージェネレーション設備
④地域熱供給設備
⑤蓄熱設備
⑥蓄電池（床に据え付けるものであって、再生可能エネルギー発電設
備と連系するものに限る）。
⑦全熱交換器

建築物のエネル
ギー消費性能の
向上に関する法
律第35条、建築
物のエネルギー
消費性能の向上
に関する法律施
行令第3条、平成
28年国土交通省
告示第272号

対応不可

　建築物省エネ法における容積率特例は、誘導基準に適合させるための措置をとることにより
「通常の建築物の床面積を超えることとなる部分」を不算入とするものです。このため、通常用
いられる空気調和設備等の設備に加えて、エネルギー消費性能を向上させるために追加的に
設置する設備を本特例の対象設備としているところです。
　外気冷房機能を有する空気調和設備は、ご提案のとおり建築物のエネルギー消費性能を向
上させる設備ではありますが、通常設置される空気調和設備に追加的な設備を設置せずとも、
単に外気冷房制御を追加すること等によっても導入が可能であり、当該設備を設置する部分は
「通常の建築物の床面積を超えることとなる部分」とは必ずしも言えないため特例の対象外とし
ています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281107013
28年

11月7日
28年

12月6日
29年

1月31日

自動車検査
証記載のＱＲ
コード対象項
目の拡大

【具体的内容】
 現在、自動車検査証（※）の記載項目はＱＲコードとしてデータ化され、民間の事業会社にも利用さ
れているが、データ化されている項目が一部に限られているため、全ての記載内容をデータ化したう
えで、民間の事業会社による利用を開放すること（自動車検査証記載全情報の把握）を要望する。
（※）登録車および軽自動車で名称の異なるもの全てを対象とする。

【提案理由】
(a)自動車検査証に記載のＱＲコードから取得できる項目データは車検満了日、型式、初度登録年
月、登録番号、車台番号等の一部に限られており、所有者の氏名又は名称、所有者の住所、使用者
の氏名又は名称、使用者の住所など個人情報を含む項目は暗号化されている。

(b)取得・利用できる対象項目を拡大することにより、民間の事業会社の利便性がより高まると考えら
れるため。

(c)保険会社においては、自動車検査証に記載のＱＲコードの読み取りによって保険契約に必要な
データを正確かつ迅速に収集することが可能となり、例えば車両所有者の情報を取得できるようにな
れば、自動車保険の車両入替（保険対象自動車の変更）の手続きを行う際に、保険契約者から車検
証を提出いただく実務を削減することができるなど、お客さまの利便性向上に寄与するものと考えら
れる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

自動車検査証の二次元コードについては、運輸支局等における自動車
検査登録業務の効率かつ円滑な実施のため、必要な事項に絞って自
動車検査証の枠外に記載しているものです。なお、この二次元コード
は、道路運送車両法（以下「法」という。）第５８条第２項に規定する自動
車検査証の記載事項ではないため、自動車の登録及び検査に関する
申請書等の様式等を定める省令で定めておりません（規制はない）。

－ 対応不可

自動車検査証の余白部は限られており、かつ、一つの二次元コードに格納できる文字数は技
術的に限られていることから、現在、自動車検査証に記載している二次元コードは、自動車検
査登録業務の効率かつ円滑な実施に資する情報に限定しております。
このため、全ての記載内容を二次元コードでデータ化することは物理的に困難であります。
なお、暗号化されているコードは偽造防止コードであり、自動車検査証の記載内容が格納され
ているわけではありません。

　

281107018
28年

11月7日
28年

12月6日
29年

2月28日

屋内測位等を
行うための機
器の設置に
係る道路占有
許可の改善

【具体的内容】
　歩行者の駅の地下等での移動円滑化を行うためには、現在地を特定して情報提示（歩行者ナビ
ゲーション等）を行う必要があるが、道路の下の地下通路へ屋内測位用機器（BLEビーコン等）を設置
する際には道路占有許可申請および占有料の支払いが必要であり、機器設置事業者の負担となっ
ている。
　そのため、道路占有許可の改善をお願いしたい。具体的には、道路占有料の算定の際の占有面積
の考え方の整理（最小面積の低減）、障がい者・高齢者の移動円滑化（アクセシビリティ／バリアフ
リー）等の特定目的における減免等の検討をお願いしたい。

【提案理由】
(a)道路管理者は道路の占用につき占用料を徴収することができる。道路占有における占有料は政
令、地方公共団体の条例で定められている。
占有料の額＝道路価格×使用料率×占用面積（×修正率）

(b)訪日外国人の増加や超高齢化が進む日本において、駅や街での移動の円滑化が非常に重要に
なっている。移動の円滑化においては、歩行者への適切な情報提示が必要である。歩行者への情報
の提示（歩行者ナビゲーション等）においては、移動者が自分の位置を把握すること（測位）が重要と
なるが、駅等の地下街では地上で使われているGPSの電波が届かないため、別に電波を発する屋内
測位用機器（BLEビーコン等）を設置をすることが行われつつある。しかしながら、道路下の地下通路
に屋内測位用機器を設置する際に必要となる道路占有許可における道路占有料の算定において、
占有面積の最低面積が１平方メートル程度である場合があり、数ｃｍ四方程度のスペースしか必要と
しない屋内測位用機器の設置面積とはマッチしていないために占有料が高額になっている状況にあ
る。

また、曲がり角などについては、従来の「注意」を示す点字ブロックと同様、歩行者に注意喚起を促す
屋内測位用機器を設置するケースがあるが、これら障がい者や高齢者の移動円滑化等の特定目的
に資するものについては、普及促進を目的として占有料を減免いただきたい。

(c)屋内測位等を行うための機器の設置に係る道路占有許可の改善により、都市の駅等の複雑な地
下街において、屋内測位用機器の設置が進み、訪日外国人や障がい者・高齢者の移動円滑化（アク
セシビリティ／バリアフリー）のための情報の提示（歩行者ナビゲーション等）が推進される。あわせ
て、移動円滑化だけでなく、インフラ設備等のセンシング管理（IoT）や、移動ロボット（電動車椅子、ド
ローン等）の自動制御等の多様な産業の進展が期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

一般の自由な通行を本来の目的とする道路に工作物等を設けて継続
して道路を使用することは、多少なりとも通行の支障になり得ることか
ら、道路の本来目的との調整を図るため、道路管理者の許可を受けな
ければならないこととしています。また、道路管理者は、道路の占用に
つき占用料を徴収することができるとされています。

道路法第32条、
道路法第39条

対応不可

道路の占用許可に当たっては、占用の場所、工作物等の構造、工事の実施方法、工事の時
期、道路の復旧方法等を確認し、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがなく、道路の本来
的機能を阻害するものでないかを確認する必要があることから、これらを詳細に把握している
道路管理者が判断する必要があります。
占用料の額については、道路管理者である地方公共団体の条例（指定区間内の国道にあって
は、政令）で定めていますが、政令における占用料の額については、占用件数が膨大なものの
うち占用面積の類型化が可能なものについては、当該物件の典型的なサイズを基に占用面積
を定め、１個（１本）当たりの占用料を算出しています。それ以外のものについては、１平方メー
トル当たりの占用料を算出しています。御指摘の屋内測位用機器について別途標準的な面積
を設定するべきか否かについては、当該機器の設置状況のほか、類似の占用物件に関する技
術開発の状況や普及の程度等を踏まえる必要があり、慎重な検討が必要となるため、ただち
に措置することは困難です。また、道路占用料の減免措置を行うかどうかは、直轄国道におい
ては、占用物件の目的、性質、構造等を勘案して総合的に判断しているところであり、それらを
具体的にお示しいただいた上で、必要に応じて検討することとなりますが、直轄国道における
PHS無線基地局その他これらに類する小型の無線基地局の占用料については、基地局１基当
たり政令で定める額の70%を減額しています。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

道路法第32条、
道路法第39条

対応不可

道路の占用許可に当たっては、占用の場所、工作物等の構造、工事の実施方法、工事の時
期、道路の復旧方法等を確認し、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがなく、道路の本来
的機能を阻害するものでないかを確認する必要があることから、これらを詳細に把握している
道路管理者が判断する必要があります。
なお、道路占用料の減免措置を行うかどうかは、直轄国道においては、占用物件の目的、性
質、構造等を勘案して総合的に判断しているところであり、それらを具体的にお示しいただいた
上で、必要に応じて検討することとなりますが、直轄国道におけるPHS無線基地局その他これ
らに類する小型の無線基地局の占用料については、基地局１基当たり政令で定める額の70%を
減額しています。

　281107019
28年

11月7日
28年

12月6日
29年

2月28日

地下街におけ
る屋内測位イ
ンフラ設置に
係る道路占用
許可の規制
改革

【具体的内容】
　屋内測位インフラは、WiFi、BLE（Bluetooth Low-Energy）等の無線機器を活用したものを中心に、現
在技術開発と実用化の検討が進められている。一方、地下街は道路空間下である場合が多く、設置
にあたっては道路占用許可が必要になる。特に本件は今までの道路法が想定していなかった新種の
情報インフラだが、その活用は災害時の避難誘導システム等公共的スタンスで有意義な機能を兼ね
備えている。しかし、道路占用許可協議と道路占用料の支払いが生じることで、普及が阻害されるこ
とが懸念される。屋内測位インフラの本格普及が始まろうとしている現段階において、道路占用料の
支払い減免や道路管理者への占用許可申請の免除を要望する。

【提案理由】
(a)規制の現状
現法では、地下街に屋内測位インフラを設置する場合、道路法第32条に基づき、道路管理者に対す
る占用許可の協議、及び第39条に基づく占用料の支払いが必要になる。しかし、屋内測位インフラ
は、平常時と災害時のシームレスな活用が期待できるものであり、特に災害時には地下街での避難
誘導システムとして、その有効性は検証済みである（後述の平成26-27年度の総務省G空間シティ構
築事業の実証実験での成果を参照）。しかし、測位インフラは、現行道路法で想定外のものであり、
道路占用料の支払いが義務化されることで、その普及が阻害されることが懸念される。

(b)要望の理由
平成26年～27年、総務省・G空間シティ構築事業において、大阪うめだ地区の地下街で屋内測位イン
フラを活用した地下街災害時の避難誘導システムの実証実験を行った。その結果、避難者の迅速な
避難誘導と地下街施設管理者の救護支援活動において、その有効性が示されたものの、現行法に
基づく、道路管理者との設置に係る協議、及び道路占用料の支払いが必要となっており、これが地下
街会社の負担になっている。一方で、全国の地下街会社の経営状況は何れも厳しく、また当該サー
ビスの実施が想定される情報サービス会社も占用料支払い負担のもとではビジネス性が厳しい状況
にある。何よりも、屋内測位システムの避難誘導システムとしての活用は、公益性が高いものであり、
昨今の首都直下型地震等の災害対策の視点でも大変有効な仕組みであることから、その普及展開
のためにも規制改革を要望する。

(c)要望が実現した場合の効果
全国の地下街会社において、屋内測位システムを活用した防災システムの導入が進むことが期待さ
れる。また、屋内測位システムには、平常時の商業活性化機能も期待できることから、地下街の安全
性確保のみならず、地下街の活性化と経営状況改善に貢献することが期待される。また、自民党G空
間特別委員会も推進している、2020年東京五輪時の我が国の先端技術のショーケースとして、屋内
測位システムの有効性をアピールし、関連産業の活性化が期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

一般の自由な通行を本来の目的とする道路に工作物等を設けて継続
して道路を使用することは、多少なりとも通行の支障になり得ることか
ら、道路の本来目的との調整を図るため、道路管理者の許可を受けな
ければならないこととしています。また、道路管理者は、道路の占用に
つき占用料を徴収することができるとされています。

　281107020
28年

11月7日
28年

12月6日
29年

1月31日

空き家の流通
促進を目的と
した不動産低
価格物件の
仲介手数料
の上限額の
規制緩和

【提案】
不動産仲介手数料の低価格帯のみ上限額の増額変更（例として、３００万円以下の物件は、仲介手
数料の上限を一律１４万円とする、など。）して、空き家の流通を促進する。

【理由】
低価格物件の仲介手数料の上限額がとても低額に設定されている。たとえば50万円の家屋の仲介
手数料は2万5千円で、仲介業者は赤字になってしまうので、売り手と買い手が存在していても、仲介
をする事業者が現れず、物件が塩漬けになってしまっている。
国内には不動産事業者が多数存在し、専門事業者が採算の取れる妥当な報酬を得られるよう、法
（通達）規制を緩和すれば、市町村の空き家バンクなどの無駄な行政経費も節約でき、不動産事業者
の収益を得る機会が必ず増えることになる。
その結果、
１、処分に困っていた空き家の所有者が救われる。
２、不動産業界の総売り上げが増加する。
３、空き地、空き家が減り、国土の適正な土地利用、土地有効活用につながる。
という効果が見込める。
現行でも一部は、公認不動産コンサルティングマスターによる流通もおこなわれているが、数は圧倒
的に少なく、やはり、市中の不動産事業者が流通させなければ、空き家の増加は加速度的に増え続
けることになるであろう。
国交省では、既に仲介手数料の見直しは検討されていると思われるが、抜本的な見直しには時間が
かかり、その結果を待つ間にも空き家は増え続く。まずは、低価格帯の手数料のみ、早急に見直して
ほしい。
もし、仲介手数料を増額しても、条件が悪く、需要が全くない物件の売買は成立しないが、単に仲介
事業者の仲介手数料だけが原因で売買が成立しないものも多数存在するので、その分だけでも、多
額の行政コストを掛けず、売買を成立させることは、意義のあることである。デメリットはほとんどなく、
メリットが多い規制緩和であり、その実施によってどの程度の経済効果があるかの検証もほどほどに
省略して、早急に実施すべきと思う。

個人
国土交
通省

宅地建物取引業法第四十六条を受けた通達「宅地建物取引業者が宅
地又は建物の売買等に関して受けることができる報酬の額」（昭和45年
建設省告示第1552号） において、 報酬の額は、国土交通大臣の定め
るところによる。依頼者の一方につき、それぞれ、当該売買に係る代金
の額（･･･中略･･･）を次に掲げる金額に区分してそれぞれの金額に下
欄に掲げる割合を乗じて得た金額を合計した金額以内とする。

二百万円以下の金額は、百分の五・四。
二百万円を超え四百万円以下の金額は、百分の四・三二。
四百万円を超える金額は、百分の三・二四。

上記で告示しています。

宅地建物取引業
法第四十六条を
受けた通達「宅地
建物取引業者が
宅地又は建物の
売買等に関して
受けることができ
る報酬の額」（昭
和45年建設省告
示第1552号）

その他

宅地建物取引業者が不動産の売買等により受けることができる報酬については、「宅地建物取
引業者が宅地又は建物の売買等に関して受けることができる報酬の額（昭和４５年建設省告示
第１５５２号）」で規定しております。報酬の上限額の増額は、消費者の負担増につながるもの
でもあり、不動産取引全体に与える影響も大きいと考えられるため、慎重な検討が必要である
と考えます。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281108002
28年

11月8日
28年

12月6日
29年

1月31日

宅地建物取
引業法の重
要事項説明
の内容の増
加について

掲題の件、宅建業法についてもっとも重要とされる重要事項説明について。
業務として、今後増えていくことはあっても減ることはまず間違いなく無い業務です。
顧客にとって購入の判断材料となるものなので、内容が多いに越したことはなく、減らしてくれとはお
願いしません。
ですがせめて、重要事項の内容（公的な内容）を調べやすくしていただきたい。
いつぞやにあがっていた、空き家対策の「宅地建物取引士に対する職務上請求権の付与」ではあり
ませんが、今後業務が増えていくなら、なんらかの対処をしていただきたいと思います。
法的にも現状では無理だということは重々承知しております。「措置の分類」において、「対応不可」と
なるのもわかります。
ですが、そこを曲げてでも何とかしていただきたいからこそ、「お願い」をしているのです。
法的にも無理、制度的にも無理、歴史的にも無理、ですが、なんとかしていただきたくよろしくお願い
いたします。

個人
国土交
通省

宅地建物取引業法第三十五条において、宅地建物取引業者は、宅地
建物取引士をして、都市計画法、建築基準法その他の法令に基づく制
限で契約内容の別に応じて政令で定めるものに関する事項の概要等
について、書面を交付して説明をさせなければならないことと規定され
ています。

宅地建物取引業
法三十五条

その他

宅地建物取引業法第三十五条で規定している重要事項説明は、宅地建物取引についての経
験や知識の乏しい消費者が、契約対象物件や取引条件について十分理解しないままに契約を
締結し、後日、契約目的を達成できず不測の損害を被るといった状況を防ぐため、契約締結の
判断に重大な影響を与える事項について宅地建物取引士に説明させることを義務付けたもの
です。
このように重要事項説明は、宅地建物取引業者の業務の中でも極めて重要なものであるた
め、国としても、重要事項として説明すべきものについて新たに追加された場合には、その内容
について通知等により情報提供しており、今後とも宅地建物取引業者が円滑に業務を行えるよ
う、適切に対応してまいります。

　

281114002
28年

11月14日
28年

12月6日
29年

3月31日

建築基準法
における１メ
ガパスカル未
満の圧縮水
素ガスに関し
て

1メガパスカル未満の圧力で貯蔵した水素ガスを利用したシステムを建築基準法に係る建築物に導
入する事を検討した場合、建築基準法に上記に記載した水素ガスに関して定義等がございません。
１メガパスカル未満の水素ガスは建築基準法上の圧縮ガスに該当することをを明確化して頂きたく存
じます。

(a)規制の現状
建築基準法関連法規上に高圧ガス保安法適用外の圧縮ガス(1メガパスカル未満)に関する定義等が
ないため、1メガパスカル未満の圧縮水素ガスを圧縮ガスとしてみなして貯蔵量を算出してよいのか
不透明である。

(b)要望理由
建築基準法上の圧縮ガスに1メガパスカル未満の水素ガスが該当するという解釈の統一を図りたい。

(c)要望が実現した場合の効果
水素ガスを利用したシステムの利用普及・促進が期待できる。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

国土交
通省

高圧ガス保安法において、圧縮ガスについては特に定義がなく、高圧
ガスも圧縮ガスの一部として取り扱われており、建築基準法第116条に
ある「圧縮ガス」においても同様です。

（参考）
高圧ガス保安法
第二条  　この法律で「高圧ガス」とは、次の各号のいずれかに該当す
るものをいう。
一  　常用の温度において圧力（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）が一メ
ガパスカル以上となる圧縮ガスであつて現にその圧力が一メガパスカ
ル以上であるもの又は温度三十五度において圧力が一メガパスカル以
上となる圧縮ガス（圧縮アセチレンガスを除く。）

建築基準法施行
令第116条

現行制度
下で対応
可能

建築基準法施行令１１６条においては、支燃性及び不燃性のガスを対象から除外しています。
従って、圧縮ガスとして規制の対象となるものは、可燃性のガスのうち圧縮されたガス一般を想
定しており、圧縮された水素についても、これに当たると考えています。なお、高圧ガス保安法
等の安全規制の対象になっている圧縮ガスは、建築基準法施行令第１１６条においては、一般
の可燃性ガスに比べて、貯蔵量の上限を引き上げる緩和が図られている圧縮ガスに該当しま
す。

　

281114005
28年

11月14日
28年

12月6日
29年

1月31日

建設業法にお
ける経営業務
の管理責任
者　資格要件
の緩和

【内容】
建設業における下記「経営業務の管理責任者」としての経験年数に関する資格要件の緩和を要望す
る。

【理由】
建設業許可を取得・維持するための要件として「経営業務の管理責任者としての経験がある者を有し
ていること」とされている（建設業法 第7条第1号）。この要件は、建設業の経営が他の産業の経営と
は著しく異なった特徴を有しているため、建設業の経営業務について一定期間の経験を有した者が
最低 1人は必要とし、適正な建設業の経営を期待するところから定められている。その具体的要件は
以下のとおり。1.許可を受けようとする建設業に関し5年以上経営業務の管理責任者としての経験を
有していること。2.許可を受けようとする建設業以外の建設業に関し7年以上経営業務の管理責任者
としての経験を有していること。（その他の要件は、省略。）
上記「経営業務の管理責任者」とは、概ね法人の役員（取締役、執行役等）を指しており、同工事業
種で5年、異工事業種で7年の役員経験者でなければ資格要件を満たさず、後任が不在となった場合
は要件欠如で許可の取り消しとなる（建設業法 第29条第1項第1号）。
製造業者が一般産業機器等の製造・製作を請負う場合、機器の据付工事まで依頼されるケースが多
く、通常当該会社は「機械器具設置工事業」の許可を取得しているが、機械器具の種類によっては
「電気工事」、「管工事」、「電気通信工事」、「消防設備工事」等と重複するものもあり、それぞれの専
門工事業許可が必要となるが、新たにそれらの工事業許可を取得するためには、役員経験7年以上
の者が常勤として必要となり、非常にハードルが高いと考える。また、許可取得時に該当者がいて
も、その後任者には5年以上の役員経験が必要となり、こちらも建設業許可を維持する要件として決
して容易ではないところである。
当該要件を緩和することで以下の効果が期待される。1.従来事業から新事業への進出の推進、2.役
員の硬直化が解消され、世代交代、有能な若手の役員登用による企業成長性の助成

(一社)電
子情報
技術産
業協会

国土交
通省

許可を受けようとする者が法人である場合においては、その役員のうち
常勤であるものの一人が、個人である場合においてはその者又はその
支配人のうち一人が、許可を受けようとする建設業に関し五年以上経
営業務の管理責任者としての経験を有する者であることが必要です。

建設業法第７条
第１号、建設業法
第１５条第１号

検討に着
手

建設業は、一品ごとの受注生産、契約金額が多額、請負者が長期間瑕疵担保責任を負うとい
う、他の産業とは異なる特性を有していることから、その適正経営を確保するため、建設業の許
可に際し、建設業の経営業務について一定の経験を有する者を置くことを義務付けておりま
す。
経験年数については、平成27年6月に閣議決定された規制改革実施計画において、5年の経験
年数や、同等の能力を有する者の要件の経験年数について、一定程度短縮することの可能性
について検討し、平成28年度に結論・措置することとされております。
今後、同計画に基づき、検討をすすめてまいります。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

・航空法第59条並びに同規則第144条及び第144条の2により、航空機
には航空の安全のために必要な書類として、飛行規程、適切な航空
図、運航規程を備えつけることが規定されています。

・当該書類を、IPAD等により操縦室において電子的に表示する機器(以
下、EFB)で代える場合は、運航者は「EFBを使用する航空機運航の実
施承認基準（航空局安全部長通達）」に定められたEFBシステム要件を
満たすとともに、航空機乗組員等に対し使用手順・注意点等について
の訓練が必要となります。また、EFBが書類と同等以上の信頼性・利用
可能な環境であることなどを実証するため、一定期間の評価運用を行
う必要があり、当該評価運用にあたっては、EFBに不具合があった場合
に備え、書類の搭載を求めています。

・ただし、既に書類に代えてEFBを用いた運航を認められている者が、
新たな型式の航空機に同等の機能を有するEFBを用いて運航を行う場
合には、すでに実証された内容に基づき評価運用の全部又は一部を
省略できます。

民間事業者等が
行う書面の保存
等における情報
通信の技術の利
用に関する法律
第3条
国土交通省の所
管する法令に係
る民間事業者等
が行う書面の保
存等における情
報通信の技術の
利用に関する法
律施行規則第3
条
航空法第59条
航空法施行規則
第144条及び第
144条の2
ＥＦＢを使用する
航空機運航の実
施承認基準（平
成19年６月１日制
定・平成25年11
月15日一部改
正、サーキュラー
No.5-018）

現行制度
下で対応
可能

・搭載書類を備え付けずにEFBのみで運航を行おうとする場合には、対象となるEFBシステムが
搭載書類と同等以上に利用可能であり、高い信頼性を有すること等について、評価運用を通じ
て実証する必要があります。評価運用は、搭載書類が直ちに利用可能な状態で行われる必要
があります。

・一方で、現行の基準において、既に書類に代えてEFBを用いた運航を認められている者が、
当該EFBを新機材の運航に用いる場合には、他機材と同様の運用ができること等を検討の上、
評価運用の全部を省略することができます。

・また、既に書類に代えて用いているEFBと同等の機能を有するEFBについても、既存のEFBと
の差分を評価した上で、同等の安全性が確保できると判断される場合には、評価運用の全部
または一部を省略することができますので、まずはその仕様等について担当官と相談してくだ
さい。

281117022
28年

11月17日
29年

4月10日
29年

5月31日

航空整備士
資格試験にお
ける「基本技
術Ⅱ」の独立
した形での資
格の新設

【具体的内容】
　航空整備士資格試験課目の「基本技術Ⅱ」について、単体の資格として認められるよう、航空整備
士試験とは独立した形で別途、資格を新設すべきである。

【提案理由】
　一等航空整備士（以下、一整と略）及び二等航空整備士（以下、二整と略）の資格取得に際して、航
空整備士資格試験課目のひとつである「基本技術Ⅱ」の修了が必須となっている。
　近年は、一等航空運航整備士（以下、一運と略）及び二等航空運航整備士（以下、二運と略）取得
課程においても、本来求められている「基本技術Ⅰ」の内容を網羅し、かつそれを上回る内容のカリ
キュラムである「基本技術Ⅱ」を実施する養成機関が増えているが、一運・二運の資格を取得時に
は、「基本技術Ⅱ」の修了の有無を示す公的な実績が残らないため、一運・二運の資格取得だけでは
「基本技術Ⅱ」の履修の有無を判別することはできない。
　こうした中、航空業界では乗員のみならず整備士の不足も深刻な問題となっており、就職後の速や
かなライセンス取得が課題となっている。安全な航空運送を担保するうえでも人材不足への対応は急
務である。
　そこで、「基本技術Ⅱ」を独立した資格とすることにより、例えば、①企業内指定養成施設で学生の
訓練を受託できるようになる、②総合大学、理科系単科大学、工業高校、工業高等専門学校等が指
定養成施設として指定された場合には、航空会社からこれらの教育機関への訓練委託が可能とな
る、③専門学校で一運・二運取得課程に在籍した学生が「基本技術Ⅱ」を修了した場合は、入社後の
教育・審査を免除することが可能になることから、特定の学校や企業に捉われることなく、柔軟で効率
的な整備士養成体系の整備を期待できる。
　加えて、現行制度下では航空機製造に従事することを目指す者に「基本技術Ⅱ」の修了が義務付
けられていないが、そうした者への「基本技術Ⅱ」修得機会の拡充にも資すると考えられ、製造業も含
めた航空産業全体の品質の底上げにつながる。
　なお、「基本技術Ⅱ」はテクニカルスキルを学ぶ課目であり、機体システムと深く関連する内容では
ないため、他課目の知識の有無を強く問われることがなく、独立して履修することについて特段支障
はないと考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

経済産
業省
国土交
通省

平成18年に関係通達を制定し、航空運航整備士に係る技能証明課程
のうち、基本技術Ⅱに係る課程を別課程として設けることができること
としています。

航空法第29条、
航空従事者養成
施設指定申請・
審査要領（平成
12年10月11日付
空乗第1197号）、
専門学校等の航
空整備士養成機
関と航空会社等
が連携して行う教
育訓練方法に関
する基準（平成18
年6月21日付国
空乗第129号）

現行制度
下で対応
可能

　現在、既に航空運航整備士に係る技能証明課程のうち、基本技術Ⅱの課程を別課程として
設けることができることとしており、当該課程を修了した際には、基本技術Ⅱに係る課程を修了
した旨の修了証明書を指定養成施設から発行することが可能です。
　また、その後、航空会社等の指定養成施設において一等航空整備士等の技能証明課程に係
る教育訓練を受ける際、基本技術Ⅱに係る課程の修了証明書を有している場合は、整備の基
本技術に係る教育を一部省略することができることとしています。

 

281117020
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

4月28日

新機材におけ
るＥＦＢ評価
運用期間中
の紙媒体での
搭載書類の
免除

【具体的内容】
　新機材でＥＦＢ評価を実施する期間において、通常フライト時については、紙媒体による書類の搭載
を不要とすべきである。

【提案理由】
　航空法施行規則第144条の２第１項第２号、第３号又は第４号に掲げる書類（以下「搭載書類」とい
う。）を航空機に備え付けずに運航しようとする場合、６か月間の評価運用を行ったうえで申請を行
い、航空当局の承認を得る必要がある。この際、評価運用期間中は紙媒体による書類の搭載が求め
られている。
　他方で、近年設計・開発された航空機は、紙媒体による搭載書類の代わりに、電子媒体による搭載
書類の使用を前提とした設計となっており、今後わが国のエアラインに導入されるエアバス社Ａ350型
機の設計仕様も、紙媒体による書類の搭載を想定していないため、ＥＦＢの評価運用期間中に紙媒
体で搭載する書類の格納スペースが、操縦室内に装備されていない。仮に紙媒体による書類を搭載
しようとした場合、操縦室内に飛行中に紙媒体による書類を固定する対策を行うとともに新たに格納
スペースを装備するなど、書類の準備等に係る管理費用が追加で発生する可能性がある。また、紙
媒体による書類を搭載することで、機体重量が増加し、燃油費の負担増も考えられる。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281117028
28年

11月17日
29年

4月10日
29年

5月31日

センサーをは
じめとするＩＣ
Ｔ技術を活用
した舗装路点
検の実施促
進に向けた点
検ルールの
新設

【具体的内容】
　舗装路の点検において、例えば市販のカメラやセンサー等を活用するなど、簡便な方法による点検
のルールを新たに設けるべきである。

【提案理由】
　国土交通省が平成25年２月に、主として市町村が舗装路の総点検を実施する際の参考資料として
策定した「総点検実施要領（案）【舗装編】」では、路面性状の３要素、すなわち、「ひび割れ・わだち掘
れ・縦横凹凸（平坦性）」を高精度に同時測定することが求められている。
　しかし、同要領（案）に定められた技術基準を満たす点検には、実質的に１台１億円相当のＭＣＩ測
定車が必要となるため検査費用が高額となり、その結果、市町村を中心に財政が厳しい自治体で
は、点検そのものが実施されにくい状況となっている。
　近年、市販のカメラ、一般的なセンサー、さらにはコンピュータの画像解析に関する技術水準の向
上は目覚しく、建設業者や調査業者との共同実験でも現状業務に置き換えることが可能な水準に
至っているとの評価も得ており、一定程度のひび割れ、わだち掘れ、縦断凸凹、パッチング数を評価
するにあたって十分な能力を備えた機器を比較的安価に入手することが可能となっている。
　なお、同要領（案）では、「独自の要領等に基づく路面性状測定車等による路面性状調査を妨げるも
のではない」とされているが、適切な補修工事へ繋げるための最低限の精度、機能に関する基準等
が示されていないことから、同要領（案）に定められた高額な点検方法に則った形で点検を実施する
しかないのが実態である。そのため、検査の実施に意欲的な自治体であっても、財政上の理由によ
り、点検を断念せざるを得ない自治体があるとの指摘もあり、舗装路点検の実施そのものが普及して
いない要因のひとつとも考えられる。
　一般的なセンサー等を利用した検査であれば、点検費用の大幅な削減等、点検実施自治体の負担
軽減が図られるため、財政状況が厳しい市町村においても舗装路の点検を行いやすく、道路の劣化
による事故や災害の防止あるいは被害の軽減に資すると思料する。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　国土交通省では、平成25年2月に道路ストックの総点検の要領として
「総点検実施要領（案）【舗装編】」を策定し、道路利用者及び第三者被
害防止の観点から点検を実施してきました。
　その後、平成28年10月に、道路法施行令第35条の2第1項第二号の
規定に基づいて行う点検の要領として「舗装点検要領」を策定していま
す。

　「舗装点検要領」では、舗装種別毎の材料・構造等を考慮した点検の
方法等について定めており、各道路の特性等を踏まえ、道路管理者が
適切に管理基準を設定し、目視又は機器を用いた手法など道路管理
者が設定する適切な手法により舗装の状態を把握することとしていま
す。

道路法施行令
第35条の2第1項
第二号
舗装路点検要領
（平成28年10月
国土交通省道路
局）

現行制度
下で対応
可能

　平成28年10月に策定した「舗装点検要領」においては、道路管理者による管理基準や調査手
法の設定、技術開発を踏まえた点検方法の採用等について示しており、ご提案の内容は現行
制度下で対応可能と考えています。

 

航空法　第47条
第１項
航空法施行規則
第92条
空港運用業務指
針（平成17年９月
９日制定、国空用
第124号）

１．現行制
度下で対
応可能

２．検討に
着手

１．ご要望の内容は、空港間でのタイムリーな業務支援体制の構築だと考えておりますが、グラ
ンドハンドリング要員の空港間の円滑な人的支援を可能とするため、航空機整備やグランドハ
ンドリングの一時的な応援の場合は空港管理者による講習及び試験の両方を免除できるよう
昨年８月に基準を改正したところです。これにより、空港間におけるタイムリーな業務支援体制
の構築については、十分達成できるものと考えます。引き続き地方空港等の空港管理者に対し
本免除規定を盛り込むよう促進してまいります。
２．車両の運転資格要件について空港間で統一されていないというご指摘につきましては、資
格要件の統一及び緩和に向けて現在航空会社、グランドハンドリング事業者、空港管理者等と
共に検討しているところであり、今年度中に基準を改正する予定です。

　281117023
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

2月28日

空港の制限
区域内におけ
る車両運転許
可申請手続き
の見直し

【具体的内容】
　各空港の制限区域内における車両運転許可申請手続きにおいて、許可を受けるために修得すべき
内容を、全空港共通の規則に関するものと空港別に設定された許可要件に関するものに分けて整理
したうえで、前者については全国統一の免許制度として一本化すべきである。

【提案理由】
　現在、空港の制限区域内で車両を運転する場合は、走行を予定する空港毎に、当該空港管理者の
許可を要するとともに、許可にあたっては、空港管理者の定める講習及び試験を受け、これに合格す
ることが求められている。
　そのため、既にある空港で制限区域車両運転許可を受けている者が、これとは別の空港で応援業
務を行おうとする場合、原則として新たに当該空港での講習及び試験を受けて車両運転許可を取得
しなければならず、空港間におけるタイムリーな業務支援体制を構築する上で大きな障壁となってい
る。
　今般、「空港運用業務指針」の一部改正（平成28年8月19日、国空用第124号）において、航空機の
整備又はグランドハンドリングの臨時的な応援のため車両運転許可を受けようとする者に対して、当
該空港での講習及び試験を免除することができる旨の内容が盛り込まれたものの、各空港の規定改
定についてはそれぞれの空港管理者の判断に委ねられており、今後は各空港における早期の対応
が必要である。
　空港における地上取扱業務において、車両の運転を行う者を確保する必要性は恒常的に高いほ
か、近年は人材不足が深刻化する中、外国人観光客の訪日需要拡大に伴う国際チャーター便運航
の増加等に対応するために、空港間で相互に人的支援を行う体制の構築が不可欠となっており、空
港業務の更なる効率化がわが国観光産業にとって喫緊の課題となっている。
　例えば、航空機優先の考え方、誘導路を横断するサービスレーンをはじめとする空港内の車両通
行帯における標識の意味、航空機周辺での車両運転車両と航空機に関連する車両運転規則等、共
通規則に該当する部分について、全国の空港で共通の免許制度として一本化することにより、一旦
許可を取得した者が迅速に複数空港の制限区域内で車両を運転できるようになる。これにより、空港
間での業務支援体制の構築が容易になり、訪日外国人旅客の増加に伴う外国航空会社のチャー
ター便取り扱い業務受託や需要変化に対応した臨時便の運航等のより柔軟な実施に資すると考えら
れる。
　また、現行制度下でも空港内での車両運転に関する実技試験は行われていないため、空港別に設
定された許可要件に関する内容を効率よく修得しやすい環境整備の一環として、オンライン講習・オ
ンライン試験の導入や各事業者による教育訓練等の実施を認めることが望ましい。
　なお、制限区域内で運転できる車両の種類に関して、空港管理者は道路交通法の規定を準用し、
交付を受けた免許の種類に応じて運転することができる車両の種類を限定しているが、空港間で統
一されていない、との指摘もある。こうした運用がなされている理由は明らかではないが、免許の種
類に応じて運転できる車両の種類を空港間で統一することの是非については、空港間での業務支援
体制を強化する点でも重要であり、今後検討されるべき課題であることを付言する。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　空港の制限区域における車両運転許可に関しては、空港毎に空港管
理者が定める講習及び試験を受け、これに合格した者に限り車両運転
を許可することとなっています。
　また、「明日の日本を支える観光ビジョン」の一つの施策である「地方
空港のLCC・チャーター便の受入促進」の実現のため、グランドハンドリ
ング要員の空港間の円滑な応援が可能となるよう、ある空港の車両運
転許可を有している者が他の空港の航空機整備やグランドハンドリン
グの応援業務を行う場合は、空港管理者による講習及び試験の両方
を免除できる制度を昨年８月に導入したところであります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

現行制度
下で対応
可能

　駐車場は施設の規模が大きく、道路構造又は交通に与える影響が大きいことから、道路への
設置については場所を限定しておりますが、トンネルの上又は高架の道路の路面下等におい
ては占用許可により設置が可能です。また、対象車種が道路運送車両法第３条に規定する小
型自動車で二輪のもの等に限定されますが、車両を駐車させるため必要な車輪止め装置につ
いては、トンネルの上又は高架の道路の路面下等に限定せず占用許可により設置が可能で
す。
　なお、高架の道路の路面下に駐車場を設置する場合、合理的な利用の観点から継続して使
用するにふさわしいと認められるものについては、「道路の敷地外に余地がないためやむを得
ないもの」に限ることとする道路法第33条に規定する占用許可基準を適用しないこととしてお
り、道路管理上支障があると認められる場合を除き、当該高架下の占用を認めることとしており
ます。
  　また、乗り捨て（ワンウェイ）方式によりレンタカー型カーシェアリングを行う場合においては、
貸渡自動車の駐車場を配置事務所（貸渡自動車の貸渡又は返還が行われる事務所をいう。）
及び道路運送車両法第７条第１項第５号に定める当該自動車の「使用の本拠の位置」とするこ
とができるほか、保管場所法上の自動車の保管場所とすることもできます。

29年
3月31日

物流施設にお
ける駐車場・
車路等の容
積不算入面
積の上限の
引き上げ

【具体的内容】
　物流施設に限り、駐車場・車路等の容積対象床不算入面積の上限値を引き上げるべきである。

【提案理由】
　自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設の用途に供する部分
の床面積については、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計の５分の１を限度として容積対
象床面積に算入しないこととなっている。
　最新の物流施設においては、複数企業が利用できることを前提に、トラックが各階の倉庫部分（ト
ラックバース部分を含む）に接車できるよう、スロープ・ランプウェイといった傾斜路、及び車路が配置
されている事例が増えている。
　そのため、オフィス・住宅・商業施設等、他の不動産と比べて、物流施設は不算入対象面積の割合
が大きくなる傾向にならざるを得ず、現行の上限値が結果として対象敷地に対する最も有効な施設
計画を制限する与件となっているとの指摘もある。建物内をトラック等が自走することを前提とした施
設であるがゆえに、他の不動産と比べて容積対象床不算入面積が相対的に多くなるという、物流施
設の特殊性を考慮し、駐車場・車路等の容積対象床不算入面積の上限値を適切に見直す必要があ
ると考えられる。仮に延床面積の５分の１を超える場合は、施設整備事業者により車路の各階接続を
無くすなど、利用者側の効率性を低下させる施設計画に変更することもあり、政府が推進している物
流効率化の取組みとの両立を困難にしている。
　昨年度の省庁回答では、上限値の引き上げが困難な理由として、周辺市街地のインフラ負荷増大
の恐れが指摘されていたが、駐車場として整備する数が増えれば周辺待機する貨物車両の減少に
寄与できるなど、インフラ負荷の低減に資する面もあると考えられる。また、マンションは、一定の周
辺インフラへの影響を踏まえ、共用廊下やエントランスホール等が容積不算入となっており、効率性
の高い物流施設を整備する場合についても、同様の観点が考慮されたうえでの検討の深堀りがなさ
れるべきとの主張もある。
　要望が実現すれば、大規模な倉庫床面積を有する物流施設の開発、並びにより効率的な施設内計
画が可能となり、物流企業の移転集約や入居する複数企業の使い勝手向上、ひいては物流効率化
に資するものと期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

自動車車庫等部分の床面積は、建築物の各階の床面積の合計の５分
の１の面積を上限として、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入
しません。

建築基準法施行
令第2条第1項第
4号

現行制度
下で対応
可能

　建築基準法施行令第2条第1項第4号では延べ面積の算定方法を規定しており、容積率の算
定の基礎となる延べ面積には、建築物の各階の床面積の合計の5分の１まで自動車車庫等の
床面積は算入しないこととしていますが、これは周辺の待機車両の減少と当該建築物への車
両の出入りの増加とのバランスを勘案し、必要最低限の附属駐車場の確保を促進するために
設けられている特例措置です。
　ご指摘の物流施設については、容積率に不算入となる自動車車庫等の床面積の上限を緩和
することにより次のおそれがあることから、一律に緩和することは困難です。
・周辺の待機車両の減少よりも当該物流施設に出入りする搬送用車両等の発生交通量の増加
の影響が大きくなり、道路等の公共施設への負荷が増大しかねない
・建築物の形態が大きくなり、市街地環境に悪影響を及ぼしかねない
　ただし、総合設計制度を活用し、特定行政庁が許可した場合や再開発等促進区を定める地
区計画等の都市計画制度を活用する場合には、容積率を緩和することが可能です。

   一般の自由な通行を本来の目的とする道路に工作物等を設けて継
続して道路を使用することは、多少なりとも通行の支障になり得ること
から、設置することが可能な物件を限定し、道路の構造又は交通に支
障を及ぼすことがなく、道路の本来的機能を阻害するものでないかを道
路管理者が確認したものについては許可をできることとしております。
　また、自動車の保管場所の確保等に関する法律（以下「保管場所法」
という。）第３条の規定により、自動車の保有者は、道路上の場所以外
の場所において、当該自動車の保管場所を確保しなければならないこ
ととされております。

道路法第33条
保管場所法第３
条

281117030 △

　281117029
28年

11月17日
28年

12月6日

28年
11月17日

28年
12月6日

29年
7月20日

モビリティ・
シェアリング
に対する道路
空間の活用

【具体的内容】
　シェアリング用途に限っては、歩行者ならびに運転者の安全を確保する措置を講じ、既存道路空間
の体系を保全したうえで、道路空間をステーションとして利用することを認めるべきである。

【提案理由】
　現在、路上での車両の保管は禁止されており、法律で定められている駐車禁止区域の路上では、
警察官や駐車監視員が路上に放置車両と認めた車両に対し、放置違反金が発生する。
　現在実施されている超小型ＥＶのワンウェイ（乗捨て）シェアリングサービスの実証実験において
は、一般の時間貸し駐車場や施設内の駐車場を利用しているが、とりわけ都市部では既存の駐車場
だけでは不十分と言わざるを得ない状況にある。より充実した交通網の整備と公共交通との連携に
は、道路空間を活用した乗捨て場所（ステーション）の確保・充実が求められている。公共交通を補完
するサービスとして期待されているこのようなサービスにおいては、道路空間を含めたネットワークを
構築することが欠かせないが、道路空間の駐車場としての利用は短時間のパーキングメーターを除
いて認められていない。
　乗捨て場所（ステーション）は５台程度が保管できる比較的小規模のものが想定されるため、例え
ば、ライジングボラード等を活用し歩行者のための空間確保に配慮しつつ、歩道の一部を切欠くこと
などにより道路空間を活用すれば、歩行者ならびに運転者の安全確保には特段支障がないものと思
われる。
　今後期待されているワンウェイ（乗捨て）型のモビリティ・シェアリングについては、道路空間を活用
した乗捨て場所（ステーション）を確保・充実することで、さらに利便性を増すことができると考えられ
る。具体的には、現在実施中の実証実験においてステーション確保が容易になるだけでなく、オリン
ピックをはじめとする大規模イベントを契機とした大型都市開発等で、歩道を含む道路空間を移動の
みならず移動の拠点とすることを通じてスペースを有効活用することで、快適で利便性の高い都市づ
くりに寄与できる。長期的にみても、ワンウェイ（乗捨て）シェアリングサービスのネットワークが広がる
ことで、公共交通を補完するインフラとして機能しやすくなり、人々の移動に係る自由度を一層向上さ
せることに貢献し得ると考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

警察庁
国土交
通省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281117033
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

2月28日

車両の幅が
道路幅を超過
しないクレー
ン車の通行許
可条件の緩
和

【具体的内容】
　特殊車両のうち、車両の幅が道路幅を超過しないクレーン車に限り、通行時間帯制限を撤廃ならび
に後続車を不要化（先導車１台のみ配置）するとともに、通行条件がＡとなる経路を走行する場合は
許可申請を不要とし、届出のみとすべきである。

【提案理由】
　通行条件の区分がＤとなる車両、及び寸法のうち幅に関して通行条件の区分がＣとなり且つ車両の
幅が３メートルを超える車両については、夜間（午後９時～午前６時）に通行することとされている。ま
た、特殊車両通行許可申請において標準処理期間は、一定の条件を満たすことを前提として、新規・
変更の場合は受付日から３週間以内とされているが、実際には20～40日程度を要している。
　こうした中、「工場内で大規模な事故が発生した場合」や「工場設備の点検等の結果、緊急修繕が
必要になった場合」等、産業活動において緊急時にクレーン車を出動させた迅速な災害対応を妨げ
る要因のひとつとなっている。他方で、緊急時に申請内容に基づいて道路管理者において緊急性を
判断することは困難と考えられることから、後述のクレーン車の形状・性能を踏まえ、平時より通行許
可条件の緩和や手続きの簡素化を図る意義は大きい。
　例えば、車両の幅が道路幅を超過しないクレーン車であれば、走行速度も通常の大型トラックと同
等である。加えて、クレーンのアームが前方に向いていることから、道路状況の安全点検を主な目的
とする先導車は必要と思われるものの、積載貨物の点検を主な目的とする後続車を不要としても、通
行量の多い昼間（午前６時～午後９時）の特殊車両の道路走行によって域内交通における安全性を
著しく損ねる恐れは低いと考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

道路管理者は、車両の構造又は車両に積載する貨物が特殊でありや
むを得ないと認めるときは、車両を通行させようとする者の申請に基づ
いて、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため必要な条
件を付して、車両制限令で定める車両の諸元の最高限度を超える車両
の通行を許可することができます。

道路法第４７条の
２第１項

対応不可

　通行時間帯については、特に重量が重い車両、幅の広い車両の通行に際して、他の交通へ
の影響を低減しつつ、道路の構造の保全、又は交通の危険を防止するために必要な条件とし
て付すものです。
　また、誘導車については、交差点、幅員狭小部等を通過する際に他の交通の安全の確保、
橋梁等の構造物に対する影響を軽減するために配置するものであり、これらの目的を達成する
ためには、特殊車両の前後に誘導車を配置する必要があります。
　さらに、通行条件がＡとなる経路についても、一般的制限値を超える車両が通行することに変
わりはなく、道路管理者の許可を受けて通行頂く必要があり、届出とすることは困難です。
　なお、特殊車両通行許可については、特大トラック輸送の機動性強化のため、審査の迅速化
に向けた取組を行っているところです。

　

281117031
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

2月28日

駐車場を設置
する小売店舗
における車両
出入口設置
基準の運用
の統一化及
び基準の見
直し

【具体的内容】
　駐車場を設置する小売店舗における車両出入口設置基準について、道路管理者に対し乗入幅に
関してより柔軟に対応する方向で対応するよう、周知徹底を図り運用の統一化を進めるとともに、乗
入箇所を２箇所まで設置できる条件の例示を増やすことなどを通じて乗入箇所に関する基準を見直
すべきである。

【提案理由】
　小売店舗が敷地内に駐車場を整備するため、車両の出入口を歩道に設置する場合、乗入幅の基
準は車種に応じて３つに分類され、「乗用車・小型貨物自動車は４メートル、普通貨物自動車等（6.5ト
ン以下）は８メートル、大型及び中型貨物自動車等（6.5トン超）は12メートル」と定められている。
　あわせて、乗入箇所については、原則として出入対象施設について１箇所とされており、出入口を
分離する必要のある施設等特別の事情がある場合及び特に大型の貨物自動車の出入りする場合に
限り、２箇所まで承認することができるとされている。
　こうした中、2010年の「『国民の声』おかしなルールの見直しに関する提案（集中受付等）」におい
て、国土交通省の回答では、「車両の出入口を歩道に設置する工事の審査にあたっては、当該道路
管理者が、『道路法第24条の承認及び第91条第１項の許可に係る審査基準について』（平成６年９月
30日付け建設省道政発第49号道路局長通達）を参考にそれぞれ定めた運用基準に基づき、歩行者
の安全、沿道施設への車両の出入りの円滑等のバランスを考慮しながら、個別具体の箇所に応じて
対応しています。また、当該通達においては、乗入口を出入りする車種に対応した乗入幅を適用する
こととしております」との見解が示されている。
　しかし、大型車の利用見込みや納品車の搬入状況等について説明し、各道路管理者（申請先）との
協議を行ったとしても、乗入口を出入りする車種に対応した乗入幅の適用状況をめぐっては、大型及
び中型貨物自動車等（6.5トン超）の利用が多い場合であっても最高８メートルまでしか乗入幅が認め
られないケースが少なくなく、申請先の担当者によって見解が大きく異なることもあり、対応に苦慮し
ている。
　また、乗入箇所の数についても、原則１箇所という回遊性の低い基準が定められていることから、利
便性のみならず、駐車場への進入・退出ならびに駐車場内の移動の安全性の向上には、更なる改善
が必要と考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

道路管理者以外の者が、道路に関する工事又は道路の維持を行う場
合には、道路管理者の承認を受けて行うことができます。

道路法第24条
現行制度
下で対応
可能

道路法第24条に基づく道路管理者以外の者の行う工事（以下「承認工事」という。）は、道路管
理者の承認を受けて行うことが必要であり、国土交通省においては、承認をするか否かを判断
する際の一般的な基準（案）として、「道路法第24条の承認及び第91条第１項の許可に係る審
査基準について」（平成６年９月30日付け建設省道政発第49号道路局長通達）を示しているとこ
ろです。
　車両乗り入れ幅については、道路構造、歩行者の安全、沿道施設への車両の出入りの円滑
等のバランスを考慮しながら、個別具体の箇所の幅の大きさを決定する必要があることから、
同通達本文においては、｢地方の特殊性、工事の態様等に応じて、本基準と異なった基準を定
めることは差し支えないもの｣としているところです。具体的な事案については、担当している道
路管理者にお問い合わせください。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281117034
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

3月31日

物流施設内
における防火
区画の整備
義務の緩和

【具体的内容】
　延べ面積が1500平方メートルを超える物流施設については、防火区画の整備を義務付けられてい
る延べ面積の上限値を緩和すべきである。

【提案理由】
　延べ面積が1000平方メートルを超える建築物は、防火上有効な構造の防火壁によって有効に区画
し、かつ、各区画の床面積の合計をそれぞれ千平方メートル以内としなければならない、とされてい
る。このうち、延べ面積が1500平方メートルを超えるものは、床面積の合計1500平方メートル以内ご
とに１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の床もしくは壁または特定防火設備で区画することが
求められている。
　避難安全検証法に基づけば、空間の広さ・高さともに、数値が大きければ大きいほど、避難するう
えで有利となる。先進的な大型物流施設の多くは、避難安全検証法（全館・階）に基づいて整備され
ていることから、一律に1500平方メートル以内ごとに防火区画を設けることが必ずしも望ましいことと
はいえず、避難するうえでより有利な条件となるよう、防火区画を拡大することが有用なケースもある
と考えられる。また、防火区画を設ける延べ面積を拡大することで、当該物流施設内で行われる物流
業務の更なる効率化にも資する。
延べ面積が1500平方メートルを超える建築物に床面積の合計1500平方メートル以内ごとに上述の基
準を満たす防火区画を設けることについて、当該建築物の部分でその用途上やむを得ない場合にお
いては防火区画の設定義務を免除されているが、これに該当する建築物に、工場と同様に物流施設
も追加指定することが望ましい。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

建築基準法施行令第１１２条第１項により、主要構造部を耐火構造とし
た建築物等については、延べ面積が１，５００㎡を超える場合に、床面
積１，５００㎡以内ごとに１時間準耐火構造の壁や特定防火設備により
区画しなければならない。

建築基準法施行
令第１１２条

現行制度
下で対応
可能

　火災が発生した場合において、火災が建築物内の他の部分に延焼することを防止すること
は、避難活動及び消防活動の安全性を確保し、また、財産の保護を図る上で重要です。
　建築基準法施行令第１１２条は、大規模建築物の延焼を防止するため、一定の面積ごとに防
火区画を設け、これによって火災を局部的なものに留めようとするものです。この際は、区画す
べき床面積の大きさは、主要構造部の性能に応じて、規定されています。
　更に、防火区画の対象となる床面積の算定に際して、スプリンクラー設備等の自動式に作動
する消火設備を設けた部分については、その２分の１に相当する面積を控除して算定すること
ができるため、区画面積は最大で3,000㎡となります。

　

281117035
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

3月31日

ランプウェイ
を設置した物
流施設に対す
る容積率制限
の緩和ならび
にランプウェ
イに対する避
難階段の適
用

【具体的内容】
　多層型の施設内をトラック等の貨物車両が自走できるランプウェイを設置した物流施設について
は、容積率制限を緩和すべきである。
　また、一定の条件を満たす形で物流施設に設置されたランプウェイについては、建築基準法上の避
難施設として、とりわけ、消防車両も利用可能なランプウェイが２つ以上設置されている場合は、建築
基準法上の避難階段と認めるべきである。

【提案理由】
＜容積率制限の緩和＞
　容積率については、都市計画上の工業地域ならびに工業専用地域は最大400パーセント、準工業
地域は最大500パーセントの指定が認められているが、実際は容積率200パーセントの地域が工業系
の用途地域の大半を占めている。物流施設は保安上の理由等により、敷地内の通行が認められて
いる者が関係者に限られるなど、施設の性格上、総合設計制度の利用が難しいほか、工業専用地域
や工業地域等において、高度利用地区、特定地区、再開発等促進区等、マスタープランで位置づけ
られたエリアはないため、既存の容積率制限を緩和する特例制度の活用が困難な状況にある。
　加えて、近年は同地域における共同住宅の建設等も進んでおり、慢性的な用地不足に直面してい
る。
　こうした中、最近は多層型の物流施設内をトラックが自走できるよう、ランプウェイを設置した大型物
流施設が多数開発されている。当該施設は、複数の企業の倉庫を集約することで、工業系の用途地
域において、スペースの有効活用に大きく貢献していると思われる。ランプウェイを設置した物流施設
に対する容積率制限の緩和措置を講じることで、当該施設の整備促進を通じてスペースの有効活用
を後押しすることは、まちづくりの観点からも有益と考えられる。

＜ランプウェイの避難施設（避難階段）適用＞
　現行の建築基準法では、ランプウェイが定義されていないため、避難施設として認められていない。
　しかし、ランプウェイはトラックが自走して当該物流施設の上方まで到達できる構造となっており、道
路と同様の機能を有しているとみなしても、特段支障はないと考えられる。一部の自治体では、施設
内のスロープを不特定多数の人々が避難経路として活用することを想定した建築物が津波避難ビル
に指定されている例もある。
　ランプウェイが避難施設として認められれば、設計の自由度が高まることや、管轄する消防当局と
の協議で評価される点が増えるなど、メリットが期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

【容積率制限の緩和】
高度利用地区、特定街区、再開発等促進区は市区町村が定めます。
（特別区の区域における1haを超える特定街区及び3haを超える再開発
等促進区の場合、東京都が定める）

総合設計制度は、敷地内に一定割合以上の空地を有する建築物につ
いて、公開空地を設けるなど、市街地の環境の整備改善に資すると認
められる場合に、容積率制限や道路斜線制限などの高さ制限を緩和す
る制度です。

【避難階段の適用】
　建築基準法施行令第１２０条、第１２１条により、建築物の避難階以外
の階においては、避難階又は地上に通ずる直通階段を設けなければ
いけない（用途、規模に応じて、二以上の直通階段が必要。）。
　また、建築基準法施行令第１２２条により、建築物の５階以上の階又
は地下２階以下の階に通ずる直通階段は避難階段又は特別避難階段
とし、建築物の１５階以上の階又は地下３階以下の階に通ずる直通階
段は特別避難階段としなければいけない。

都市計画法第15
条

建築基準法第59
条の2
建築基準法施行
令　第120条、第
121条、第122条、
第123条

現行制度
下で対応
可能

【容積率制限の緩和】について
　都市計画決定権者である地方公共団体が、公共施設の容量等を適切に勘案しつつ、高度利
用地区や再開発等促進区等の制度を活用して、容積率を緩和することが可能です。
　また、総合設計制度を活用し、特定行政庁が許可した場合には容積率を緩和することが可能
です。なお、物流倉庫であっても、敷地の外周部に歩道状の空地を整備すること等により総合
設計制度を活用し容積率を緩和している例もあるなど、計画を工夫することにより総合設計制
度を活用することは可能です。

【避難階段の適用】について
　建築基準法における避難は、人が安全に地上までたどり着くことを想定しているため、避難階
以外の上層階や地階については、避難階又は地上に通じている直通階段を利用した避難経路
を設定する必要があります。
　また、規模の大きい建築物になると、単に地上まで通ずる直通階段の設置だけでは避難上危
険な場合もあり得るため、設置された直通階段の構造を火災に耐えることができるものとする
など防火避難上支障がない避難階段や特別避難階段とする必要があります。
　なお、直通階段については、建築基準法上、傾斜路を含むものとして定義しており、直通階段
への歩行距離や避難階段等に求められる構造の規定を満たすランプウェイである場合には、
ランプウェイを避難階段として計画することを妨げておりません。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281117037
28年

11月17日
28年

12月6日
29年

1月31日

市街化区域
内における開
発許可の適
用条件の緩
和

【具体的内容】
　都市計画法上の市街化区域内への小売店舗の出店において、当該店舗における生活インフラとし
ての機能拡充をより迅速に行えるようにすることで、多くの生活者の利便性を高めることに資すると
考えられる場合は、開発許可の取得が不要となる開発規模の基準の下限値を、少なくとも区域区分
が定められていない都市計画区域及び準都市計画区域と同水準（３千平方メートル以上）にまで引き
上げるべきである。

【提案理由】
　都市計画法上の市街化区域内において開発行為をしようとする者は、開発行為の規模が千平方
メートル以上である場合、あらかじめ都道府県知事（地方自治法上の指定都市等の区域内にあって
は当該指定都市等の長）の許可を受けなければならない、とされている。
　しかし、例えば、市街化区域内にコンビニエンスストアが出店する場合、店舗の形態は郊外型が多
く、客層の中心である車での来店客のために、十分な量の車両台数を収容可能な駐車場を整備する
ことが不可欠となっている。こうした場合、店舗の敷地面積としては千平方メートル以上を要する。
　市街化区域内の開発行為であるため、当該開発行為による市街化が進むことについて特段支障は
ないと思われる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

都市計画法第２９条第１項第１号及び都市計画法施行令第１９条第１
項に基づき、市街化区域内において開発行為をしようとする者は、開発
行為の規模が千平方メートル以上である場合、あらかじめ都道府県知
事等の許可を受けなければならない。

都市計画法第29
条第１項第１号、
都市計画法施行
令　第19条第１項

対応不可

　開発許可制度では、良好な市街地の形成のための技術基準（都市計画法第３３条）と市街化
調整区域における開発行為を抑制するための立地基準（都市計画法第３４条）の２つの審査基
準があります。技術基準は全ての区域において適用されるのに対して、立地基準は、市街化を
抑制する市街化調整区域でのみ適用されます。
　市街化区域においても、一定規模以上（原則1,000㎡以上）の開発行為が許可対象となり、技
術基準が適用されることとなります。技術基準は、環境の保全上、災害の防止上等の観点か
ら、適当な設計がなされているかを確認するため、用途の制限への適合や道路、排水施設、擁
壁の設置等の要件の適合を求めているものです。
　良好な水準の市街地を形成するため、地区内に公共施設を整備する必要性が生じる規制規
模として、市街化区域においては、周辺環境への影響も大きなることから、原則1,000㎡以上の
開発行為を許可に係らしめることとしています。一方、非線引都市計画区域及び準都市計画区
域においては、開発行為による集積の度合いが市街化区域の場合と比べて小さく、ある程度
大規模なものについて規制すれば足りるため、3,000㎡に緩和しているものになります。

　

281120001
28年

11月20日
28年

12月6日
29年

1月31日

自動車の封
印表記を全国
統一表記と
し、運輸支局
毎の封印表
記を廃止し
て、ユーザー
負担を軽減す
ること。

現在の自動車登録の制度下では、ユーザーは使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等において、
支局毎に定められた表示の封印（道路運送車両法施行規則第8条）をしなければならず、一部の手続
を除いて、使用の本拠の位置等が変更されるたびに、管轄の運輸支局まで自動車を持ち込んで封印
する必要が生じている。
自動車を持ち込む間には、交通事故の危険性、CO2の排出、燃料の消費、人的な労力等が重なって
おり、トータルでは多大な経済的ロスと環境への負荷をバラ撒いている。これらのロスが最終的には
ユーザー負担増の一因となっているので、自動車の封印制度を大幅に見直して、封印の表示文字を
統一することが必要である。
管轄制度によって、運輸支局毎に異なっている封印の表示文字を、例えば、「日本国」、「国交省」等
で統一表記とすれば、単一封印となり、その製造コストも大幅に下がる。自動車ユーザーやその代理
人は、近くの運輸支局（検査･登録事務所）で管轄を気にすることなく封印が可能となり、利便性は著
しく向上し、かつ所有権の公証制度も制度的に担保される。

国民利
便・負担
軽減推
進協議
会

国土交
通省

　道路運送車両法（以下、「法」という。）第１１条第１項により、登録自
動車の所有者は、国から自動車登録番号の通知を受けたときは、国土
交通大臣等から自動車登録番号標（ナンバープレート）の交付を受け、
当該自動車に取り付けた上、国土交通大臣等の行う封印の取付けを
受けなければならないとされています。
国土交通大臣の行う封印は、法第105条第1項、道路運送車両法施行
令第15条第1項第1号及び同条第2項第3号により、自動車の使用の本
拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長に委任されてお
り、道路運送車両法施行規則第8条第2項により、その封印には、運輸
監理部又は運輸支局の表示をしなければならないとされています。

道路運送車両法
第11条第１項及
び第１０５条第１
項、
道路運送車両法
施行令第１５条第
１項第１号及び同
条第２項第３号、
道路運送車両法
施行規則第8条
第２項

対応不可

　封印は、自動車が真正なナンバープレートを取り付けて運行の用に供されることを担保する
ためのものであることから、その取付けも、ナンバープレートの交付を行った自動車の使用の本
拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長が自動車登録手続きの一連の流れの中で
行うこととしています。
　そのため、封印にもナンバープレートと同じ管轄支局を表示することとし、ナンバープレートと
封印を一体のものとして管轄支局毎に管理しているところです。
　仮に全国統一のものにすると、ナンバープレートと封印の管轄が一致していない場合等の法
令違反を迅速に発見することが難しくなり、封印の不正使用の防止に支障を来すほか、複数の
運輸支局等から封印の委託を受けた者が封印を紛失した場合、紛失した封印がどこの運輸支
局等のものであるかの特定が困難になり、各運輸支局等における封印の適切な管理に支障を
来します。よって、ご提案に対応することは困難と考えます。

　

281121001
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

3月31日

建築基準法
における日影
規制緩和措
置の拡大（線
路敷に接する
場合）

【具体的内容】
　建築物の日影規制緩和のうち、建築物の敷地が線路敷に接する場合においては、当該線路敷所
有者の同意が得られれば、敷地境界線は、当該線路敷の全幅の外側にあるものとみなすよう緩和す
るべきである。

【提案理由】
　建築基準法第５６条の２第３項「日影による中高層の建築物の高さの制限」の規定による同条第１
項本文の規定の適用の緩和に関する措置は、同法施行令第１３５条の１２「日影による中高層の建
築物の高さの制限の緩和」1項において、「建築物の敷地が線路敷に接する場合においては、当該線
路敷に接する敷地境界線は、当該線路敷の幅の1/2だけ外側にあるものとみなす。ただし、当該線路
敷の幅が10mを超えるときは、当該線路敷の反対側の境界線から当該敷地の側に水平距離5mの線
を敷地境界線とみなす。」と規定されている。
　しかし、鉄道線路には、地下鉄のように日照時間が全く無いものも存在することから、必ずしも日照
が必要であるとも考えられない。
そのため、建築物の敷地が線路敷に接する場合において、当該線路敷き所有者の同意が得られた
場合に限って、当該線路敷に接する敷地境界線は、当該線路敷の全幅の外側にあるものとみなすべ
きである。これにより、線路敷きに接した土地の更なる高度利用が期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築基準法第56条の2に基づく日影規制は、地方公共団体が条例で
指定する区域において、一定の日照等の環境を確保することを目的と
しています。
　ただし、建築物の敷地が線路敷等に接する場合においては、当該線
路敷等に接する敷地境界線は、当該線路敷等の幅の二分の一だけ外
側にあるものとみなす等緩和の措置がとられています。

建築基準法第56
条の2第3項
建築基準法施行
令第135条の12
第1項第1号

現行制度
下で対応
可能

　建築基準法第56条の2第3項に基づく緩和規定は、建築物の敷地が道路等に接する場合に、
当該道路等への日影を規制の対象とする過剰な規制とならないよう、その幅員に応じて敷地境
界線の位置を緩和するものであり、ご指摘のような道路等への日影を規制するものではありま
せん。
　また、地方公共団体が条例で指定する区域を変更した場合や特定行政庁が土地の状況等に
より周囲の居住環境を害するおそれがないと認めて建築審査会の同意を得て許可した場合に
おいては、当該規制を適用除外とすることができます。

◎



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

29年
2月28日

建設業におけ
る監理技術者
の設置に関す
る緩和

【具体的内容】
　建設業法２６条２、３において、特定建設業者は請負金額3,500万円以上（建築一式工事は7,000万
円）の「重要な建設工事」について「監理技術者」を専任させなければならない。
　しかし、ストック市場が拡大し工事が小型化する中で、近接する複数の工事（工事の関係が密接か
どうかを問わず）を一定の条件下で一人の技術者が兼務することは十分可能と思われ、確認申請が
不要な工事については高度な監理レベルを必要としない工事も存在することから、専任に対する緩
和措置を要望する。また、併せて、金額に対する要件緩和も「建築一式工事は10,000万円」とするよう
に要望する。

【提案理由】
　監理技術者配置の対象範囲の歴史を辿ると次のようになる。
・平成01年06月　　　  公共工事に監理技術者制度導入
・平成18年12月20日　「建築士法等の一部を改正する法律」公布（対象を2年以内に拡大；監理技術
者配置を個人住宅を除く工事に）
・平成20年11月28日　建設業法一部改正　範囲拡大施行（専任の監理技術者；民間工事も資格者
証、講習修了証が必要）
・平成28年6月1日　建設業法施行令一部改正（監理技術者の専任が必要な請負代金額の引き上げ）

　しかしながら、監理技術者資格者証運用マニュアル同解説に、「（1）建設業における技術者の意義」
として、次の記載がある。
　「建設業者は、（中略）技術力を発揮して、建設工事の適正かつ生産性の高い施工が確保されるこ
とが極めて重要である。」
　監理技術者等の職務は、施工内容を把握し、技術関連の従事者、専門工事業者の指導監督を行
い、適切な施工計画・監理を実施することにある。
　現行の資格者であれば、請負金額3,500万円以上（建築一式工事は7,000万円）の工事であっても近
接工事であれば、モバイルによる緊急対応等も可能であり、建築主の許可のもとに2つ以上の工事を
兼務する能力は有するものと考える。
　特にストック市場が拡大し工事が小型化する中で、リニューアル工事等の確認申請が不要な工事
については高度な監理レベルを必要としない工事が存在することもあり、専任に対する適用範囲と金
額（建築一式工事は10,000万円）の緩和措置を要望する。これは、技術者の力を最大限に発揮するこ
とにつながり、生産性の高い施工に寄与するものと考えられる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　監理技術者は、公共性のある又は多数の者が利用する施設等に関
する重要な工事で請負金額が一定金額以上のものについては、より適
正な施工の確保が求められるため、工事現場ごとに専任の者でなけれ
ばならないこととされています。
　専任の監理技術者の設置が必要な建設工事請負代金については、
物価上昇等を踏まえて数次にわたり改正されており、平成２８年６月に
も当該金額を引き上げたところです。

【具体的内容】
　都市再生特別地区について、特定街区（建築基準法第52条から第59条までの規定を適用除外）と
同様に、建築基準法に「都市再生特別地区内の建築物については建築基準法第56条の2（日影規
制）を適用しない」とする規定を新設し、適切な土地の高度利用が円滑かつ迅速に図られるよう、制
度拡充を図るべきである。

【提案理由】
　都市再生特別措置法に基づき国が指定する特定都市再生緊急整備地域は、都市開発事業等の円
滑かつ迅速な施行を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進することが都市の国際競争力の
強化を図る上で特に有効な地域である。
　また、特定都市再生緊急整備地域は、地方公共団体からの申出を受けて都市再生本部が指定す
る、または、都市再生本部が関係地方公共団体の意見を聴いた上で指定するものであり、国と関係
地方公共団体との間の合意の下に指定されている地域である。
　都市再生特別地区は、特定都市再生緊急整備地域を含む都市再生緊急整備地域のうち、都市の
再生に貢献し、土地の合理的かつ健全な高度利用を図る特別の用途・容積率・高さ・配列等の建築
物の建築を誘導するための都市計画の地域地区メニューのひとつである。
　都市開発プロジェクトの計画がまとまって都市再生特別地区を都市計画決定するエリアについては
容積率緩和が措置されるが、特定都市再生緊急整備地域内の隣接地で日影規制がかかっている場
合、都市再生特別地区による高度利用の効果を十分に発揮しきれていない。
　このため、特定都市再生緊急整備地域の指定趣旨に鑑み、適切な土地の高度利用が円滑かつ迅
速に図られるよう、特定街区（建築基準法52条から59条までの規定を適用除外）と同様に、都市再生
特別地区内の建築物について日影規制を適用除外とすべきである。
　なお、日影規制については、地方公共団体が条例で指定する区域の変更や、当該規制に適合しな
い建築物であっても特定行政庁が建築審査会の同意を得て許可した場合においては、当該規制を
適用除外とする規定があるなど、現行制度下でも対応可能とされている。しかし、条例改正や個別許
可については適用除外の可能性は低く、地方公共団体による対応は非現実的であり、都市開発プロ
ジェクトの計画とりまとめや関係者の合意形成に予測できない時間を要し、円滑かつ迅速に都市再
生を推進する上での課題となっている。
　国の制度として、日影規制の適用除外を予め明示することにより、都市再生特別地区の制度創設
の趣旨が全うされ、都市再生の推進に大きな効果が期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築基準法第56条の2に基づく日影規制は、地方公共団体が条例で
指定する区域において、一定の日照等の環境を確保することを目的と
しています。
　ただし、特定行政庁が土地の状況等により周囲の居住環境を害する
おそれがないと認めて建築審査会の同意を得て許可した場合において
は、当該規制を適用除外とすることが可能です。

建設業法第２６
条、建設業法第２
６条の２、建設業
法第２６条の３

対応不可

　技術者の専任制度は、適正な施工を確保するために必要不可欠なものと考えておりますが、
専任が必要な工事の請負金額については、これまでも物価上昇等を踏まえて改正してきたとこ
ろであります。
　なお、技術者の役割に応じた配置・専任要件の基本的な枠組みの再検討に向けて、現在、外
部有識者による検討会にて、監理技術者の専任配置のあり方も含めてご議論を頂いていると
ころです。

　281121003
28年

11月21日
28年

12月19日

建築基準法第56
条の2

現行制度
下で対応
可能

　都市再生特別地区において地区外に対する日影規制を適用除外とすることは、周囲の居住
環境を害するおそれがあり、一律に適用除外とすることは困難です。
　ただし、地方公共団体が条例で指定する区域を変更した場合や特定行政庁が土地の状況等
により周囲の居住環境を害するおそれがないと認めて建築審査会の同意を得て許可した場合
においては、当該規制を適用除外とすることができます。

◎281121002
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

3月31日

都市再生特
別地区内の
建築物に係る
日影規制の
適用除外規
定の新設



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121005
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

電気通信工
事業における
監理技術者
資格者の要
件緩和

【具体的内容】
　電気通信工事の監理技術者資格者証取得について、令第5条の3で定めている指導監督的実務経
験に必要な請負額を引き下げ、かつ「元請」要件を外すとともに、他業種における業務経験を実務経
験として考慮する、講習・試験制度により実務経験年数の短縮を図る等、要件を速やかに緩和すべ
きである。また、施工管理技士検定種目に電気通信工事を追加すべきである。

【提案理由】
　電気通信工事・機械器具設置工事の監理技術者となるためには、元請で請負金額4,500万円以上
の工事での指導監督的経験を2年以上有するか、一級の国家資格を有していることが必要である。
　しかし、電気通信工事では、近年の技術革新による据付機器の小型化・低価格化により、請負工事
金額4,500万円以上となる工事が少なくなっている。また、実務経験で資格要件を満たすためには、一
定期間の実務経験（大学卒3年以上、高卒5年以上、指定学科以外10年以上）が必要となるが、指定
学科以外では豊富な現場経験がある場合においても、資格取得に長時間を有することとなる。
　電気通信工事では「技術士」の有資格者のみしか保有資格による監理技術者証の取得が認められ
ていないが、保有者数が少なく、監理技術者の中でも人員確保が深刻な状態である。そこで、代替と
なる資格を拡充することで、新たな監理技術者の確保が可能とするよう要望する。
　このように実態に即した請負額への引き下げ、元請要件の廃止、技術士以外の資格制度を創設す
ることで、喫緊の課題である監理技術者の高齢化に歯止めをかけ、次世代の人材確保も可能になる
ことから、電気通信工事に関する継続的な事業を行える企業が増えると考える。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建設工事の適正な施工を確保するため、工事現場における建設工事
の施工の技術上の管理をつかさどる者として監理技術者又は主任技
術者の設置を求めています。
　電気通信工事業の監理技術者要件については、技術士のほか、主
任技術者要件を満たしている者のうち、発注者から直接請け負った請
負金額４，５００万円以上の工事での指導監督的実務経験２年以上を
有する者とされています。

建設業法第２７
条、建設業法施
行令第２７条の３

検討を予
定

　適正な施工を確保する上で、監理技術者は工事における下請業者等を適切に指導監督する
技術力を有することが必要であり、そのためには、監理技術者要件として、一定の実務経験が
必要と考えております。
　一方で、今後、監理技術者の不足が懸念されることから、電気通信工事業に関する技術検定
の創設について、具体的な検討を行うための検討会を設置する予定です。

△

281121004
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

建設業におけ
る主任技術者
の設置に関す
る緩和

【具体的内容】
　建設業法２６条１、３において、一般建設業者は請負金額3,500万円以上の請負金額の場合、工事
規模の大小、元請・下請の別に関わらず、「主任技術者」を専任させなければならない。
　しかし、ストック市場が拡大し工事が小型化する中で、近接する複数の工事（工事の関係が密接か
どうかを問わず）を一定の条件下で一人の技術者が兼務することは十分可能と思われること、工事の
中には材料・工場加工の割合が多く現場での管理が少ないものも存在することから、専任に対する
緩和措置を要望する。

【提案理由】
　主任技術者配置の対象範囲の歴史を辿ると次のようになる。
・平成01年06月　　　  公共工事に監理技術者制度導入
・平成18年12月20日　「建築士法等の一部を改正する法律」公布（対象を2年以内に拡大；監理技術
者配置を個人住宅を除く工事に）
・平成20年11月28日　建設業法一部改正　範囲拡大施行（専任の監理技術者；民間工事も資格者
証、講習修了証が必要）
・平成28年6月1日　建設業法施行令一部改正（主任技術者の専任が必要な請負代金額の引き上げ）

　主任技術者の職務として「当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるも
の」となっており、施工計画を作成し、具体的な工事の工程管理や品質管理を行うと共に、安全管
理、労務管理を行うことにある。
　しかし、工事の中には材料・工場加工の割合が多く現場での工事管理が少ないものも存在する。ま
た、現行の資格者であれば、請負金額3,500万円以上の工事であっても近接工事であれば、モバイル
による緊急対応等も可能であり、2つ以上の工事を兼務する能力は有するものと考えられる。
　建設業法施行令第２７条第２項において、「前項に規定する建設工事のうち密接な関係のある二以
上の建設工事を同一の建設業者が同一の場所又は近接した場所において施工するものについて
は、同一の専任の主任技術者がこれらの建設工事を管理することができる。」とあるものの、適用範
囲で対象となる工事は非常に限定されており、今後の人的資源有効活用という点においては不十分
である。これらのことから、主任技術者の専任に対する緩和措置を要望する。
　これは、技術者の力を最大限に発揮することにつながり、生産性の高い施工に寄与するものと考え
られる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　主任技術者は、公共性のある又は多数の者が利用する施設等に関
する重要な工事で請負金額が一定金額以上のものについては、より適
正な施工の確保が求められるため、工事現場ごとに専任の者でなけれ
ばならないこととされています。
　建設業法施行令第２７条第２項の専任の主任技術者の兼務に関する
規定について、平成２５年２月に明確化を行い、平成２６年２月に要件
の緩和を行ったところです。

建設業法第２６
条、建設業法第２
６条の２、建設業
法第２６条の３、
建設業法施行令
第２条、建設業法
施行令第２７条

対応不可

　技術者の専任制度は、適正な施工を確保するために必要不可欠なものと考えておりますが、
これまでも平成２６年２月に専任の主任技術者の兼務要件の緩和を行ったところであり、今後
も、必要に応じて検討を行ってまいります。
　なお、技術者の役割に応じた配置・専任要件の基本的な枠組みの再検討に向けて、現在、外
部有識者による検討会にて、主任技術者の専任配置のあり方も含めてご議論を頂いていると
ころです。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121011
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

5月31日

ピロティ・大屋
根下部の容
積率緩和につ
いて

【具体的内容】
　ピロティ・大屋根下部においては、屋内的用途（オープンカフェ・屋内イベント広場等）として活用する
場合、容積率が発生する旨指導がなされているが（技術的助言）、屋外空間の活用が阻害されてい
る。芸術文化等に親しめる環境整備及びこれを起点とした賑わい空間創出のため、運用改善を要望
する。

【提案理由】
　建築基準法および建設省通達により、ピロティ・大屋根下部を屋内的用途（オープンカフェ・屋内イ
ベント広場等）として活用する場合には現時点で容積対象となる。従って、ピロティ・屋根のない広場
が計画されざるを得ない傾向にあり、イベント等の開催可否が天候に左右されることから、実態として
誘致できるイベント等に制約が生じている。なお、昨年東京ビルヂング協会から東京都に対して規制
緩和要望を提出したが、東京都独自の裁量でピロティ・大屋根下部の容積率の取扱いの規制緩和を
行うことは困難との回答を得ている。
　オリンピック・パラリンピック時のイベント会場として、またオリンピック・パラリンピック後も芸術文化
発信拠点（アーティストによる屋外パフォーマンスや洗練された屋外展示など）としての利用を促進
し、誰もが身近に芸術文化等に親しめる環境整備を行うことは、日本の芸術文化都市としての成長に
資すると考えられる。さらに、これを起点により活気にあふれる賑わい空間創出が期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

建築物の床面積は、建築物の各階又はその一部で、壁、扉、シヤツ
ター、手摺、柱等の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積によ
るものであるが、ピロテイ、ポーチ等で壁、扉、柱等を有しない場合に
は、床面積に算入するかどうかは、当該部分が居住、執務、作業、集
会、娯楽、物品の保管又は格納その他の屋内的用途に供する部分で
あるかどうかにより判断することとしている。
建築物の容積率は、延べ面積の敷地面積に対する割合として算出す
ることとしており、建築基準法第52条各号に掲げる区分に従い、同条各
号に定める数値以下とすることとされている。なお、延べ面積は、建築
物の各階の床面積（建築物の各階又はその一部で壁その他の区画の
中心線で囲まれた部分の水平投影面積）の合計により算出するもので
ある。

建築基準法第2
条第1号、第52
条、建築基準法
施行令第2条第3
号

対応不可

　建築物の容積率は、各階の床面積の合計の敷地面積に対する割合として算出します。
　床面積は建築物によって区画された内部空間について算出しますが、ピロティや吹きさらしの
廊下のように一部が開放されているような部分であっても、建築物としての利用が認められる
部分の床については床面積の算定対象となります。ご提案のピロティについては、十分に外気
に解放され、かつ、屋内的用途に供しない場合を除いては床面積の算定対象としており、一概
に緩和を行うことはできません。
　ただし、ご提案にあるような建築物を、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障が無い
と認め、存続期間を定めて仮設建築物として許可をした場合は、容積率に関する規定を適用せ
ずに建築することが可能です。
　また、総合設計制度を活用し特定行政庁が許可した場合や都市再生特別地区等の都市計画
制度を活用する場合には、容積率を緩和することが可能です。

 

現行制度
下で対応
可能

現行の借地借家法のもとでも，建物の老朽化や耐震性の不足を理由とした建替えの必要性等
については，正当事由の有無を判断するに当たって個々の具体的事例に即して適切に考慮さ
れているものと考えています。
また、「制度の現状」欄記載のとおり、市街地再開発事業の事業計画の認可がされた場合にお
いては、都市再開発法第96条第３項の規定により、借家人を含む物件の占有者には土地の明
渡しの義務が発生することとされています。また、その義務が履行されない場合には、同法第
98条第２項の規定により、都道府県知事等が強制的に物件の移転等を行うことができることと
されているところです。

ご提案の趣旨を実現するために，建物の老朽化や耐震性の不足を理由とした建替えの必要
性，区分所有法に定める建替え決議や法定再開発の認可等を正当事由とすること又はこれら
の事由がある場合における賃貸人の明渡請求に正当事由を不要とすること等については，借
地借家法上の正当事由制度が賃貸人と賃借人との間における適切な利害調整を図るもので
あることからすると，慎重に検討する必要があると考えられます。
また，ご提案は，都市の安全性向上や円滑な市街地更新を目的とするものと考えられますが，
借地借家法の正当事由制度が特定の行政目的を実現するためのものではないことからする
と，上記目的の実現のために同制度の要件等を見直すことの相当性についても慎重に検討す
る必要があります。

　281121007
28年

11月21日
29年

1月16日

【具体的内容】
　老朽化建物の建替えを行う場合に、区分所有法の建替え決議および都市再開発法の市街地再開
発事業の事業計画の認可がなされた場合、借家人から明渡しを行う必要性が法的に生じる（例え
ば、建物賃貸借契約の解約申入れが可能となる、建物賃貸借契約の更新拒絶が可能となる、正当
の事由として位置付ける等により）という措置を講じるよう要望する。

【提案理由】
　国土強靭化基本計画において、耐震性が不十分である建物の耐震化の促進、密集市街地の不燃
化等が、課題として位置づけられている。また、16年6月に閣議決定された日本再興戦略において
も、「空き家を含む旧耐震住宅の除却・建て替え等を促進」が官民連携プロジェクトに位置付けられ、
旧耐震建物の建替え加速化、スピードアップが国策として位置づけられている。
　一方、区分所有建物で区分所有者及び議決権の各４／５以上の同意が得られ、耐震性向上を目的
に建替え決議がなされたとしても、あるいは都市再開発法に基づき市街地再開発事業の事業計画の
認可がなされたとしても、借家人は、建替え決議や市街地再開発事業の事業計画の認可を理由とし
て明け渡す必要はない。そのため、当該建物の借家人が明け渡しに同意しない場合は、建替え等を
進めることができず、建物の耐震化（建替え）が長期化することとなる。　最終的に裁判での解決を与
儀なくされることも少なくなく、負担する時間、金銭等のコストが過大なものとなっている。
　建物の防災性向上の迅速化は社会的急務であるが、借家人の退去が進められないことは、喫緊の
課題である都市の安全性の確保や円滑な市街地更新の推進、切迫する大地震の危機への対応等
の妨げとなっている。不動産については、私人の財産であると共に、一定の公共性のある財産として
の性格を有することも考慮した緩和措置が妥当だと考える。耐震性不足マンションについての敷地売
却決議制度が新設されたとおり、耐震性の欠如を重視する特別扱いには合理性がある。
　そのため、例えば、指定建築事務所等の第三者から耐震性不足の認定を受けた一定の築年数を
超える建物で、耐震性向上に係る建替え決議がなされた場合や、市街地再開発事業において事業
計画の認可がなされた場合には、借家人から明渡しを行う必要性が生じるような法的措置を講じるよ
う要望する。

(一社）日
本経済
団体連
合会

法務省
国土交
通省

賃貸人が更新可能な借家契約について契約の終了を主張して賃借人
に明渡しを求めるには、賃貸人及び賃借人が建物の使用を必要とする
事情のほか、建物の賃貸借に関する従前の経緯、建物の利用状況及
び建物の現況並びに建物の賃貸人が建物の明渡しの条件として又は
建物の明渡しと引換えに建物の賃借人に対して財産上の給付をする
旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由がある
と認められる場合でなければならないものとされています。
なお、市街地再開発事業の事業計画の認可がされた場合においては、
都市再開発法第96条第３項の規定により、借家人を含む物件の占有
者には土地の明渡しの義務が発生することとされています。また、その
義務が履行されない場合には、同法第98条第２項の規定により、都道
府県知事等が強制的に物件の移転等を行うことができることとされて
いるところです。

借地借家法第２６
条、第２８条

29年
1月31日

区分所有法
の建替え決議
及び都市再
開発法の市
街地再開発
事業の事業
計画の認可
に基づく借家
人の明渡しに
ついて



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121013
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

4月28日

公共建築物
における構造
種別制限の
見直し

【具体的内容】
　国土交通省大臣官房官庁営繕部が規定している「新営予算単価」は、国ならびに地方公共団体が
施設（建築物及びその付帯設備）の新営を行う際に適用されるものであり、建物別に「構造、階数」毎
の建築工事費、電気設備工事費、機械設備工事費について定められている。
　同規定には、１、2階建ての庁舎についてはRC（鉄筋コンクリート）造およびW（木）造、3～5階建て
の庁舎についてはRC造のみが記載されており、あたかも1～5階建ての低層庁舎にはS（鉄骨）造は
適用対象外であるかの誤解を与える表記となっている。
　全国の公共施設整備関係者が合理的な構造種別の選択を行えるよう、階数１～５、８階建てについ
てもＳ造の項目を追記することを要望する。

【提案理由】
　現在、国及び地方公共団体の営繕担当部門が庁舎などの施設整備を行う際、先ずは新営予算単
価に記載されている単価表を元に予算要求を行うことになるため、1～2階建ての庁舎施設について
はRC造またはW造、3～5階建てについてはRC造で基本的な検討を行うことが一般的となっている。
昨年度、同様の規制改革要望を提出したところ、国土交通省より「（予算要求はともかく、）実際の設
計にあたっては設計者が建物の構造種別を、その規模、形状、経済性等を考慮して決定するため、
最も合理的な構造種別を選択することを妨げる要因になっているとの指摘はあたらない」との回答が
あった。しかしながら、実際に建設事業を行う段階においても「予算要求時の基本検討案通りに事業
を進めることは当然」ととらえている地方公共団体も多く、新営予算単価の記載内容が構造種別の選
定に大きな影響を与え、事実上の“規制”となっている。

　国土交通省が公表している建築着工面積統計データ（平成27年度）によれば、一般的な（民間も含
む）事務所建築の構造種別はＲＣ造13%、Ｓ造71%に対し、公務用建築ではＲＣ造39%、Ｓ造46%とその
乖離は著しい。公用建築と民間建築では求められる機能の違いがあり構造種別選択に多少の影響
があるのは当然であるが、これほどまでの大きな相違があるとは考えにくく、新営予算単価の存在が
構造種別の選択に影響を及ぼしていると考えられる。このため、今年度も、昨年度同様、改訂の申し
入れを行うものである。
　昨今の建設事情により、鉄筋工の不足やコンクリート資機材の高騰などＲＣ造に特有の事情によっ
て工事の遅延や入札不成立という事態が惹起されている。要望の実現により、今後行われる公共施
設整備において、地域事情や個々の構造物の規模、形状、経済性等を考慮して最も合理的な構造が
採択されるようになれば、結果として多くの事例において施設整備費用の縮減、建設工期の短縮が
図られることが期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　国土交通省の策定する新営予算単価は、官庁施設（国家機関の建
築物及びその附帯施設）の新営に必要な概算工事費を算定する際に
適用するものです。なお、一部の地方公共団体でも活用されているも
のと承知しております。

　新営予算単価では、建物の一部の単価を示すほか、実情に応じて必
要な概算工事費を算定することとしております。従って、現状において
も、実情に応じて鉄骨造で概算工事費の算定を行えるものです。

　また、実際に建設される建物の構造種別については、各発注者に
よって設計段階において建物の規模、形状、経済性等を考慮して合理
的に決定されているものと承知しております。

　以上のことから、現状においても、国及び地方公共団体の施設整備
において合理的な構造種別の選択を行うことになっています。

281121012
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

6月15日

有料老人ホー
ム建築におけ
る共同住宅並
みの容積緩
和

【具体的内容】
　建築基準法上「共同住宅」に該当する建物では、共用の廊下や階段、エントランスホール、エレベー
ターホールなどが、容積率算定上、延床面積から除外される（以下、地下室の緩和を含め「容積緩
和」という）。
　しかし、老人福祉法上の「有料老人ホーム（以下、「ホーム」という）」を建てる場合、建築基準法上
「老人ホーム」用途となると容積は緩和されない。
　その結果、同敷地で投資建物の用途を判断する場合、「ホーム」は小さな建物になるため、分譲住
宅等「共同住宅」が採択される蓋然性が高くなる。
　今般、社会的ニーズも高く、整備が急務である「ホームの建築」に関し、「共同住宅」同等の「容積緩
和」を要望する。

【提案理由】
　共同住宅（分譲マンション、賃貸マンション等）も建設可能な高齢者住宅に相応しい土地（周辺環
境、交通アクセス、利便性等）にて、建築基準法上の「老人ホーム」を建築する場合、「共同住宅」と比
較すると、共同住宅で認められている容積緩和が受けれらない結果、住戸専有に係る容積対象延床
面積が減少する。
　同じ敷地で建築可能な建物面積が小規模にならざるを得ないこと、すなわち投資効率が悪いことに
なるため、建物新築の事業判断または投資決定をする場合、同じ住宅系では「ホーム※」は「共同住
宅」よりも劣後する。

※老人福祉法上の「有料老人ホーム」の判断基準：
　高齢者を入居させ、①食事の提供、②入浴、排泄、食事の介護、③洗濯、掃除等の家事、④健康
管理の少なくとも一つのサービスを提供する場合は、「サービス付き高齢者向け住宅」登録を行って
いても、老人福祉法第29条に定める「有料老人ホーム」に該当する。老人福祉法上「有料老人ホー
ム」に該当すると、建築基準法上は「老人ホーム」用途の扱いとなる。
　容積緩和に関し、「共同住宅」では、共用の廊下や階段、エントランスホール、エレベーターホール
などが、容積率算定上、延床面積から除外されている。これに加え、建築基準法では「住宅の容積率
算定に当たり地下室の床面積を延べ面積に算入しない特例を老人ホーム等についても適用する（建
築基準法第52条第3項）」と規定され、容積緩和は建築基準法上はすでに手当てされているものの、
一部の都道府県では、老人福祉法上「有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅を含む。以下
同様）」に該当すると、地下居室は作れない（例：東京都福祉保健局・東京都有料老人ホーム設置運
営指導指針）。
　日本の（超）高齢社会において、高齢者のすまいのひとつである「ホーム」を整備しやすくすること
は、社会的ニーズの高いことであると考える。
　緩和により、共同住宅用途の土地建物投資効率と比較しても遜色がなくなれば、「ホーム」の適正な
整備が進むと思われる。また、従来より利便性、環境が向上した立地条件に「ホーム」が建てられるこ
とになり、入居者も安全・安心・快適に、より充実した生活を送ることが期待できる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
国土交
通省

　建築基準法第52条の容積率の規定により、建築物の延べ面積の敷
地面積に対する割合を用途地域等に応じて定めています。
　ただし、容積率の算定の基礎となる延べ面積には、共同住宅の共用
の廊下・階段の床面積は算入しません。

※　「東京都有料老人ホーム設置運営指導指針」は、厚生労働省が策
定している有料老人ホーム設置運営標準指導指針を参考に指導監督
権限のある東京都が策定されているものであり、地下居室に関する規
定は、厚生労働省が示している規定ではありません。

建築基準法第52
条第6項

対応不可

　共同住宅の共用の廊下・階段の床面積は、容積率の算定の基礎となる延べ面積には算入し
ないこととしています。
　新たに建築される老人ホームは、多くの場合、共用部分が生活の場として利用されていること
から、一律に容積率不算入とすることは困難です。

△

－
現行制度
下で対応
可能

　制度の現状に記載のとおり、現行の制度で対応可能であり、新営予算単価の位置付けや趣
旨について、引き続き周知に努めてまいります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121015
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

5月31日

セメント等の
コンクリート構
成材料のJIS
改正後品質
値が建築基
準法第三十
七条二号で定
めるコンク
リートの品質
基準へ円滑
に反映される
スキームの構
築

【具体的内容】
　セメント協会はセメントJISの品質値を改正の都度、建築基準法第三十七条二号に該当する大臣認
定コンクリートの性能評価試験、即ち、｢JIS改正前後品を使用したJIS A 5308の種類に該当しないコ
ンクリートの比較試験（仮称）｣を実施し、報告書を公表する。
　国土交通省による当該報告書を審査の結果、改正後セメントの品質が大臣認定コンクリートに影響
を及ぼさないとの技術的同等性の判断が得られた場合、建築基準法第三十七条二号で定めるコンク
リートの品質基準に読替える扱いとし、同報告書を再申請時の｢別添図書｣｣の一部として、簡素化お
よび再申請手数料を軽減した再申請の手続きスキームを要望する。

【提案理由】
　建築基準法第三十七条二号で定めるコンクリートの構成材料の品質基準については、建設省告示
1446号に示されている。セメントの場合、「コンクリートに使用するセメントは、密度、比表面積、凝結
（始発時間及び終結時間）、安定性、圧縮強さ及び水和熱の基準値及び組成が定められたものであ
ること。ただし、水和熱にあっては、コンクリートの材料特性値に影響しない場合においては、この限
りでない。 」と記述され、指定性能評価機関が品質基準値を独自に定めている。
　セメントJISは、環境面の社会的要請や技術開発、将来の原料事情等を考慮し定期的に見直しを行
い、必要に応じて「品質規格値」を改正している。しかし、これらが大臣認定の品質要件となっている
場合、改正JIS品の普及の大きな支障になっている。具体的には以下の通り。
・同一の製品に対して遵守すべき品質値がJISと大臣認定で複数存在する。
・サーベイランスがない大臣認定制度では再認定でしか品質値を変更できない。
・改正前後品の同等性を評価するスキームが未確立であることや再認定費が高額であるため、既認
定に対する改正JIS品を供給できる環境が整わない。
　建築基準法第三十七条二号の大臣認定コンクリートが障害となり、社会的要請に応えた改正JIS品
を供給できない環境が続くことは、公益性の観点からも問題が大きい。そのため、セメントJISの改正
が大臣認定制度へ平易に反映され、改正JIS品が大臣認定を受けたコンクリートの材料として円滑に
流通出来る環境が整う制度への見直しを希望する。また、再認定費用の面では建築基準法施行規
則第十一条の二の三(手数料の額)の第2項第二号に｢軽微な変更｣の場合は手数料の軽減が定めら
れている。JIS改正項目に限定した再申請の手数料を同規則における「軽微な変更」の適用について
も要望する。
　セメントに関しては、2009年に改正したJIS R 5210（ポルトランドセメント）の品質値の製品が供給で
きない環境が続いており、今後もその見通しは立っていない。要望が実現すれば2009年改正の製品
が供給できるだけでなく、今後、JIS改正と大臣認定の品質基準値変更手続きが平行して進められる
ので社会的要請に応えるセメントが供給できる。また、本件はセメントだけでなく、コンクリート用の骨
材や化学混和剤も同様であり、全てのコンクリートの構成材料にも良い効果を及ぼすものと考える。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

構造耐力上主要な部分などに使用する建築材料として国土交通大臣
が定めるものは、国土交通大臣の指定するＪＩＳ規格若しくはＪＡＳ規格
に適合するものであるか又は国土交通大臣の認定を受けたものでなけ
ればならない。

建築基準法第37
条

事実誤認
建築基準法第37条第２号の規定に基づく認定に係るコンクリートに使用するセメントの品質基
準については、申請者が定めた品質基準値に基づき認定を行っているものであり、国土交通省
として特定のＪＩＳへの適合を求めているものではありません。

 

都市計画法第6
条第1項
都市計画法施行
規則第4条、第5
条

検討を予
定

　都市計画基礎調査の個別データの持つ個人情報等をどのように処理すべきかという指針が
ないことが、データのオープン化が進んでいない主な要因と考えられるため、オープン化にあた
り支障となっている課題の抽出とその対応策の検討等を平成29年度から行い、その結果をふ
まえ、平成30年度中にオープン化に向けたガイドラインを作成し、各自治体に周知します。

◎281121014
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

都市計画基
礎調査の民
間利用促進

【具体的内容】
　今後のIoT等を活用した都市再生を考える場合、都市の現状を分析することが必須であり、その際
に、都道府県が実施する都市計画基礎調査（特に建物調査）の活用が有効である。
　しかし、民間へのデータ貸与に関しては、判断を行う権限を有している各都道府県に、目的外使用
として拒否されることが多い。
　これは、明確な規定が存在しないことに起因するものであるが、オープンデータ化の時代において
は、積極的に緩和すべき事項である。

【提案理由】
　都市計画基礎調査は、都市計画法第６条に基づき、概ね５年毎に都道府県において調査を行うも
のとされており、法令により調査事項を規定するとともに、技術的助言である都市計画基礎調査実施
要領において、その詳細が提示されている。当該調査のデータは、都市計画の検討のみならず、他
のまちづくりにも活用可能であり、他部局のデータも組み込みながらＧＩＳ上で活用するなど、各種ま
ちづくりの分析、検討に活用している先進的な地方公共団体も一部には見られるが、民間企業が
データ活用を目的に都道府県の都市計画課に申請した場合、概ね目的外使用との理由で拒否され
ることが多い。
　しかし、まちづくりにかかる各種データのオープンデータ化は、民間都市開発事業、都市機能施設
の立地など各種の積極的かつ効率的な民間ビジネスの展開を促すなど、国際競争力を確保した都
市形成並びに目指すべき都市の将来像を実現する上で有効な取り組みである。このため地方公共
団体においては、データ公開に制約のない地域統計データ等から積極的なオープンデータ化に取り
組むとともに、都市計画基礎調査（特に建物調査、土地利用調査）において、必要に応じて、属性
データの匿名化等の適切な処理をした上で、パーソナルデータの取り扱い等に配慮しつつ、民間事
業者等のニーズがあるデータについては提供が可能な環境整備を行う等、将来におけるオープン
データ化への対応を念頭においた取組みが必要である。
　要望の実現により、現状の都市のストックを活かした、平常時の都市のバリューアップ並びに災害
時のレジリエンス向上を目的として、詳細な都市情報とともに、IoT、ビッグデータ、人工知能等を活用
した都市マネジメントが普及して行くと思われる。GISを基盤とした都市計画基礎調査（特に建物調
査、土地利用調査）の上に、先進の都市情報（人・車の動き、鉄道沿線の人の流れ、エネルギーの流
れ等）が再現され、将来の都市活動（平常時・災害時）の高度化に向けた都市政策・都市開発に大き
く寄与すると思われる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　都市計画基礎調査は、都市計画法第６条に基づき、都市における人
口、産業、土地利用、交通などの現況及び将来の見通しを定期的に把
握し、客観的・定量的なデータに基づいた都市計画の運用を行うため
の基礎となるものです。
　民間へのデータ貸与については、調査主体である都道府県の判断に
よります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121016
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

5月31日

第一種低層
住居専用地
域における調
剤薬局出店
規制の緩和

【具体的内容】
　第一種低層住居専用地域においては、病院は集客力の高い施設とのことで建設が制限されている
が、診療所は建設可能となっている。
　現状では、診療所で処方箋をもらっても他の用途地域の調剤薬局に行かなければならないため、
患者の利便性を著しく阻害している。
　そのため、第一種低層住居専用地域においても調剤薬局の出店規制の緩和を希望する。

【提案理由】
　建築基準法48条（用途地域・用途制限）により、第一種低層住居専用地域においては病院の建設
は認められていないが、診療所は認められている。
医薬分業の指導のもと院外処方としている診療所は多いが、調剤薬局は第一種低層住居専用地域
には建設できない為、患者は処方箋を持って別の用途地域にある調剤薬局に行かなくてはならな
い。
　厚生労働省の提案する「地域包括ケアシステム」を構成する末端の施設が診療所（かかりつけ医）
であり、調剤薬局も地域の健康ステーション（かかりつけ薬局）としての機能が益々求められてきてい
る。
　現行制度においても、建築基準法施行令130条の3の規定を用いて第一種低層住居専用地域に薬
局を開局することも可能ではある。しかし、それは居住部分の不必要な設置や店舗面積の面での厳
しい制限など、調剤薬局として非効率かつ不十分な機能のものとならざるを得ない。そのため、今後
は地域にとって必要不可欠な施設として幅広く調剤薬局の建設を認めるべきである。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　建築基準法第48条の用途規制により、各用途地域ごとに建築可能な
規模等が定められています。
　特に、第一種低層住居専用地域においては、日用品の販売を主たる
目的とする店舗は、当該部分の床面積が延べ面積の１／２未満であ
り、かつ、50㎡を超えない兼用住宅であれば、立地することが可能で
す。

建築基準法第48
条第1項
建築基準法施行
令第130条の3

現行制度
下で対応
可能

　用途規制は、市街地の環境を保全するための制限であり、それぞれの用途地域の目的に応
じて、建築できる建築物の種類や規模が定められています。
　ご指摘の調剤薬局については、通常、日用品の販売を主たる目的とする店舗として取り扱わ
れているところです。 そのため、第一種低層住居専用地域においては、薬局部分の床面積が
延べ面積の１／２未満であり、かつ、50㎡を超えない兼用住宅であれば、立地することが可能
です。
　ただし、以下の場合には、定められた基準を超える規模のものについても建築することが可
能です。
・地方公共団体が、土地利用の動向を勘案し、土地利用計画の実現を図るため適切な用途地
域へ変更する場合
・特別用途地区や地区計画等を活用して、条例により建築物の用途規制の緩和を定めた場合
・特定行政庁が、市街地における環境を害するおそれがない等と認めて許可した場合
　なお、平成28年8月3日付通知「第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域に
おけるコンビニエンスストアの立地に対する建築基準法第48条の規定に基づく許可の運用につ
いて（技術的助言）」により、コンビニエンスストアその他の店舗に係る許可の考え方を示してい
ます。

 

281121017
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

公有地の拡
大の推進に
関する法律第
４条に定める
届出義務の
一部廃止

【具体的内容】
　「公有地の拡大の推進に関する法律」第4条に定める届出の内、市街化区域5千㎡以上及び「宅鉄
法」重点区域5千㎡以上の土地取引に関する事前届出義務を廃止する。

【提案理由】
　一定規模以上の土地を売却しようとする場合、公拡法第４条の規定に従い、契約締結前に届出を
行い、買取を希望する地方公共団体がいるかどうか確認する必要がある。また、買取を希望する地
方公共団体がいない旨の通知（「買取団体不存在」の通知）又は届出から３週間を経ないと売買契約
を締結することが出来ない。　（買取を希望する地方公共団体が現れた場合は、公拡法第６条の規定
により、交渉する義務あり）
　しかし、昨今の公共団体の財政事情等から勘案し、届出後公共団体と買取協議に入る事例は皆無
であり、法律義務自体が形骸化しており、過剰な法律規制である。届出義務を廃止する事により、契
約当時者の事務負担量が軽減され、公共団体の事務負担量も軽減されることで、経費の削減に繋が
る。結果として、土地取引が活発化すると考える。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　公有地の拡大の推進に関する法律は、都市の健全な発展と秩序ある
整備を促進するため、必要な土地の先買いに関する制度の整備その
他の措置を講ずることにより、公有地の拡大の計画的な推進を図り、
もって地域の秩序ある整備と公共の福祉の増進に資することを目的と
しています。
　今回提案のあった法第４条の土地を譲渡しようとする場合の届出義
務は、公共用地取得の推進及び多様なニーズに応じた公有地の活用
を図るため、都市計画区域内等の土地で一定規模以上の土地を有償
譲渡しようとする際に、土地所有者の届出により地方公共団体等に優
先的に当該土地の買取り機会を付与しているものです。

公有地の拡大の
推進に関する法
律第４条第１項第
６号

公有地の拡大の
推進に関する法
律施行令第２条
第２項第１号

対応不可

　公有地の拡大の推進に関する法律（以下「法」という。）は、民間の取引に先立ち、地方公共
団体等に土地の買取り協議の機会を与えることにより、公有地の計画的な確保を図るため、一
定規模以上の土地を有償譲渡しようとする場合に都道府県知事等への届出を義務づけている
ものです。

　今回提案のあった法第４条第１項第６号の一定面積の届出趣旨は、大規模な土地の公共施
設用地としての活用の可能性及びその取引機会の希少性に着目するもので、実態としても、こ
れらの区域において公共性及び公益性が高く比較的大規模な開発・整備の可能性があり、近
年においても法第６条第１項の買取り協議の通知は行われているところです。

　以上の趣旨等から、市街化区域や大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推
進に関する特別措置法に係る重点地域の区域においても、一定面積以上の公共施設の計画
的な整備が必要であり、本要望に記載があるように届出義務を廃止することは困難です。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

道路法第32条
現行制度
下で対応
可能

　ご指摘の地下広場として想定されるものが具体的にどのようなものか明らかではありません
が、地下街、地下室、地下通路その他これらに類する施設の占用については、道路法第32条
第１項第5号に規定する施設として認められております。
　また、国における地下通路の取り扱いにおいては、幅員の基準を設けておりませんが、地下
通路を含む占用物件については、道路法施行令で定める基準の他、道路管理者が地域の特
性等を踏まえて基準を策定することは否定されておりません。

　281121019
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

地下通路の
占用基準の
緩和および地
下広場の占
用許可物件
への追加

【具体的内容】
　道路の地下空間を活用した、良質な歩行者空間を形成する地下通路について、現行の基準では、
必要最低限の占用しか認められておらず、災害時の一時避難場所として滞留が可能な地下広場の
整備については、占用許可物件として位置付けられていない。
　都市再生プロジェクト等とあわせて地域のニーズに対応した、ゆとりある良質な歩行者空間、災害
時の一時避難場所として滞留が可能な地下広場を整備するために、道路占用許可基準を緩和する
旨の通知（技術的助言）を、国から地方公共団体に対して発出することを要望する。

【提案理由】
　現行の東京都の道路占用許可基準及び道路占用物件配置基準においては、道路地下部を占用す
る地下通路について、「幅員は必要最小限とし、6m以下」と定められており、交通量予測等から求め
られる、必要最低限の占用しか認められていない。また、地下広場については、占用許可物件として
認められていない。そのため、地域に求められる大規模な空間や将来計画されている都市再生プロ
ジェクト等に伴う交通需要の増加に対応した歩行者空間の確保が困難である。
　土地の高度利用が進む都市部においては、道路の地下空間等を重層的に活用した歩行者通路や
広場等は、ゆとりある良好な歩行者空間の創出や災害に備えた避難場所の確保という観点から、重
要な施設であり、これらは都市再生プロジェクトと一体となった整備が求められているところである。
　そこで、都市再生プロジェクト等と一体的に、地域の求めるゆとりある良質な空間形成、災害時の利
用を想定した地下広場の整備を推進するために、道路占用基準及び道路占用物件配置基準に定め
られている、地下通路の幅員の基準について、一律の基準にとらわれず、地域のニーズにあわせて
柔軟な対応を可能にするとともに、現在、占用許可物件に該当しない地下広場についても、占用許可
の対象に追加する旨の通知（技術的助言）を、国から各地方公共団体に対し、発出することを要望す
る。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

　一般の自由な通行を本来の目的とする道路に工作物等を設けて継
続して道路を使用することは、多少なりとも通行の支障になり得ること
から、設置することが可能な物件を法律上、限定し、道路の構造又は
交通に支障を及ぼすことなく、道路の本来的機能を阻害するものでな
いかを道路管理者が確認したものについては許可をできることとしてお
ります。
　また、法令で定められた基準のほか、道路管理者が地域の特性等を
踏まえて基準を策定している場合においては、これらの基準にも適合
する必要があります。

281121018
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

軽微な建設工
事の要件見
直し

【具体的内容】
　軽微な工事の要件は、消費税を含んだ限度額設定となっており、消費税の導入及び増税で、より厳
しいものになっている。
　2016年6月に施行された監理技術者等の専任要件や特定建設業者の許可要件が緩和されたにも
かかわらず、軽微な工事の要件は、事実上の引き締めとなっている。
　建設業の許可を持たない業者を広く活用するために、政令で定める軽微な建設工事の要件である
「工事一件の請負代金の額が建築一式工事にあっては千五百万円に満たない工事又は延べ面積が
百五十平方メートルに満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあっては五百万円
に満たない工事」という要件を見直すべきである。

【提案理由】
　建設工事を営もうとする者は建設業の許可を受けなければならない。ただし、軽微な建設工事のみ
を請け負うことを営業とする者は、この限りでない。ここでの「軽微な建設工事」とは「工事一件の請負
代金の額が建築一式工事にあっては千五百万円に満たない工事又は延べ面積が百五十平方メート
ルに満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあっては五百万円に満たない工事」
のことである。
　建設工事の需要は2020年の東京オリンピック開催を前に増加しており、請負価格は上昇している。
一方、建設業者の高年齢化や厳しい受注状況で建設業者数や建設工事従事者数は減少している。
請負工事を完成させるためには建設業の許可をもたない新規業者や小規模の工事業者を必要とし
ているが、建設業の許可を持たない業者は五百万円未満の請負工事しか施工できない。
　2016年6月に建設業法施行令が改正され、監理技術者または主任技術者の工事現場ごとの専任
要件は、建築一式工事が五千万円以上から七千万円以上に、建築一式工事以外が二千五百万円
以上から三千五百万円以上に、また、特定建設業者の許可要件は、建築一式工事が四千五百万円
以上から六千万円以上に、建築一式工事以外が三千万円以上から四千万円以が緩和されたが、軽
微な工事の要件は改正されず、消費税導入により消費税額分が逆に引き締めとなっている。
　建設工事が社会に及ぼす影響を考えると、建設業の許可をもたない業者の請負工事に一定の制
限を設けることは重要であるが、「軽微な建設工事」の「請負代金の上限額を引き上げる」、または
「消費税額を金額制限に含めるのではなく別立てで計算出来るようにする」 といった緩和をしても、注
文者や社会に影響を与えるものではない。むしろ、規制の緩和により、建設業者の施行能力が向上
し、建設工事の需要に応じられる環境が整うため、建設価格も安定するとともに、新規業者の参入も
期待でき、建設労働者が増加することで建設工事現場における労働環境の改善も図ることが期待で
きる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

建設業を営もうとする者は、二以上の都道府県の区域内に営業所を設
けて営業をしようとする場合にあつては国土交通大臣の、一の都道府
県の区域内にのみ営業所を設けて営業をしようとする場合にあつては
当該営業所の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければ
ならないが、政令で定める軽微な建設工事のみを請け負うことを営業と
する者については、この限りではありません。当該軽微な建設工事は、
令第１条の２において、工事一件の請負代金の額が建築一式工事に
あつては千五百万円に満たない工事又は延べ面積が百五十平方メー
トルに満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあつ
ては五百万円に満たない工事とされています。

建設業法第３条
第１項、建設業法
施行令第１条の２

対応不可

特定建設業の許可及び監理技術者の配置が必要となる下請契約の額や専任の監理技術者等
が必要となる建設工事の請負代金額については平成28年６月に建設業法施行令を改正し、物
価上昇や消費税増税等を勘案し引き上げを行ったものです。
他方、許可の適用除外となる軽微な建設工事は、建設工事が公共の福祉に与える影響、発注
者の保護の必要性、許可制の実施による建設業者特に小規模零細建設業者に課せられる負
担を総合的に考慮して定められております。
これについては、近年少額工事等におけるトラブルが増加している状況にあることを踏まえ、消
費者保護の観点から当面の間は当該金額を据え置くこととしているものであり、現状において
この金額設定は適切なものであると考えております。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281121020
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

5月31日

窓面採光装
置設置にとも
なう規制緩和

【具体的内容】
　「建築基準法第28条」において「居室の採光および換気」についての定めがあり、居室や教室など
居住空間における床面積に対する採光可能な窓の面積の比率が1/5から1/10になるように規制され
ている。この際に、窓面積に関しては、天窓など採光により有利な場合には3倍に補正できることが定
められている。
　そこで、垂直な窓に採光装置を設置した際に、通常の窓より効率的に屋内に光を取り込むことが出
来る場合は、垂直な窓に設置する採光装置に対しても補正係数が適用できるように要望する。

【提案理由】
　床面積に対する窓開口部の割合については、例えば①住宅1/7、②保育所、幼稚園、小、中、高等
学校1/5、③病室1/7、などと定められている。この際、採光に有利な天窓は面積を3倍に補正するこ
とが可能となっている。
　これを、垂直面の窓でも効率的に光を屋内に取り込むことが可能な場合、採光装置を取り付けた窓
面積に一定の補正係数をかけられるよう要望する。例えば、床面積に対する窓開口部の割合が1/10
の物件において、窓の1/3に採光装置を設置し、設置部分だけ補正係数を４とすることが出来れば、
開口部割合は1/5となる。
　これにより、空きオフィスなどの窓に採光装置を設置することで保育所や幼稚園・学校などに転用す
ることが出来れば、待機児童問題の緩和に大きな効果を期待できる。また、住宅などでも採光の条件
を満たせず、サービスルームとせざるを得ない物件において居室化することが可能となり、土地・空
間の有効利用が可能となる。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

建築基準法においては、住宅、学校などの居室に、採光のための窓等
を設置することを求めている。具体的には、採光に有効な窓等の面積
(以下採光有効面積という)について、住宅の場合は各居室の床面積の
1/7以上、その他の建築物の場合は、居室の用途に応じて居室の床面
積の1/10～ 1/5の間で建築基準法施行令第19条で定める割合以上と
しなければならない。
なお、採光有効面積の算定に当たっては、当該居室の開口部ごとの面
積に採光補正係数を乗じて算出するが、天窓については採光補正係
数に3.0を乗じて得た数値としている。
ただし、上記に従い算出した採光補正係数が3.0を超える場合には、3.0
を上限とする。

建築基準法第28
条、
建築基準法施行
令第19条、第20
条

その他
ご提案の垂直な窓に設置する採光装置の技術的検証が必要であるため、当該装置が効率的
に屋内に光を取り込むことが出来る技術的根拠を明確にお示し頂いた上で、対応の有無を検
討させていただきます。

 

281121021
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

2月28日

経営業務の
管理責任者
の選任要件
（経験年数）
の緩和

【具体的内容】
　経営業務の管理責任者は、①許可を受けようとする建設業に関し5年以上、②許可を受けようとす
る建設業以外の建設業に関し7年以上の経営業務の管理責任者としての経験を有する者を常勤の
役員から選任しなければならない。この要件につき、①を3年以上、②を5年以上と緩和すべきであ
る。

【提案理由】
　経営業務の管理責任者は、①許可を受けようとする建設業に関し5年以上、②許可を受けようとす
る建設業以外の建設業に関し7年以上の経営業務の管理責任者としての経験を有する者を常勤の
役員から選任しなければならない。
　しかし、経営業務の管理責任者の選任時に求められる経験年数は実態との乖離が大きく、制度本
来の目的を果たしにくくする原因となっている。
　例えば今日では、一企業の扱う業種は多岐に渡っており、建設業を専業としない企業も数多くあ
る。その中で経営業務の管理責任者の要件に5年から7年に渡る建設業に特化した経営経験を加え
ることは、人材確保の困難さに加え、将来的な人材育成の可能性をも閉ざすものとなっている。また、
同族企業でない限り、同一人が5年から7年に渡り、役員または令3条の使用人として在任すること
は、我が国の企業実態に即していない。
　経営業務の管理責任者の要件を緩和することにより、人材の確保の困難さによる廃業を確実に防
止し、建設作業員の不足に歯止めをかけることができる。なお、本要望で提案した必要な経験年数に
ついては、例えば電気通信工事業や電気工事業等一定の業種においては、3年程度で一通りの業務
経験を積むことが可能であることを根拠とし、許可を受けようとする建設業以外については従前のと
おり2年の差を設けたものである。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

許可を受けようとする者が法人である場合においては、その役員のうち
常勤であるものの一人が、個人である場合においてはその者又はその
支配人のうち一人が、許可を受けようとする建設業に関し五年以上経
営業務の管理責任者としての経験を有する者であることが必要です。

建設業法第７条
第１号、建設業法
第１５条第１号

検討に着
手

建設業は、一品ごとの受注生産、契約金額が多額、請負者が長期間瑕疵担保責任を負うとい
う、他の産業とは異なる特性を有していることから、その適正経営を確保するため、建設業の許
可に際し、建設業の経営業務について一定の経験を有する者を置くことを義務付けておりま
す。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

建築基準法施行
令第１０８条の３、
第１１２条など

その他
ご提案の内容だけでは、実際に制度上、どのような支障を生じているかが明らかでないため、
具体的な事例をお示し頂いた上で、対応の有無を検討させて頂きます。  

281124003
28年

11月24日
28年

12月19日
29年

5月31日

民泊サービス
（戸建住宅等
を活用した宿
泊サービスの
提供）におけ
る建築基準法
の取扱いにつ
いて

【提案目的】
　訪日観光客が増加し，宿泊施設の不足が課題となる中，伝統的な日本家屋を改修した宿泊施設が
観光客から人気を集めている。
　一方，全国各地では，空き家が増加し，生活環境，防災，防犯の観点から問題となっている。
　現在，国では規制改革実施計画（Ｈ２８．６．２閣議決定）において，民泊サービスを推進するため，
平成28年度中に法案を提出することとされ，検討されているところである。
このため，戸建住宅を民泊サービスに提供する場合は，建築基準法の取扱いを戸建住宅と同様の規
制とし，空き家の戸建住宅の宿泊施設への利用を拡大することにより，宿泊施設不足の解消や，空
き家の有効活用を促進する。

【提案内容】
民泊サービスに関する新法においては，次の想定事例に該当し，戸建住宅を民泊サービスに提供す
る場合は，建築基準法の規制を戸建住宅と同様の規制にすること。
（１）想定事例
　１．宿泊施設の利用形態が家族や友人などの特定の１グループ
　２．１０人以下など少人数への１棟貸
　３．住宅の規模が２階以下かつ３００平方メートル未満
（２）建築基準法の取扱い
上記（１）の想定事例に係る戸建住宅については，家主居住型，家主不在型に関わらず住宅とみなし
て宿泊施設として利用できるようにすること。具体的には，建築基準法上，ホテル・旅館に係る次の規
制を戸建住宅と同じ規制にすること。
　１．界壁・間仕切壁
　２．排煙設備の設置
　３．内装制限
　４．屋内階段の寸法

【懸念される課題】
　本県では，観光客を県内に宿泊させるため，日本家屋の空き家を宿泊施設として有効活用すること
が必要と考えている。民泊サービスは住宅を活用した宿泊サービスの提供であることから，既存のホ
テル・旅館と同様の建築基準法の規制とした場合，古民家などの空き家が持つ魅力の低減や修繕に
よる事業者負担につながり，民泊サービスの提供が進まないおそれがある。

【民間事業者のニーズ】
　戸建住宅を活用した宿泊施設を運営する事業者，不動産業者等へヒアリング調査を行った結果，
建築基準法の規制を緩和する本県提案に賛同し，次の要望をいただいている。
(例) 現行制度では，画一的な規制により物件の持ち味が失われることもあるため，規制を緩和しても
らいたい，など。

広島県

厚生労
働省
国土交
通省

戸建住宅を住宅宿泊事業を行う届出住宅とする場合は建築基準法
上、住宅と扱う

住宅宿泊事業法
（法案審議中）第
6条、第21条

検討を予
定

　民泊に係るルールのあり方については、厚生労働省と観光庁が平成27年11月末に共同で立
ち上げた有識者会議『「民泊サービス」のあり方に関する検討会』において、関係省庁（国土交
通省住宅局・消防庁・警察庁）も加え、幅広い観点から検討し、平成28年6月最終報告書が取り
まとめられました。この報告書に基づき民泊サービスが適切に推進できるよう、類型別に規制
体系を構築することとし、既存の旅館業法とは別の法制度として、住宅宿泊事業法案を平成29
年３月10日に閣議決定し、同日に国会に提出しております。
　本法案において、住宅宿泊事業を実施する戸建住宅（以下、届出住宅。）の建築基準法上の
用途は、住宅と扱うものとしております。なお、届出住宅については部屋の構造を熟知していな
い宿泊者が滞在することも想定されることから、火災が発生した場合等の円滑な避難を確保す
るため、本法案において、非常用照明器具の設置や避難経路の表示等を求めることとしており
ます。

△

281121022
28年

11月21日
28年

12月19日
29年

5月31日

建築基準法
旧38条大臣
認定建築物
の活用につい
て

【具体的内容】
　2016年6月「建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言）」等が通知されて
いる所だが、改正は部分的であるため、さらなる適正化をを要望する。
　具体的には、①旧38条認定建物の改修に伴う既存遡及範囲の確認方法の簡素化および適用範囲
の適正化（区画等に関する部分等）、ならびに②”防火・避難対策等に関する実験的検討（平成24年
度建築基準整備促進事業）”の検討結果について、対策されていない部分の早期実施である。

【提案理由】
　建築基準法旧３８条認定は、法令では対応できない革新的な構造や技術などの採用を、個別の建
築プロジェクトごとに大臣認定で特例的に認める仕組みであったが、２０００年の同法性能規定導入
時に３８条が削除され、個別プロジェクトごとの特例認定ができなくなったことにより、当該建築物は法
令上すべて既存不適格扱いとなっている。
　大臣認定物件で既存不適格となっている項目のうち、一部は、現行法が求める水準に至っていない
ものがあるものの、多くの項目が現実的な性能として現行法が求める水準をクリアしているにも関わ
らず、建築確認申請が必要な用途変更（100㎡以上）、増築（防火地域は全ての増築）、大規模修繕
（主要構造部の過半）では、増改築部分だけでなく建物全体に対し現行法上の既存不適格箇所の是
正が求められることから、各種変更や工事が実質不可能になるなどの問題が発生している。
　2016年6月1日の法改正では、旧３８条大臣認定物件の既存不適格項目への一部対処がなされたも
のの、現行法の性能検証の手法を用いても、以前として既存不適格となる項目が多く残っている。例
えば、耐火建築物の規定として、鉄骨の柱梁等に耐火被覆等の耐火措置を行わなければならない点
や面積区画の規定により防火区画を新たに計画しなければならない点（建物の構成により物理的に
対応不可能な場合もある）等が挙げられる。
　既存不適格については全て解決して初めて増改築等の申請ができることから、部分的な解決では
根本的な解決には至らず、引き続き、法改正等の対応を要望する。
　38条認定を受けている建築物には、投資金額が大きい大型のビルや大空間アトリウムなどを持つ
公共施設などが多数含まれており、良好な建築ストックを活用することが日本国の経済活動には有
効である。また、要望の実現により、2000年以降、政策・社会的要求に対し建築物として対応すべき
事項（防災性能の向上等）の実施促進につながることが期待される。

(一社）日
本経済
団体連
合会

国土交
通省

平成１０年の建築基準法の改正において建築基準の性能規定化が図
られたことに伴い、旧法第38条が削除されたが、技術的な知見が十分
蓄積されていなかったり、検証方法が確立していなかったりすることな
どにより性能規定化されていない技術的基準が残っていたため、防火・
避難対策等に関する実験的検討（平成24年度建築基準整備促進事
業）」の検討結果などを踏まえ、旧38条認定建築物の増築等が円滑に
できるよう、建築基準法施行令の改正（平成２８年６月１日施行）を行っ
たところ。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281125002
28年

11月25日
28年

12月6日
29年

1月31日

災害時におけ
る弾力的な貨
物自動車の
配置転換の
実現に向けて

【具体的内容】
貨物自動車運送事業に使用する車輌の弾力的な配置変更を、災害時において各事業者独自の判断
により、手続等を要せず原則自由に行うことができるようにすべきである。

【提案理由】
貨物自動車運送事業に使用する車輌については、使用の本拠の登録が必要となる。
当該本拠地以外において使用する場合は、繁忙期等一時的な利用地移動を除いて届出を要する。
例えば、熊本震災等の災害時も同様であり、本拠地以外での車輌使用には、届出の手続をとるか、
又は、国土交通省の発する車輌の弾力的な運用に係る通達を待つ必要がある。

一方で、救援物資等の迅速な輸送は災害発生時の喫緊の課題として挙げられており、運送事業者に
は、当該課題解決の為に、一刻も早い運送網の構築が望まれている。
従って、大規模災害等において事業用車輌の配置転換を、手続等を要せず行うことを可能にすべき
である。
結果、迅速且つ適切な戦力配置によるサービス網の早期復旧、ひいては被災地等への速やかな
サービス提供を実現し、運送事業者として公共の福祉への更なる貢献を果たすことが可能になると
考える。

ヤマト
ホール
ディング
ス株式会
社

国土交
通省

一般貨物自動車運送事業を行う場合、基本的には営業所毎に配置さ
れた使用権原を有する事業用自動車を用いる必要があります。

貨物自動車運送
事業法

その他

先般の熊本地震の際には、「国土交通省として、貨物自動車運送事業法の柔軟な運用を含
め、最大限の支援を行う」こととする通知文を出し、貨物自動車運送事業者による同一事業者
内の営業所間の車両移動の弾力化及び引越繁忙期のみ認めているレンタカー使用を認める
等、国として柔軟に対応する措置を行ったところです。
貨物自動車運送事業者には安全の担保の観点から自己の運転者及び車両に係る運行管理及
び車両管理が義務付けられており、他事業者の車両を使用することは原則認めておりません
が、熊本地震のような大規模災害等が発生した際には、被害の状況及び具体のニーズを踏ま
え、輸送の安全を確保することを前提に、個別に迅速かつ柔軟な対応を行えるよう検討してま
いります。

　

消防法第８条の
３、第17条

消防法施行令第
４条の３、第７条、
第10条、第21条、
第26条

検討に着
手

　民泊に係るルールのあり方については、厚生労働省と観光庁が平成27年11月末に共同で立
ち上げた有識者会議『「民泊サービス」のあり方に関する検討会』において、関係省庁（国土交
通省住宅局・消防庁・警察庁）も加え、幅広い観点から検討し、平成28年6月最終報告書が取り
まとめられました。この報告書に基づき民泊サービスが適切に推進できるよう、類型別に規制
体系を構築することとし、既存の旅館業法とは別の法制度として、本年度中に法案を提出予定
です。
　また、消防法令では、建物の火災の危険性に応じて、最低限必要と考えられる消防用設備等
の設置及び防炎物品の使用が求められています。戸建住宅を民泊サービスに提供する場合に
は、例えば、施設の事情に不案内な不特定多数の人が宿泊することにより不慣れな火気使用
設備を用いることによる出火のおそれが高まるなど、戸建住宅と比べて火災危険性が高まるこ
とが想定されるため、その危険性に応じて、最低限必要と考えられる消防用設備等の設置及び
防炎物品の使用を行っていただく必要があると考えています。
　ただし、消防用設備等の設置が必要な場合であっても、消防署長等が火災予防上支障がな
いと認めた場合には、当該設備等の全部又は一部を設置しないこととする等の取り扱いが可
能であり、例えば民宿等に設置される誘導灯及び誘導標識については「民宿等における消防
用設備等に係る消防法令の技術上の基準の特例の適用について」（平成19 年消防予第17
号）で上記取り扱いの具体的な要件等が示されています。

△281124004
28年

11月24日
28年

12月19日
29年

1月31日

民泊サービス
（戸建住宅等
を活用した宿
泊サービスの
提供）におけ
る消防法の取
扱いについて

【提案目的】
　訪日観光客が増加し，宿泊施設の不足が課題となる中，伝統的な日本家屋を改修した宿泊施設が
観光客から人気を集めている。
　一方，全国各地では，空き家が増加し，生活環境，防災，防犯の観点から問題となっている。
　現在，国では規制改革実施計画（Ｈ２８．６.２閣議決定）において，民泊サービスを推進するため，平
成28年度中に法案を提出することとされ，検討されているところである。
このため，戸建住宅を民泊サービスに提供する場合は，消防法の取扱いを戸建住宅と同様の規制と
し，空き家の戸建住宅の宿泊施設への利用を拡大することにより，宿泊施設不足の解消や，空き家
の有効活用を促進する。

【提案内容】
民泊サービスに関する新法においては，次の想定事例に該当し，戸建住宅を民泊サービスに提供す
る場合は，消防法の規制を戸建住宅と同様の規制にすること。
（１）想定事例
　１．宿泊施設の利用形態が家族や友人などの特定の１グループ
　２．１０人以下など少人数への１棟貸
　３．住宅の規模が２階以下かつ３００平方メートル未満
（２）消防法の取扱い
　上記（１）の想定事例に係る戸建住宅については，家主居住型，家主不在型に関わらず住宅とみな
して宿泊施設として利用できるようにすること。具体的には，消防法上，ホテル・旅館に係る次の規制
を戸建住宅と同じ規制にすること。
　１．誘導灯・誘導標識
　２．自動火災報知設備
　３．防炎設備の使用
　４．消火器具

【懸念される課題】
　本県では，観光客を県内に宿泊させるため，日本家屋の空き家を宿泊施設として有効活用すること
が必要と考えている。民泊サービスは住宅を活用した宿泊サービスの提供であることから，既存のホ
テル・旅館と同様の消防法の規制とした場合，古民家などの空き家が持つ魅力の低減や修繕による
事業者負担につながり，民泊サービスの提供が進まないおそれがある。

【民間事業者のニーズ】
　戸建住宅を活用した宿泊施設を運営する事業者，不動産業者等へヒアリング調査を行った結果，
消防法の規制を緩和する本県提案に賛同し，次の要望をいただいている。
(例) 現行制度では，画一的な規制により物件の持ち味が失われることもあるため，規制を緩和しても
らいたい，など。

広島県

総務省
厚生労
働省
国土交
通省

消防法令では、建物の火災の危険性に応じて、最低限必要と考えられ
る消防用設備等の設置及び防炎物品の使用が求められているところで
す。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281125003
28年

11月25日
28年

12月6日
29年

1月31日

きめ細かい輸
配送網を提供
する為の新規
出店台数規
制の撤廃

【具体的内容】
貨物自動車運送事業における営業所新規出店時の認可基準を見直し、最低車輌台数の規制を撤廃
すべきである。

【提案理由】
貨物自動車運送事業法に係る通達において、営業所の新規出店については、認可車輌の台数５台
以上が条件とされている。
このような認可車輌台数の規制は、許可を受ける事業者の体力等が判断基準と解釈できる。
一方で、過疎地等では顧客に対しきめ細かいサービスを提供するために、当該規制台数以下の出店
を行うことが望ましい場面も存在する。

頭書の通り、認可基準の本旨に沿った見直しを行い、最低車輌台数に係る規制を撤廃すべきであ
る。
結果、顧客により身近で、きめ細かいサービスを、より迅速に提供することが可能となり、国民の利便
性向上に資することができると考える。

ヤマト
ホール
ディング
ス株式会
社

国土交
通省

一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業を行う場合、
基本的には営業所毎に配置する事業用自動車の数を５両以上とする
必要があります。

貨物自動車運送
事業法

対応不可

営業所を新規出店する場合など事業計画の変更の際の認可基準として、営業所毎に必要な最
低保有車両台数を定めておりますが、これは安全の確保のための自主管理体制を維持するた
めに必要な事業規模として、その台数を五両以上としているものです。
なお、貨物軽自動車運送事業については最低車両台数の制限はなく、１両から事業を行うこと
ができることとなっております。

◎

281125005
28年

11月25日
28年

12月6日
29年

1月31日

旅客と貨物混
載運送を可能
とする制度の
新設に向けて

【具体的内容】
旅客と貨物を同一の車輌で運ぶことのできる制度を新設すべきである。

【提案理由】
道路運送事業法上、業として人と貨物を同一の車輌で運送することは、いわゆる乗合バス等に代表
される一般乗合旅客自動車運送事業者が少量の貨物を運送する場合に限り認められている。
その為、貨物事業者とバス会社が、協定を締結することにより、制限重量350kgを基準として客貨混
載が実現している。（当該基準を超える場合は、個別具体）

しかし、当該規定に基づく客貨混載は、あくまで過疎地域等の乗合バスの既存路線維持に視点が寄
るものであり、当該地域外における新規のサービス提供又は、貨物事業者としてのサービス提供維
持の視点に欠けるものである。

頭書の通り、旅客・貨物の両運送行為を総合的に取扱可能となることで、両業界におけるドライバー
の担い手不足に対応可能となる。
又、両事業者における採算ラインが下がり、過疎地に拘らず都市部もサービスの創出が可能となる。
結果、人口減少に起因する両運送サービスに係る空白地帯の解消に寄与し、当該地域住民の福利
が増進されるものと考える。

ヤマト
ホール
ディング
ス株式会
社

国土交
通省

道路運送法において、一般乗合旅客自動車運送事業者は、旅客の運
送に付随して、少量の郵便物、新聞紙その他の貨物を運送することが
できるとされております。

道路運送法 その他

一般乗合旅客自動車運送事業者は、旅客の運送に付随して、少量の郵便物、新聞紙その他
の貨物を運送することができるとされており、地域については過疎地域等の限定はなされてお
りません。
また、コミュニティバスなどを用いた自家用有償旅客運送者による過疎地域等における少量貨
物の有償運送については、個別の許可等に基づいて行うことができます。
その他の貨客混載の形態や都市部でのサービスにつきましては、具体的なニーズがございま
したら個別に検討していきたいと考えております。

◎

281128001
28年

11月28日
28年

12月19日
29年

2月28日

現在、通達に
より禁止と
なっている「ダ
ンプカーのさ
しわく」取り付
けを認めて頂
きたい。

高度成長期にダンプカーの過積載が大事故に繋がったのを受け、昭和４２年、ダンプカー荷台の差し
枠取り外しが下命され、同時に荷台あおりの改造が一切禁止とされました。
自動車は、固定され、脱着ができないものを取り付けた場合以外は改造とはなりませんが、荷台あお
りの改造を一切禁止されたことで、取り付け装置を固定できなくなり、脱着可能なさしわくであっても取
り付けができず、現在に至っております。
日本が世界の工場だった当時の、無謀な積載を前提とした通達は、成熟社会にあっては用を終えた
と考えます。
元来、ダンプカーは、ばら積み貨物を降ろすのに便利な構造となっており、砂利・土砂に限らず多様な
積載物の運搬に利用され、「さしわく」は、比重の軽い物品を輸送する際の調整機能を果たし、容積を
増やすことで最大積載量を有効に活用して参りました。
しかし、法律の建付けは農産物や産業廃棄物を運搬するダンプを「もっぱら砂利土砂を運搬しない自
動車」として区別をし、積載物に応じた高さのあおりが装着されるため、積載物に見合った自動車を
複数台購入するか、車検有効期間をロスしてその都度改造検査を受けることが義務付けられており
ます。
一方、積雪地においては、建設業者が冬季の除排雪を担うことから建設現場で働く人もダンプカーや
建設機械もそのまま除排雪に移行します。冬の到来に合わせ慌ただしく用途が変わるため構造変更
検査を受けることは事実上困難となっております。
又、排雪場に連なる道路には、違法となる改造は施さないものの、あおりにコンパネを立てかけただ
けのより危険な自動車も見かけます。
こうした悩みを解消していたのが「さしわく」であり、脱着することで段階的に荷台あおりの高さを調整
できるよう工夫された装置です。
行政書士として事業者の皆さんの苦労を見るとき、是非とも早期にこの規制を撤廃して頂きたく提案
に及びました。
さしわくを活用し、琲雪、被災地の除染、産廃輸送、農業にと、特に需要が多い中型ダンプがマルチ
で活躍できることを願っております。何卒宜しくお願い致します。
尚、道交法上は、過積載でなければ取締りの対象とはなりません。

P・R・O
行政書
士法人

国土交
通省

　専ら砂利、土砂等の運搬に用いるダンプカーの最大積載量は荷台の
容積により判断されるため、道路運送車両の保安基準において、物品
積載装置の容量増加を可能にし、過積載につながる差し枠の取付け金
具の備え付けは禁止されています。
　他方、比重等が軽い物品（排雪、農作物等）の運搬に用いるダンプ
カーは、その比重に応じた荷台の差し枠の取付け金具の備え付けが認
められています。
　なお、年間約3000件の過積載による違反が確認されており、過積載
の防止の取り組みについては、引き続き取締りの強化等により総合的
に対応することが交通安全対策として重要となっています。

道路運送車両の
保安基準第27条

道路運送車両の
保安基準の細目
を定める告示第
37条

対応不可

　様々な比重の物品を運搬することが可能な車両において差し枠を認めることは、過積載につ
ながる行為であり、このような車両に対して差し枠の備え付けは認めることはできません。
　なお、荷台の容積により最大積載量が判断されない物品の運搬に用いるダンプカーには差し
枠の取付け金具の備え付けは禁止されておりません。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281129042
28年

11月29日
28年

12月19日
29年

5月31日
リコール情報
の開示

【具体的内容】
・自動車メーカーのリコール情報について、「使用者」と「所有者」が異なる場合は、「所有者」に対して
もリコール情報を開示することを義務化すること。

【提案理由】
・現在、自動車のリコール情報に関しては「使用者」のみに対し、通知が行われており、「所有者」の立
場であるリース会社には情報開示がなされていない。国土交通省のホームページにリコール情報は
開示されているものの、型式毎の検索が必要になるなど、リース会社が確実にリコール情報を得られ
る体制になっていない。
メインテナンスや車両管理などを担うリース会社が確実にリコールの情報を得ることで、使用者の安
全へも寄与することになる。

(公社)
リース事
業協会

国土交
通省

自動車メーカーは、リコールの届出を行った場合には、リコール情報を
自動車の使用者に周知させるための措置を講じなければならないこと
となっています。
一方で、リコール情報の周知の対象に関する制限はないため、自動車
メーカーや販売店が、所有者であるリース会社に対してリコール情報を
周知することは可能です。

道路運送車両法
第63条の３第１項
第３号
道路運送車両法
施行規則第51条
第１項

現行制度
下で対応
可能

現行のリコール制度においても、所有者であるリース会社から相談を受けた場合には、自動車
メーカーや販売店が当該リース会社に対してもリコール情報を周知しているものと承知していま
す。

 

○　「反復継続」して有償で宿泊サービスを提供する場合は、「業」に当
たり、旅館業法に基づく許可が必要です。

○　年１回（２～３日程度）のイベント開催時であって、宿泊施設の不足
が見込まれることにより、開催地の自治体の要請等により自宅を提供
するような公共性の高いものについては、「反復継続」するものではな
く、「業」に当たらないという考え方を平成27年７月１日の事務連絡でお
示ししました。この場合は、旅館業法上の許可を要しません。

旅館業法第３条
第１項

281128002
28年

11月28日
28年

12月6日
29年

1月31日

イベント民泊
ガイドライン
の見直しにつ
いて

対応不可

○　「反復継続」して有償で宿泊サービスを提供する場合は、反復継続して不特定多数の宿泊
者が宿泊することによる感染症等のリスクが発生するなど、公衆衛生上の観点から旅館業法
に基づく許可制としていますので、反復継続して実施される場合については、営業許可を取得
していただきたいと考えています。

○　なお、従前は、客室延床面積が３３㎡以上なければ簡易宿所の許可を受けられなかったと
ころですが、本年４月、旅館業法上の簡易宿所営業の営業許可基準の緩和を行い、宿泊者数
が１０人未満の場合は、客室面積が、１人当たり３．３㎡に宿泊者数を乗じて得た面積以上あれ
ば許可を受けられることとしています。

○　また、イベント民泊ガイドラインにおいて、望ましいとされている事項についても、義務では
ないことも含めて、各地方自治体において判断されているものと考えます。

〇

平成27年規制改革実施計画によって、イベント時の一時的な宿泊需要の増加に対応するためのイベ
ント民泊は、旅館業法の適用外である旨が明確にされた。しかしながら、平成28年4月1日付で厚生
労働省・観光庁から出されたイベント民泊ガイドラインでは、様々な制限や煩雑な手続きが求められ
ており、イベント民泊実施に当たっての大きな障害となっており、改善が望まれる。具体的には以下
のとおりである。

(1)同一施設で年間複数回のイベント民泊の禁止
同一地域で大規模なイベントが年に複数回開催されることがあるが、イベント民泊ガイドラインでは、
同一施設で年2回以上イベント民泊を実施することを禁止している。宿泊施設が不足するイベントが
複数存在していたとしても、事実上、どれか一つでしかイベント民泊を実施することができず、イベント
民泊の普及につながらない。そのため、同一施設であっても、宿泊施設が不足する場合には、年間
複数回のイベント民泊を可能とすべきである。

(2)宿泊者の入れ替わり禁止
イベントの中には、数週間から数か月に渡って開催されるものもあるが、イベントの開催期間が長期
になれば、当然宿泊者が入れ替わることが想定される。しかし、イベント民泊ガイドラインでは宿泊者
の入れ替わりが禁止されており、一度誰かが宿泊した施設には、イベント開催中であっても他の人は
宿泊することができない。このため、事実上イベント開催期間の最初しかイベント民泊ができないこと
となり、宿泊施設の不足という課題解決につながらない。そのため、イベント期間中であれば、宿泊者
の入れ替わりを可能とすべきである。

(3)その他実施が望ましいとされる事項
イベント民泊ガイドラインでは、自宅提供者への研修、宿泊者の本人確認、記録の保存、保険への加
入などを実施することが望ましいとされている。これらは、いずれも望ましいものとして書かれており、
義務とはされていないが、実際の運用上は、イベント民泊ガイドラインに記載があることを根拠に、自
治体から上記のような取組を求められることがある。イベント民泊は、旅館業法の適用外であり、法
的な制限を受けるものではない以上、行政が干渉することは法的根拠が不明確である。このような事
項については、本来は不必要であると考えるが、仮に記載するとしても、これらの事項は義務ではな
く、実施しなくても何ら問題がない旨を強調すべきである。

ヤフー株
式会社

厚生労
働省
国土交
通省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281129044
28年

11月29日
29年

1月16日
29年

5月31日

自動車税納
付書式の統
一化等につい
て

【具体的内容】
・各都道府県の自動車税納付書式の統一化を図るとともに、大量の自動車を所有する納税者に対
し、データ提供（車体番号、使用者等）すること。

【提案理由】
・自動車登録時の自動車取得税・自動車税申告書の様式は統一化が進んだが、定期賦課に関する
各都道府県の納付書の書式が統一されていない。
納付方法も多岐にわたってきたが、書式の統一化及びデータ提供により、大量の自動車を所有する
リース会社として、効率的な事務処理（所有自動車と自動車税納税の突合等）を行うことができ、納税
期限の順守、事務負担を軽減することができる。
・また、使用者を的確に管理できる観点からもデータ提供が望まれる。

(公社)
リース事
業協会

総務省
国土交
通省

【総務省】
　 自動車税の納税通知書（納付書）は、記載すべき事項（賦課の根拠
となった法律及び当該地方公共団体の条例の規定、納税者の住所及
び氏名、税額等）については、地方税法に規定されているところです。
一方、様式については、法令上定められておらず、各都道府県におい
て独自に作成していますが、記載内容及び体裁は概ね同様となってい
ます。

【国土交通省】
　所有者本人が請求する場合は、「自動車登録番号」又は「車台番号」
のいずれか一つで、登録情報の電子的提供を請求できることとしてい
ます。

地方税法第１条
第１項第６号
道路運送車両法
第22条

前段：そ
の他

後段：現
行制度下
で対応可
能

【総務省】
　 様式の統一については、法令上の制約はありませんが、全都道府県において統一するため
には全国的にシステム改修等が必要となり多大な行政コストが発生するため、費用対効果の
観点からも検討する必要があると考えます。

【国土交通省】
　 従来より、自動車の所有者である自動車リース会社が車両管理を目的とした請求を行う場合
には、自動車登録番号又は車台番号のいずれか一つで登録情報の電子的提供を請求できる
こととしています。

◎

281130003
28年

11月30日
28年

12月19日
29年

2月28日

自動車検査
証記載のＱＲ
コード対象項
目の拡大

【提案の具体的内容】
現在、自動車検査証（※１）の記載項目はＱＲコードとしてデータ化され、民間の事業会社にも利用さ
れているが、読取り可能な項目データが一部（※２）に限られているため、全ての記載内容を読取り可
能な形でデータ化したうえで、民間の事業会社による利用を開放すること（自動車検査証記載全情報
の把握）を要望する。

【提案理由】
取得・利用できる対象項目を拡大することにより、民間の事業会社の利便性がより高まると考えられ
る。特に保険会社においては、自動車検査証に記載のＱＲコードの読取りによって保険契約に必要な
データを正確かつ迅速に収集することが可能となる。例えば車両所有者の情報を取得できるようにな
れば、自動車保険の車両入替（保険対象自動車の変更）の手続きを行う際に、保険契約者から車検
証を提出いただく実務を削減することができるなど、お客さまの利便性向上に寄与するものと考えら
れる。
※１　登録車および軽自動車で名称の異なるもの全てを対象とする。
※２　自動車検査証に記載のＱＲコードから取得できる項目データは車検満了日、型式、初度登録年
月、登録番号、車台番号等の一部に限られており、所有者の氏名又は名称、所有者の住所、使用者
の氏名又は名称、使用者の住所など個人情報を含む項目は暗号化されている。

(一社)日
本損害
保険協
会

国土交
通省

自動車検査証の二次元コードについては、運輸支局等における自動車
検査登録業務の効率かつ円滑な実施のため、必要な事項に絞って自
動車検査証の枠外に記載しているものです。なお、この二次元コード
は、道路運送車両法（以下「法」という。）第５８条第２項に規定する自動
車検査証の記載事項ではないため、自動車の登録及び検査に関する
申請書等の様式等を定める省令で定めておりません（規制はない）。

－ 対応不可

　自動車検査証の余白部は限られており、かつ、一つの二次元コードに格納できる文字数は技
術的に限られていることから、現在、自動車検査証に記載している二次元コードは、自動車検
査登録業務の効率かつ円滑な実施に資する情報に限定しております。
　このため、全ての記載内容を二次元コードでデータ化することは物理的に困難であります。

　

①現在、地方税においては、自動車取得税のエコカー減税、自動車税
のグリーン化特例により、燃費基準値達成度等に応じて、税率を軽減
する措置を講じており、当該軽減措置の適用基準となる燃費基準値達
成度等は、車検証に記載されています。自動車取得税については、自
動車購入時に納税義務者が課税標準額、税額及びエコカー減税区分
その他必要な事項を記載した申告書を都道府県の税窓口に提出し、そ
の申告した税額を納付します。当該申告書には、グリーン化特例の適
用区分に関しても記載することとなっており、自動車税については、そ
の記載内容に基づき４月１日時点の所有者等に各都道府県から送付さ
れる税額等を記載した納税通知書を用いて金融機関等において納付し
ます。

②自動車税は、４月１日時点の所有者等に各都道府県から送付される
納税通知書を用いて金融機関、コンビニエンスストア等において納付す
ることとなっており、納付後には、あらかじめ納税通知書に添付されて
いる納税証明書（紙）が交付されます。その収納情報は、金融機関、コ
ンビニエンスストア等からのデータ送信や領収済通知書（紙）の送付を
受け、各都道府県の税基幹システムに取り込み、継続検査時に運輸支
局のシステムが当該収納情報を照会する仕組みとなっております。

③地方税法の規定により、各都道府県は自動車税の納税義務者（４月
１日時点の自動車の所有者等）に対し、納税通知書を交付しなければ
ならないこととされています。
  登録事項等証明書には個人情報を含むことから、登録情報の悪用の
防止を図ることを目的に、運輸支局等において、外見から容易に知りう
る「自動車登録番号」に加え、通常知りうる者が自動車の所有者及び
使用者やこれらの者と取引関係にある者等に限定される「車台番号」も
必要としています。
　なお、電子的に登録情報の提供を求める場合にあっては、所有者本
人が請求する場合は、「自動車登録番号」又は「車台番号」のいずれか
一つで請求できることとしています。

地方税法113条、
114条、118条～
124条、145条～
151条

①現行制
度下で対
応可能

②対応不
可

③現行制
度下で対
応可能

①自動車関係諸税の減免措置については、税制改正プロセスにより２、３年に一度、必要な見
直しが行われているところであり、その制度概要、対象車種一覧等については、関係省庁、地
方自治体のHP上で周知を行っております。
グリーン化特例による軽減後の税額は、各都道府県から納税義務者に通知されており、また、
関係機関より車種ごとの自動車取得税額、燃費基準値達成度、登録情報等のデータを入手で
きると承知しております。

②自動車税の収納情報に関しましては、金融機関やコンビニエンスストア等で納付した場合、
当該機関から各都道府県への情報の提供に数日を要するため、即日の反映は、困難となって
おります。自動車税の納付直後に継続検査を受ける必要がある場合には、あらかじめ納税通
知書に添付されている納税証明書（紙）により対応いただくようお願いいたします。

③現行制度においても、請求者が直接運輸支局等において登録事項等証明書の交付を求め
る場合にあっては、自動車登録番号と車台番号をあわせて明示することで請求ができることと
しています。
　なお、電子的に登録情報の提供を求める場合にあっては、従来より、自動車の所有者である
自動車リース会社が車両管理を目的とした請求をした場合には、自動車登録番号又は車台番
号のいずれか一つで請求できることとしています。

 281129043
28年

11月29日
29年

1月16日
29年

5月31日

自動車関連
諸税に関する
情報提供につ
いて

【具体的内容】
・所有者に対して自動車関連諸税・使用者に関する情報提供を行うこと。
①自動車関連諸税の減免措置について、データ等により提供すること。
②自動車税収納情報をデータ等により提供すること。
③使用者の情報を開示すること。

【提案理由】
①自動車に係る諸税の減免措置等により、自動車の課税額が毎年変動し、大量に自動車を所有す
るリース会社の事務負担が著しく増大している。現状、車検証の備考欄には、燃費等による軽減率
等の記載はあるものの、基準年度が改正されることにより、納付税額を正確に把握することができ
ず、混乱が生じている。
適正な納付税額を的確に判定できる情報、すなわち、減税の判定や納税額をリース会社がシステム
化することができるデータ等が情報提供されることにより、リース会社の事務負担が軽減される。
②自動車税収納情報反映のタイムラグ改善に向けた抜本的改善策の検討・実行と合わせ、収納状
況についてのデータ提供をお願いしたい。
リース車両の自動車税はリース会社が納税義務者であるが、契約車両のメインテナンス、車両管理
もリース会社が担っており、収納情報の確認が必要となる。
陸運支局での自動車税収納確認が電子化されたことで、継続車検時に自動車税納税証明書の提示
が省略可能となったが、金融機関やコンビニエンスストアで納付した場合、都道府県と運輸支局間で
の収納情報反映に数日～１週間程度は必要となっている状況であり、迅速な情報の反映ができな
い。
③自動車税納税通知書を受領した際に、使用者が不明な場合がある。所有者が使用者を確認する
ために登録事項証明書の交付請求をしても、個人情報を理由に交付請求が認められない。

(公社)
リース事
業協会

総務省
国土交
通省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281130008
28年

11月30日
28年

12月19日
29年

2月28日

自動車検査
登録情報提
供サービス
（AIRIS）およ
び軽自動車
検査情報提
供サービスの
情報提供要
件の緩和等

【提案の具体的内容】
・自動車保険の契約の際に契約者から車台番号や所有者等情報を電磁的に取得することについて
了解をいただくことを前提として、損害保険業界からのアクセスに限り、一般財団法人自動車検査登
録情報協会（自検協）から提供される自動車検査登録情報提供サービス（AIRIS）および一般社団法
人全国軽自動車協会連合会から提供される軽自動車検査情報提供サービス（以下、「両サービス」）
について、登録番号のみの照会により取得可能な項目を「車台番号」および「所有者等情報」にまで
拡大していただきたい。
・両サービスについて利用料金の更なる低コスト化を図っていただきたい。
・両サービスの平日の利用時間の拡大および軽自動車検査情報提供サービスの土日祝日のサービ
ス対象化について検討いただきたい。
・両サービスを統合していただきたい。

【提案理由】
・現在、両サービスにおいては、登録番号のみの照会では、車台番号や所有者等情報を取得するこ
とができない。
損害保険会社は、自動車保険の引受けを行うにあたり、車台番号や所有者情報を契約者からの申
告により取得しているが、登録番号のみで車台番号や所有者等情報を取得することが可能となれ
ば、契約者から登録番号のみを確認すればよいこととなるため、契約手続きに要する時間が短縮さ
れ契約者利便の大幅な向上が図られる。併せて、契約者からの申告誤りも無くなるため、事後的な
契約訂正等の対応も不要となり、この点でも契約者利便の大幅な向上が図られる。
・現在、自動車の「登録情報」は、登録車についてはAIRIS、軽自動車については軽自動車検査情報
提供サービスにより情報を取得することが可能である。
登録番号のみの照会で車台番号等の取得が可能となった場合、両サービスを統合いただければ、登
録番号のみでは登録車か軽自動車かの判別ができないケース（例えば５ナンバー）において、両サー
ビスにそれぞれ照会することが不要となり、効率的な業務遂行が可能となる。

(一社)日
本損害
保険協
会

国土交
通省

〔自動車検査登録情報サービス〕
　自動車登録情報の請求にあたっては、個人情報保護の観点から、登
録情報の悪用の防止を図ることを目的に登録番号及び車台番号の両
方を必要としているところ、電子的情報提供にあたっては、所有者本人
が請求する場合は登録番号又は車台番号はいずれか一つでいいこと
となっております。
　自動車登録情報の電子的提供については、道路運送車両法第22条
第3項の規定に基づき、同法第96条の15から第96条の17までの規定に
より国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録情報提供機関」とい
う。）が行うこととしており、登録の要件としては、「登録を申請した者が
電子計算機及び情報提供業務に必要なプログラムを有するものである
ときは、その登録をしなければならない。」となっております。
　利用料金については登録情報提供機関がそのサービスに係るシステ
ム等の経費を踏まえて独自に設定しているものであって、著しく不当な
場合以外に行政が関与しているものではありません。
　利用時間については、登録情報提供機関において定めているもので
あり、データのバックアップ等のシステムメンテナンス業務のため、平日
及び土日祝日の17:00～9:00（年末年始（12月29日～1月3日）にあって
は全日）はサービス利用対象外とされています。
　なお、平成25年11月より、土日祝日の9:00～17:00（年末年始（12月29
日～1月3日）にあっては対象外）についても利用時間を拡大したところ
です。

〔軽自動車検査情報提供サービス〕
　軽自動車の検査情報にかかる電子提供については、国土交通大臣
の認可を受けた業務方法書に基づき、軽自動車検査協会の業務として
軽自動車検査ファイルに記録された情報の提供を行っています。
　当該業務の運用等については、軽自動車検査協会において軽自動
車検査情報提供業務取扱規程を定め、同規程第１６条から１８条まで
の規定により軽自動車検査協会の承認を受けたもの（以下「承認情報
提供機関」という。）が行うこととされています。
　利用料金については承認情報提供機関がそのサービスに係るシステ
ム等の経費を踏まえて独自に設定しているものであって、著しく不当な
場合以外に行政が関与しているものではありません。
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　利用時間については、承認情報提供機関において定めているもので
あり、データのバックアップ等のシステムメンテナンス業務のため、平日
の17:00～9:00及び土日祝日（年末年始（12月29日～1月3日））はサー
ビス利用対象外とされています。

車両法第22条第
3項、第96条の15
～第96条の17。
軽自動車につい
ては、軽自動車
検査協会業務方
法書第16条第1
項第5号（道路運
送車両法第76条
の28第1項に基づ
き認可されたも
の）、軽自動車検
査情報提供業務
取扱規程

制度：現
行制度下
で対応可
能

サービス
統合：現
行制度下
で対応可
能

利用時間
・自動車
検査登録
情報サー
ビス：対応
・軽自動
車検査情
報提供
サービス：
検討を予
定

利用料
金：事実
誤認

・登録番号から｢所有者等情報｣のサービス提供について
　道路運送車両法は自動車の所有権の公証等を目的として、何人も登録情報を記載した登録
事項等証明書の交付を請求できることとされていますが、これを悪用し、自動車窃盗等の犯罪
を行おうとする者が登録事項等証明書を請求し、自動車の所有者の住所等を調べ、犯罪に悪
用する等の不正事案も見受けられたため、平成19年の省令改正において、登録事項等証明書
の請求の際に車台番号も必要とすることとしております。
　また、情報提供サービスを利用されている各損害保険会社が保有している契約データには、
所有者氏名・使用者氏名のほか、自動車登録番号（車両番号）、車台番号、車名、通称名、自
動車の種別、総排気量又は定格出力等が含まれているとのことですので、この内容から登録
自動車（普通・小型）、軽自動車の別を区分することが可能であることから、自動車の登録情報
及び軽自動車の検査情報ごとにそれぞれの情報提供サービスを利用いただくことが可能と考
えます。
・両サービス統合について
　両サービスの統合については現行制度においても法令等の規定どおり、登録情報提供機関
等に係る申請により、登録又は承認がなされた登録情報提供機関等になることは可能です。

・利用時間及び利用料金について
〔自動車検査登録情報サービス〕
　利用時間及び利用料金については、登録情報提供機関において定めており、その拡大及び
低コスト化が可能かどうかは登録情報提供機関において判断されることとなります。
　なお、利用時間については利用者等からの意見を踏まえ、既存登録情報提供機関からの要
望があったことに伴い、国側のシステムにおける、自動車検査登録業務の終了後に実施してい
るデータのバックアップ等のシステムメンテナンス業務への影響や保守経費等の運用経費の増
加等も考慮した結果、平成29年1月より、平日及び土日祝日においても9:00～21:00（年末年始
（12月29日～1月3日）にあっては対象外）と利用時間を拡大したところです。

〔軽自動車検査情報提供サービス〕
　利用時間及び利用料金については、承認情報提供機関において定めており、その拡大及び
低コスト化が可能かどうかは承認情報提供機関において判断されることとなります。
　なお、今後、利用者等からの意見を踏まえ、既存承認情報提供機関から利用時間の拡大及
び利用料金の低コスト化についての要望があった場合には、軽自動車検査協会のシステムに
おける検査業務の終了後に実施しているデータのバックアップ等のシステムメンテナンス業務
への影響や保守経費等の運用経費の増加等による情報提供料金の増加も踏まえ費用対効果
を考慮しつつ、対応が可能かどうか検討いたします。

　

281130066
28年

11月30日
28年

12月19日
29年

3月31日

許可要件の
担保が、複数
にまたがる横
断的な手続き
の証明方法
及び、審査基
準の設定（建
築審査課の
場合）

旅館業、倉庫業等の許可や登録申請において、施設基準が要件となる場合があるが、申請窓口で
は、建築基準法の適合性について確認するよう求められる（事案は後述）。
しかし、建築審査課は、建築基準法に基づく確認申請書の受理や中間検査、完了検査を前提に建築
基準法の適合性を審査することから、このような他法令に関する適合性の判断については対応でき
ない旨、回答されることが多々ある。
行政手続法上、他法令の不適合を理由に該当法令の申請を不許可はできないが、一方で営業に重
要な影響を及ぼす建築基準法の適合性につき担保をはかることは頷ける。
例えば旅館、興行場営業に関しての消防法令に基づく「適合通知書」のような、許可申請を前提とし
た証明・担保の仕組みを要望したい。また、自治体ごとに運用や基準が異なる点も改善されれば、尚
良い。

（事案１）
建築基準法上の「倉庫業を営まない倉庫」で確認申請がされている物件では、原則、倉庫業登録の
申請は認められていないが、倉庫業法が求める施設基準を満たし、所管の建築審査課の見解確認
書を提出すれば、倉庫業登録が行える。
この際の見解確認書の記載内容は任意で、押印等も求められておらず、そもそもこのような運用自体
も自治体ごとに異なることから、対応不可能な自治体もある。
※建築確認申請した際、「倉庫業を営む倉庫」として申請したが、自治体の判断で「倉庫業を営まな
い倉庫」とされる場合や、もともと自家用倉庫であった場合、いずれも同様の指導がなされる。

（事案２）
旅館業法の許可申請時の事前相談の場面で必ず「建築基準法上の問題はないか」の確認がなされ
る。
　しかし、建築審査課の行なう審査は違反建築でないことが前提あり、実務上、不用意な返事をする
ことはない。（本来、建築士が計画したものは、適法であるはずという前提で、審査課はそれを「確認」
するという運用）
　これを解消するのは、建築士に計画と図面作成を依頼し、事前協議を代理してもらう方法だが、全
ての責任を一個人である建築士に背負わせる構造にもなり、これを容易に受任できる者も限られる。
また、木造二階建て程度であれば、行政側から法12条報告を求めてもらうというスキームも考えられ
るが、非木造や木造３階建以上では、建築当時の法律に適合しているかを証明するため壁体内の筋
交いや接合などすべて確認することになり、現実的に不可能とも言える。

服部行
政法務
事務所

国土交
通省

建築基準法においては、個々の建築物が法令の定める基準に適合し
て建築されるよう担保するために、建築工事の着工前、特定の工程に
係る工事の完了後、全体工事の完了後のタイミングにおいて、建築物
の規模等に応じて建築主事等がその建築物又はその計画の適法性を
確認することとしている。

建築基準法第6
条、第7条

現行制度
下で対応
可能

ご提案の趣旨が、既存建築物(倉庫業を営まない倉庫として建築確認申請を行ったもの等)につ
いて、建築基準法への適合を確認することが困難である、という支障があるという内容として捉
えた上で、下記の通り回答させていただきます。
建築基準法上は、旅館業、倉庫業の許可や登録において、建築基準法への適合を示すことを
求めてはいないことから、こうした手続において建築基準法への適合を示すための「適合通知
書」にあたるものを定めてはおりません。
なお、建築物が竣工した際に完了検査を受けた建築物については、検査済証により竣工時点
での建築基準法に適合することを確認することができます。
また、既存建築物の増改築等を行う際に、建築基準法への適合を確認することが必要となる場
合があることから、既存建築物の法適合状況を可能な範囲で確認するための方法について「検
査済証のない建築物に係る指定確認検査機関等を活用した建築基準法適合状況調査のため
のガイドライン」で示しています。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281130070
28年

11月30日
28年

12月19日
29年

2月28日

タクシーによ
る貨物輸送の
実現

現状、タクシーが貨物を有償で運送することは、貨物自動車運送事業法の規定に抵触する。

しかし、機動力に優れるタクシーが貨物を輸送することを認めることにより、オンデマンドの需要を持
つユーザー利便性の向上に資するとともに、都内で５０％を超えるとされる空車時を有効に活用しタク
シー事業者の生産性を向上させることができる。

タクシー事業者は貨物事業者に比べてより一層安全確保のための措置をとることとされていること、
タクシーが旅客を運送する際には、通常、荷物も一緒に運送していることなどからすれば、少なくとも
少量の貨物であれば、タクシーが貨物を輸送することによって輸送の安全に問題が生じるとは考えら
れない。

そこで、少量の貨物であること、料金について届出をするなど貨物運送事業との調和を図りつつ、一
定の要件のもとで、タクシーによる貨物輸送を認めるべき。

新経済
連盟

国土交
通省

現在、タクシーを用いて貨物自動車運送事業を行うことはできないこと
となっております。

貨物自動車運送
事業法

検討を予
定

　ご提案のタクシーによる有償の貨物運送については、過疎地域等における物流の確保及び
運送事業者の生産性の向上の観点から有効であるものと考えます。
　一方、タクシーについてはその性質上、利用者の運行先が事前に決まっていないことが多く、
タクシー利用者の利便性を確保しつつ、同時に円滑な貨物輸送を確保することは、困難である
ものと考えます。
　このため、タクシー利用者の利便性の確保及び円滑な貨物輸送の確保のため、貨物自動車
運送事業法上の必要な手続きを経た上で、タクシーの空車時を活用してタクシーが一定荷量の
貨物を運送できるよう、まずは地域を限定して実証的に行う方向で検討してまいります。

　

国土交
通省

自動車による旅客の運送については、安全の確保、利用者の保護等
の観点から、道路運送法上の事業許可等を得ることが求められていま
す。具体的には、事業用自動車の使用、第二種免許の取得、日々の運
行管理・車両整備管理、保険加入等が義務付けられています。

道路運送法4条1
項、23条、25条、
27条、78条、96
条、97条　等

対応不可

○　本提案では、プラットフォーム側に新たに運行記録の保存や運転者リストの作成などの対
応を求めるものとしておりますが、これらの措置は、運行管理や車両整備管理等について責任
を負う主体を置いたものとは言えないと考えております。運行管理や車両整備管理に責任を有
する者を選任し、運転者の健康管理や酒気帯びの状況を確認させるとともに、自家用自動車よ
りも高い頻度で車両の点検を行わせること等により、過労運転や技能未熟を防ぎ、未然に事故
を防止する対策が必要であり、本提案ではこうした対策が不十分であると考えております。

○　本提案は、ドライバー及びプラットフォームに保険加入を義務付け、事故時の被害者の損
害をカバーするとしておりますが、これらの措置はプラットフォーム側に事故の当事者としての
責任を負わせることなく、単に事故発生時のドライバーの賠償責任を保険でカバーするとしてい
るものと考えられ、このような形では国民の理解を得られないと考えております。なお、運送事
業者は、自動車損害賠償保障法の「運行供用者」として、民法の特例（故意又は過失の立証責
任の転換）として厳格な民事上の責任を負っております。

○　自家用車を用いたライドシェアについては、ドイツ、フランス、イギリス（ロンドン市）、韓国等
において禁止されております。
　　また、プラットフォームとドライバーの関係について、ドライバーの地位や待遇が世界各地で
問題になっております。例えば、平成２８年１０月、ロンドン雇用審判所が、ドライバーを労働者
と認め、最低賃金の適用や有給休暇の付与等の権利を保障すべきと判断しました。その他、米
国カリフォルニア州、マサチューセッツ州などでも訴訟が起きています。さらに、日本国内約３４
万人のタクシー運転者の労働環境にも深刻な影響を与えることも懸念されます。

○　我が国の特に都市部においては、タクシーは供給過剰状態にあり、輸送サービスを追加す
る必要性に乏しい状況にあります。
　　なお、バス・タクシー等が不十分である地域において、安全を確保しつつ地域住民の足とし
て自家用車を活用する自家用有償運送制度が平成１８年から実施されており、昨年６月には、
国家戦略特区においてその運送の対象範囲を観光客にも拡大するための法改正が行われた
ところです。

○　以上のとおり、本提案の内容は、安全確保、利用者保護等の観点から適切ではないと考え
ております。

　281130068
28年

11月30日
28年

12月19日
29年

3月31日

ライドシェアの
実現のための
法環境の整
備

ライドシェアの実現により、①消費者利便性の向上、②働き方改革、③スマートシティ、④経済効果な
どのさまざまな効果が期待できる。また、供給の柔軟性により既存サービスでは解決できない課題
（交通空白区域におけるモビリティ確保等）の解決にも資する。
しかし、現行の道路運送法はシェアリングエコノミーという形態を想定していないため、我が国ではラ
イドシェアを行うことができない。

従来の業法は、事業者であるサービス提供者に規制をかけることにより質を担保していた。しかし、
シェアリングエコノミーでは個人が供給者となるため、同じ規制を適用すると供給者にとっては過大な
負担となり機能しない。そこで、シェアリングエコノミーにおいてプラットフォームが果たす機能の重要
性に着目し、ドライバーに対する規制を一定程度緩和する代わりにプラットフォームにも一定の責任を
課すことにより、安全性等を担保する制度とすべきである。

具体的には、以下の制度設計とすべきである。
①プラットフォーム・ドライバーの双方に一定の責任を課す制度とする。
②プラットフォームの責任として、行政庁への登録、一定の運行管理、重大事故時の所管官庁への
報告及びドライバー利用停止措置、保険加入等を義務付ける。義務を果たさないプラットフォームに
対しては登録取消を含む措置をとる。
③ドライバーの責任として、行政庁への届出、認定講習の受講、アルコールチェックの実施、保険加
入等を義務付ける。

上記のような制度設計によれば、プラットフォーム及びドライバー両者の責任が相まって、安全性を十
分に担保することが可能であると考える。
仮に所管省庁が上記措置で不十分と考えるのであれば、具体的にどのような代替措置をとれば十分
になるのかという観点から議論すべきであり、そうした検討を行うための場を政府内に設けるべきで
ある。

なお、当連盟が昨年１０月に提出した提案に対して国交省から対応不可との回答をいただいている
が、国交省がその理由として掲げる事由には疑義があると考えている。
※制度設計案及び国交省が対応不可とする見解への反論等の詳細については、当連盟が本年１１
月３０日に公表した提案「ライドシェア実現に向けて」（http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=562）を参
照

新経済
連盟



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281214008
28年

12月14日
29年

1月16日
29年

6月30日

一定規模の
乗合バス事業
者採用の運
転士に限定し
た大型第二
種免許の取
得要件の緩
和

【具体的内容】
事業用バス（旅客自動車運送事業）を運転するためには、大型自動車第二種免許（以下「大型第二
種免許」という）が必要である。その試験受験資格は、「21歳以上」「普通免許等の通算保有期間が３
年以上」である。これを、一定規模の車両台数を保有する乗合バス事業者（一般乗合旅客自動車運
送事業者）が採用した運転士で、１年間の所定研修を受けた者に対しては、受験資格を「19歳以上」
「普通免許等の通算保有期間を１年以上」に緩和する。ただし、取得後二年間は、一般乗合バス（高
速バスを除く乗合バス）の運転のみ可能とする限定免許とする。

【提案理由】
人口構造の変化を主因としてバス業界では運転士の不足が経営上の最大の課題となっている。生産
年齢人口が更に減少する環境下において運転士を安定的に確保するためには、事業者の募集・採
用努力だけでは限界がある。特に、若年層の確保という点で、高校新卒者（18歳）は上記の大型第二
種免許の受験資格を満たさないため、入社後最低3年間は運転士以外の職種に従事せざるを得ず、
職業選択の妨げとなっている。他の業界・業種との人材獲得競争においても不利といえるため、本件
を提案するものである。尚、受験資格の緩和によって交通事故の増加を懸念する意見が出されること
が予想されるが、一定規模以上の事業者は、法定の安全管理・労務管理を徹底し、運転士の研修・
育成体制も整っている。かつ、免許取得後の一定期間を、重大な事故発生の可能性が低いローカル
の路線バスに限定することで対処する。

株式会
社みちの
りホール
ディング
ス

警察庁
国土交
通省

道路交通法（昭和35年法律第105号）では、バス、タクシー等の旅客自
動車運送事業において、旅客を運送する目的で自動車を運転する場
合には、第二種免許を要することとされており、また、その受験資格は
21歳以上の者で、大型免許、中型免許、準中型免許、普通免許又は大
型特殊免許を現に受けている者に該当し、かつ、これらの免許のいず
れかを受けていた期間（当該免許の効力が停止されていた期間を除
く。）が通算して３年（旅客自動車の運転に関する教習を行う施設で公
安委員会が指定したものにおける教習を修了した者等の政令で定める
ものにあっては、２年）以上のものとされています。

・　道路交通法第
86条、第88条及
び第96条
・　道路交通法施
行令（昭和35年
政令第270号）第
34条

検討に着
手

　第二種免許の受験資格については、本年６月９日に閣議決定された「規制改革実施計画」に
おいて、「第二種運転免許受験資格の年齢要件の根拠の更なる適正分析が必要である、少子
化等を背景に運転手不足が深刻化する中、年齢要件に一切の特例措置がないため若年層が
旅客自動車運送事業の運転手への志望をしづらい状況にあるとの指摘に加え、自動車技術の
進展、安全性確保の観点等を踏まえ、21歳以上を受験資格の要件とする根拠についてより適
正な手法に配意しつつ分析し、結果を明示するとともに、その結果に基づき、旅客自動車運送
事業の安全確保を所掌する事業所管官庁、事業者等の旅客自動車運送事業の実態や交通安
全に関する知見を有する関係者が幅広く参画する検討の場を設置し、21歳以上という第二種
運転免許受験資格の年齢要件の適否や、現行制度が年齢要件で担保しようとしている運転手
としての資質等について、事業者による安全担保措置を含め、研修や他の方法で補完すること
の適否等第二種運転免許制度の今後の在り方を総合的に検討する。」（平成29年検討開始、
結論を得次第速やかに措置）とされたところです。
  　警察庁としては、この内容に従って対応してまいります。

◎

290111011
29年

1月11日
29年

1月31日
29年

4月28日

生産緑地法
に関する規制
緩和

生産緑地法第10条に生産緑地の買い取りの申出が定められております。同条後段において、「当該
生産緑地が他人の権利の目的となつているときは、第十二条第一項又は第二項の規定による買い
取る旨の通知書の発送を条件として当該権利を消滅させる旨の当該権利を有する者の書面を添付し
なければならない。」と定められ、ここにおける”他人の権利の目的”について、国土交通省は「生産
緑地法の解説と運用―生産緑地法の改正と農地税制」1991年刊行、建設省都市局都市計画課・公
園緑地課監修の書籍の中で送電地役権者を含むと書いてあることを理由に地方自治体に対しても同
様の取り扱いをすることを求めています。
しかしながら、送電会社は送電地役権を一度設定すると解除することを想定しておらず、生産緑地法
第10条後段に定める書面の作成をしてくれません。なぜなら新たな送電計画の設定と新たな送電鉄
塔などの建設と莫大な予算と時間を費やすものであることが自明だからです。その結果として生産緑
地法に定める買い取り申出ができず土地所有者に過大な負担を強いる結果となっています。
一方で、送電地役権はその高い公共性から土地収用法の対象となっております（第三条17号）また通
商産業省は 送電線の建設等に際しては、他人の土地等の一時的な利用が必要となることがあるた
め、土地収用法以外にも電気事業の公益性に鑑み、電気事業法その他の個別法において、各種「公
益事業特権」を規定しています。さらに、1991年当時と異なり国有財産法 地方自治法が改正され、行
政財産である土地に地上権・ 地役権を設定することが可能となっており、送電地役権設定がされて
いる土地でも行政財産とすることが可能となっています。

以上のことから、生産緑地法第10条後段に定める「当該生産緑地が他人の権利の目的となつている
とき」に送電地役権は該当しないと取り扱いを変更して欲しい。

個人
国土交
通省

生産緑地の所有者は、生産緑地として告示された日から30年が経過し
たとき、又は農林漁業の主たる従事者が死亡等の理由により農林漁業
に従事することができなくなったときは、市町村長に対し、当該生産緑
地の買取りを申し出ることができます。この場合において、当該生産緑
地が他人の権利の目的となっているときは、当該権利を消滅させる旨
の当該権利を有する者の書面を添付しなければならないとされていま
す。

生産緑地法第10
条

現行制度
下で対応
可能

生産緑地法第10条においては、他人の権利の目的となっている生産緑地について、買い取る
旨の通知書の発送を条件として、当該権利を消滅させる旨の当該権利を有する者の書面を添
付しなければならないと規定されております。
これは、生産緑地の買取り申出があった場合に、当該土地に所有権以外の権利が存在する場
合には、土地の所有権帰属後の権利関係が複雑化し、生産緑地の管理に支障を及ぼすことが
予想されるため、このような支障を排除するため設けているところです。
このような趣旨にかんがみれば、生産緑地に地役権が設定されている場合であっても、事前に
当該地役権を有する者との十分な調整が行われ、買取り後の権利関係の複雑化や土地の管
理への支障が生じないことが確保される場合には、市町村長の判断により、買取り申出が可能
となるものと考えております。

281202003
28年

12月2日
29年

1月16日
29年

3月31日

許可要件の
担保が複数
の官公署にま
たがる横断的
な案件による
基準証明方
法及び、審査
基準の設定
について

旅館業、倉庫業等の許可や登録申請において施設基準が要件となる場合があるが、営業許可申請
窓口では建築基準法の適合性について確認するよう求められる（事案は後述する）。しかし、建築審
査課は建築基準法に基づく確認申請書の受理や中間検査、完了検査を前提に建築基準法の適合性
を審査することから、このような他法令に関する適合性の判断については対応できない旨回答される
ことが多々ある。行政手続法上、他法令の不適合を理由に該当法令の申請を不許可はできないと考
えるが、一方で営業に重要な影響を及ぼす建築基準法の適合性につき証明を求めることも頷ける。
そこで、建築基準法に関しても例えば旅館、興行場営業に関しての消防法令に基づく「適合通知書」
のような営業許可申請を前提とした証明・担保の仕組みを切望する。また自治体ごとに運用や基準
が異なる点も改善されれば尚良い。

（事案１）建築基準法上の「倉庫業を営まない倉庫」で確認申請がされている物件では、原則、倉庫業
登録の申請は認められていないが、倉庫業法が求める施設基準を満たし所管の建築審査課の見解
確認書を提出すれば倉庫業登録が行える。この際の見解確認書の記載内容は任意であり押印等も
求められておらず、そもそもこのような運用自体も自治体ごとに異なることから、対応不可能な自治体
もある。※建築確認申請した際「倉庫業を営む倉庫」として申請したが、自治体の判断で「倉庫業を営
まない倉庫」とされる場合やもともと自家用倉庫であった場合、いずれも同様の指導がなされる。

（事案２）旅館業法の許可申請時の事前相談の場面で必ず「建築基準法上の問題はないか」の確認
がなされる。しかし、建築審査課の行う審査は違反建築でないことが前提にあり、実務上不用意な返
事をすることはない。（本来、建築士が計画したものは適法であるはずという前提で、審査課はそれを
「確認」するという運用）これを解消するのはコストをかけ建築士に計画と図面作成を依頼し、事前協
議を代理してもらう方法だが、全ての責任を一個人である建築士に背負わせる構造にもなり、これを
容易に受任できる者も限られる。また、木造二階建て程度であれば、行政側から法12条報告を求め
てもらうというスキームも考えられるが、非木造や木造３階建以上では建築当時の法律に適合してい
るかを証明するため壁体内の筋交いや接合などすべて確認することになり、現実的に不可能とも言
える。

日本行
政書士
会連合
会

国土交
通省

建築基準法においては、個々の建築物が法令の定める基準に適合し
て建築されるよう担保するために、建築工事の着工前、特定の工程に
係る工事の完了後、全体工事の完了後のタイミングにおいて、建築物
の規模等に応じて建築主事等がその建築物又はその計画の適法性を
確認することとしている。

建築基準法第6
条、第7条

現行制度
下で対応
可能

ご提案の趣旨が、既存建築物(倉庫業を営まない倉庫として建築確認申請を行ったもの等)につ
いて、建築基準法への適合を確認することが困難である、という支障があるという内容として捉
えた上で、下記の通り回答させていただきます。
建築基準法上は、旅館業、倉庫業の許可や登録において、建築基準法への適合を示すことを
求めてはいないことから、こうした手続において建築基準法への適合を示すための「適合通知
書」にあたるものを定めてはおりません。
なお、建築物が竣工した際に完了検査を受けた建築物については、検査済証により竣工時点
での建築基準法に適合することを確認することができます。
また、既存建築物の増改築等を行う際に、建築基準法への適合を確認することが必要となる場
合があることから、既存建築物の法適合状況を可能な範囲で確認するための方法について「検
査済証のない建築物に係る指定確認検査機関等を活用した建築基準法適合状況調査のため
のガイドライン」で示しています。

　



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

１．建築基準法第
36条、建築基準
法施行令第114
条

２．建築基準法第
35条、建築基準
法施行令第126
条の２

３．建築基準法第
35条の２、建築基
準法施行令第
128条の４、第129
条

４．建築基準法第
35条、建築基準
法施行令第23条

1.～3.現
行制度下
で対応可
能

4.検討を
予定

　建築基準法の規制は、国民の生命を守るための最低限度の基準を定めたものであるため、
規制の緩和は、技術的な検討を行い、代替措置の安全性を十分に確かめる必要があります。
　用途については、防火避難上の安全性や市街地環境の保全の観点から分類されており、利
用実態から判断されます。「住宅」は特定少数の居住の用に供するものであり、「ホテル・旅館」
は不特定の利用者で避難経路を熟知しない者の利用が想定されることから、同じ用途として取
り扱うことはできません。
　１．～３．防火上主要な間仕切壁や排煙設備、内装制限などの規定については、防火上・避
難上の安全性を確保する観点から、用途や規模に応じて適用関係が定められているため、ホ
テル・旅館において戸建住宅と同様の規定を適用することは困難です。なお、これらについて
は、これまで安全性に関し技術的な整理ができたものについては順次合理化してきており、規
模の大きなものを除けば、連動型住宅用防災警報器等の設置などの代替措置によって、用途
変更することも既に可能です。また、個別に避難安全検証の実施により安全性を確認すること
もできます。
　４．屋内階段の寸法については、今後、技術的検証をもとに、一定の要件（規模や追加の安
全措置等）を満たした階段においては、寸法の基準を緩和できるよう、平成29年度に告示の改
正を検討しています。

△290119003
29年

1月19日
29年

1月31日
29年

4月28日

戸建住宅を宿
泊施設として
活用するため
の規制緩和
（建築基準法
における用途
変更における
規制緩和）

【提案目的】
　訪日観光客の増加，宿泊施設の不足が課題となる中，伝統的な日本家屋を改修した宿泊施設が
観光客から人気を集めているが，全国各地では，空き家が増加し，生活環境等の観点から問題と
なっている。
　国では，規制改革実施計画（Ｈ２８．６．２閣議決定）において，ホテル・旅館に対する規制の見直し
についても，民泊に対する規制の内容・程度との均衡も踏まえ，早急に検討することとしている。
 建築基準法の取扱いを見直し，空き家の戸建住宅の宿泊施設への利用拡大により，観光客の多様
な宿泊ニーズへの対応，宿泊施設不足の解消，空き家の有効活用を促進するため，提案する。

【提案内容】
 戸建住宅を宿泊施設として旅館業を行う場合，次の利用が想定されることから，建築基準法の規制
を戸建住宅と同様の規制に緩和すること。
（１）想定事例
１．宿泊施設の利用形態が家族や友人などの特定の１グループ
２.１０人以下など少人数への１棟貸
３．住宅の規模が２階以下かつ３００平方メートル未満
（２）建築基準法の取扱い
　上記（１）の場合，住宅とみなして建築基準法を適用することとし，ホテル・旅館への用途変更を不要
とすること。
　ホテル・旅館への用途変更を不要とする対応ができない場合，上記（１）の想定事例に係る戸建住
宅については，建築基準法上のホテル・旅館に係る次の規制を戸建住宅と同様の基準に緩和するこ
と。
１．界壁・間仕切壁
２．排煙設備の設置
３．内装制限
４．屋内階段の寸法

【懸念される課題】
　本県では，観光客を県内に宿泊させるため，日本家屋の空き家を宿泊施設として有効活用すること
が必要と考えている。空き家をホテル・旅館に用途変更する場合，建築基準法に定める基準を満た
す必要があるが，古民家などの空き家が持つ魅力の低減や修繕による事業者の負担増につながり，
空き家の宿泊施設としての利用が進んでいない。また，本県提案事例は，一般住宅に宿泊する場合
とその性能・用途が同様であり，戸建住宅と同様の規制とすべきである。

【民間事業者のニーズ】
　戸建住宅を活用した宿泊施設を運営する事業者，不動産業者等へヒアリングを行った結果，建築
基準法の規制を緩和する本県提案に賛同し，次の要望をいただいている。
（例）現行制度では，画一的な規制により物件の持ち味が失われることもあるため，規制を緩和しても
らいたい，など。

広島県
国土交
通省

建築基準法においては、建築物の用途に応じて、防火上、避難上等の
支障がないように最低限の基準を求めているところです。旅館業を営
む宿泊施設等については、建築基準法の用途は、原則として旅館・ホ
テルとしています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

建築基準法第48
条

現行制度
下で対応
可能

　規制改革実施計画（平成28年6月2日閣議決定）において、新たな枠組みの中で実施される民
泊サービスを住居専用地域内でも可能としたのは、苦情への対応の義務化など一定のトラブル
防止措置が講じられ、年間提供日数の上限を半年未満（180日以下）とするなど「一定の要件」
が設けられることを前提としています。
　ただし、以下の場合には、当該枠組みに基づかない場合についても立地することが可能で
す。
①特定行政庁が、市街地における環境を害するおそれがない等と認めて許可した場合
②特別用途地区や地区計画等を活用して、条例により建築物の用途規制の緩和を定めた場合
③地方公共団体が、土地利用の動向を勘案し、土地利用計画の実現を図るため適切な用途地
域へ変更する場合
　特にホテル・旅館の立地の必要性の高い地域については、①の個別許可による対応よりも
②、③の都市計画による対応が望ましいと考えられます。
　なお、既に箱根町などでは、特別用途地区の活用により住居専用地域においてホテル・旅館
を立地可能としており、近隣住民等利害関係者の理解を得た上で同様に緩和することで対応
可能と考えます。

290119005
29年

1月19日
29年

1月31日
29年

4月28日

戸建住宅を宿
泊施設として
活用するため
の規制緩和
（建築制限の
ある用途地域
に建築を許可
する基準の明
確化）

【提案目的】
　訪日観光客が増加し，宿泊施設の不足が課題となる中，伝統的な日本家屋を改修した宿泊施設が
観光客から人気を集めている。一方，全国各地では，空き家が増加し，生活環境，防災，防犯の観点
から問題となっている。
　国では，規制改革実施計画（Ｈ２８．６．２閣議決定）において，ホテル・旅館に対する規制の見直し
についても，民泊に対する規制の内容・程度との均衡も踏まえ，早急に検討することとしている。
　建築基準法の取扱いを見直し，空き家の戸建住宅の宿泊施設への利用を拡大することにより，観
光客の多様な宿泊ニーズに対応するとともに，宿泊施設不足の解消，空き家の有効活用を促進する
ため，次のとおり提案する。

【提案内容】
　戸建住宅を宿泊施設として旅館業を行う場合は，次の利用が想定されることから，建築基準法の規
制を戸建住宅と同様の規制に緩和すること。
（１）想定事例
１．宿泊施設の利用形態が家族や友人などの特定の１グループ
２．１０人以下など少人数への１棟貸
３．住宅の規模が２階以下かつ３００平方メートル未満

（２）建築基準法の取扱い
　上記（１）の場合，住宅とみなして建築基準法を適用すること。
　住宅とみなして建築基準法を適用できない場合，特定行政庁が都市計画法上のホテル・旅館の建
築制限のある用途地域に建築を許可する際の基準の明確化を求める。

【懸念される課題】
　規制改革実施計画（Ｈ２８．６．２閣議決定）では，ホテル・旅館の建築制限のある住居専用地域に
おいて，民泊サービスの実施を可能とすることとしている。今後，ホテル・旅館の建築制限のある住居
専用地域において，民泊サービスのほか，空き家をホテル・旅館とする事例の増加が予想される。
　今後，ホテル・旅館の建築制限のある用途地域における建築の許可基準を明確化，公表すること
により，事務の円滑かつ効率的な運用を行う必要がある。

広島県
国土交
通省

　建築基準法第48条の用途規制は、市街地の環境を保全するための
制限であり、それぞれの用途地域の目的に応じて、建築できる建築物
の種類や規模が定められています。そのため、ホテル・旅館について
は、良好な住居の環境を保護することを目的とする住居専用地域につ
いては、原則として立地することはできません。ただし、以下の場合に
は、当該用途地域でホテル・旅館を建築することが可能です。
・特定行政庁が、市街地における環境を害するおそれがない等と認め
て許可した場合
・特別用途地区や地区計画等を活用して、条例により建築物の用途規
制の緩和を定めた場合
・地方公共団体が、土地利用の動向を勘案し、土地利用計画の実現を
図るため適切な用途地域へ変更する場合

290119004
29年

1月19日
29年

1月31日
29年

4月28日

戸建住宅を宿
泊施設として
活用するため
の規制緩和
（建築基準法
における用途
変更の確認
申請手続きの
緩和）

【提案目的】
　訪日観光客が増加し，宿泊施設の不足が課題となる中，伝統的な日本家屋を改修した宿泊施設が
観光客から人気を集めている。一方，全国各地では，空き家が増加し，生活環境，防災，防犯の観点
から問題となっている。
　国では，規制改革実施計画（Ｈ２８．６．２閣議決定）において，ホテル・旅館に対する規制の見直し
についても，民泊に対する規制の内容・程度との均衡も踏まえ，早急に検討することとしている。
　建築基準法の取扱いを見直し，空き家の戸建住宅の宿泊施設への利用を拡大することにより，観
光客の多様な宿泊ニーズに対応するとともに，宿泊施設不足の解消，空き家の有効活用を促進する
ため，次のとおり提案する。

【提案内容】
　戸建住宅を宿泊施設として旅館業を営む際は，次の利用が想定されることから，建築基準法の規
制を戸建住宅と同様の規制に緩和すること。
（１）想定事例
１．宿泊施設の利用形態が家族や友人などの特定の１グループ
２．１０人以下など少人数への１棟貸
３．住宅の規模が２階以下かつ３００平方メートル未満

（２）建築基準法の取扱い
　上記（１）の場合，住宅とみなして建築基準法を適用すること。
　住宅とみなして建築基準法を適用できない場合，戸建住宅からホテル・旅館への用途変更の確認
申請について，現行１００平方メートルから３００平方メートルに緩和するとともに，旅館業法の許可申
請時に提出される申請書（図面等を含む）により法令審査を行うこととし，手続きと提出書類の簡素化
を図ること。

【懸念される課題】
　用途変更の申請においては，設計図等の提出が求められており，事業者に手続き上の負担が生じ
ている。また，用途変更が１００平方メートルを超える建物が対象となることから，実態として，１００平
方メートルを超える空き家が利用されず，宿泊施設不足や空き家問題に対する取組が進まない。

【民間事業者の声】
　戸建住宅を活用した宿泊施設を運営する事業者等へヒアリング調査を行った結果，建築基準法の
規制を緩和する本県提案に賛同し，次の要望をいただいている。
(例)
　・離島や中山間地域において，延べ床面積が１００平方メートル以下の伝統的な日本家屋等は皆無
である。
　・なぜ，１００平方メートルを超える建築物から用途変更の手続きが必要なのか，など

広島県
国土交
通省

建築基準法第８７条の規定により、建築主は、建築物の用途を変更し
て第６条第１項第一号の特殊建築物（ホテル含む）のいずれかとする場
合は、建築主が用途変更後の建築物の計画に係る確認の申請書を提
出して建築主事等の確認を受けなければならないこととしています。

建築基準法第87
条

対応不可

  建築基準法の規制は、国民の生命を守るための最低限度の基準を定めたものであり、一定
の規模以上の特殊建築物（不特定多数の利用者が見込まれるもので、防火避難安全上の配
慮が必要な建築物）への用途変更に際して、立地規制に合致することや、適切な防火避難安
全上の措置が講じられていることを確認するため、確認申請の手続きを求めています。
　本提案の趣旨は、100㎡以上300㎡未満のホテル・旅館に対して、建築基準法上の用途変更
の確認申請手続きの代わりに、旅館業法の許可申請時に提出する申請書により、法令審査を
行うことで手続きの緩和を図ることと解しますが、
① 　旅館業法の許可申請時に添付する書類は、建築基準法で求める最低基準を確保している
かどうかを確認するための書類と根本的に異なり、必要情報が不足しているため、建築基準法
に適合するか否かの法令審査を行うことは不可能です。
② 　ご提案が、仮に、旅館業法の許可申請において建築基準法で求める基準への適合判断を
行うことを含むとすると、建築基準法においては、専門的知識を有する建築主事が法令審査を
行うこととしていることから、旅館業法の許可部局で建築基準法で求める基準への適合判断は
困難と考えられます。
　このため、建築基準法上の用途変更の確認申請手続きの代わりに旅館業法の許可申請時
の申請書により法令審査を行うことは実質的に不可能であると思われます。
　また、旅館業法の許可申請と建築基準法の確認申請の窓口を一本化することにより、事業者
の手続きを円滑化することについては、各地方公共団体において検討いただけますが、上記
②の理由により、窓口においては、必要とされる申請図書の有無等について確認の判断が求
められることに留意ください。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

290217002
29年

2月17日
29年

2月23日
29年

3月31日

車検（自動車
検査登録制
度）とFCV車
載容器検査
の期間の整
合化及び充
塡時の車載
容器総括証
票等の確認
の不要化

【提案の具体的内容】
　車検合格の要件として、次回の車検までの間、容器の検査期限が確保されていることを合格要件と
する運用をしていただくとともに、充填時に車載容器総括証票等の確認を不要としていただきたい。

【提案理由】
　FCV車載容器に水素を充塡する場合、高圧ガス保安法上の検査を合格している容器以外に充填す
ることは禁じられており、容器が高圧ガス保安法の検査に合格していることを表す車載容器総括証票
など（燃料充塡口近傍に貼付されている）を確認して充填しなければならない。一方、整備されていな
い車両（車検に合格していない等の車両）の公道走行は禁止されていることから、公道を走行する車
両は高圧ガス保安法上の検査を合格している容器を搭載している車両と言える。
しかしながら、現行の車検では車検時に高圧ガス保安法に基づく容器検査の有効期限内であれば、
仮に車検の有効期間中に容器検査の検査期限が到来する場合でも車検合格となるため、車検の有
効期間とFCV車載容器の検査の有効期間にズレが生じる可能性がある。そこで、次回の車検までの
期間、FCV車載容器の検査期限が確保されていることを車検合格の要件とすることにより、公道を走
行する車両は常に有効期間内の容器を搭載していることになるため、水素スタンドにおける証票等の
確認を不要としていただきたい。
　そして、上記運用がなされた場合、公道を走行する車両が高圧ガス保安法上の検査を合格してい
る容器を搭載している車両であることについて、車検によっても担保されることになる。そこで、水素
スタンドにおいて公道を走行してきたＦＣＶに充填する際には、容器期限の確認等の責任を事業者が
負わせず、容器所有者つまりＦＣＶの所有者に一元的に責任を負わせることとしていただきたい。

ＦＣＣＪ
(燃料電
池実用
化推進
協議会)

経済産
業省
国土交
通省

車検は、運輸支局や指定整備工場（いわゆる民間車検場）等で受検す
ることとなっており、容器再検査は、容器検査所で受検することとなって
おります。
また、車検においては、圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置
について、ガス容器検査または再検査に合格した高圧ガス容器を備え
ることを合格要件としています。

例えば車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装
置及び部品に係る世界技術規則の作成に関する協定（平成十二年外
務省告示第四百七号）に基づき世界登録簿に記載された世界技術規
則（以下単に「世界技術規則」という。）に適合する燃料電池自動車燃
料装置容器の容器再検査の時期については、車検証の最長有効期間
（初回は３年、２回目以降は２年）を配慮して、初回は４年１月以内、２回
目以降は２年３月以内としております。

高圧ガス容器に充てんする場合においては、その容器に高圧ガス保安
法第４６条第１項の表示をしていなければならないとしてい,ます。
同法第４６条第１項の表示としては、充塡可能期限、検査有効期限、最
高充塡圧力等を記載した車載容器総括証票を燃料充填口近傍に貼り
付けることとしています。

道路運送車両法
第60条、第62条
高圧ガス保安法
第46条及び第48
条

容器保安規則第
10条
容器保安規則に
基づき表示等の
細目、容器再検
査の方法等を定
める告示第１条

その他

水素スタンドの充塡者による車載容器総括証票の確認については、充塡可能期限切れ容器へ
の充塡による大事故の可能性があり、充塡者と公共の安全を担保するために必要不可欠な措
置であり、充塡時に充塡可能期限切れ容器ではないことを確認することは重要です。
２５万台以上普及しているＬＰＧ・ＣＮＧ自動車でも、充塡者による標章等の確認を行っており、
確認をすることはコスト増になる手間とは考えられません。
ご要望について検討を行うためには、車検忘れの車両や法令上車検が不要な車両がある中
で、どのように安全を担保するのか、当該懸念を踏まえても、車載容器総括証票を確認する手
間を省略したいと考えるのかといった点について、詳しくご説明いただく必要があります。安全
性に関する十分な説明があった場合には検討を開始することが可能です。

また、前述のとおり充填時には車載容器総括証票の確認が必要であるため、車検時にFCV車
載容器の検査期限が次回車検まで確保されていることまで求めることは、不要と考えます。

なお、例えば世界技術規則に適合する燃料電池自動車燃料装置容器の容器再検査の時期に
ついては、車検証の最長有効期間を考慮して、初回は４年１月以内、２回目以降は２年３月以
内と規定しており、この期間内であれば、前倒しで受けることが可能です。したがって、同時期
に両検査を受検することが可能です。

◎

290217011
29年

2月17日
29年

2月23日
29年

3月31日

水素スタンド
設備の無人
運転の許容

【提案の具体的内容】
　水素スタンドの無人運転（遠隔監視等による）を可能としていただきたい。

【提案理由】
　水素スタンドにおいては、1日3回以上の日常点検や温度･圧力監視等の運転管理を行うため、保安
監督者自身または、保安監督者の監督の下で従業員が常駐している。
一方、海外では既に、遠隔監視により水素スタンドの運転を集中監視し、充塡はドライバーが行うこと
で、無人のスタンド運営が可能となっている。
日常点検や運転管理は、ガス検知器、温度･圧力伝送器、画像等を用いるとともに、定期的な巡回等
を行うことで足り、常駐は不要と考えられる。
　そこで、保安監督者の兼任による保安状況の実績や技術の進展を踏まえて、遠隔監視等による無
人での運転を可能とする。
　なお、無人運転を行う水素スタンドにおいても、現状の７条の３と同様に、建築基準法に関しては十
分な水素を保有できることや商業地域等に建設できること、都市計画法に関しては市街化調整区域
への設置が可能であること、消防法に関しては現状と同じくガソリンスタンドの併設が可能であること
を確認いただきたい。

ＦＣＣＪ
(燃料電
池実用
化推進
協議会)

総務省
経済産
業省
国土交
通省

【総務省】
　従来の水素スタンドは、高圧ガス保安法令において技術基準が定め
られており、これを踏まえ、消防法令において給油取扱所に併設する
場合の技術基準が定められている。

【経済産業省】
　水素スタンドでは、保安統括者または保安監督者を選任し、その製造
に係る保安について監督をさせなければならないとされてます。
　処理能力が25万㎥未満(通常の水素スタンドの規模レベル）の場合
は、保安監督者のみで可。
　保安監督者は、不在時には連絡体制を確立することが必要です。
　水素スタンドでは１日３回の点検をおこなうこととされています。

【国土交通省】
＜建築基準法＞
　ご指摘の水素スタンドに係る建築基準法の規定は、常駐する従業員
を求めるものではありません。

＜都市計画法＞
　市街化調整区域に立地することが許容されているもの（都市計画法
第３４条各号に規定する立地基準）のうち、主として市街化調整区域に
居住している者の利用に供する給油所等（第１号）又は、沿道サービス
としての給油所等（第９号）については、一般高圧ガス保安規則の技術
基準を満たしている水素スタンドも含むものとして取り扱っており、この
ことについて開発許可制度運用指針に明記されています。
　すなわち、高圧ガス保安法に基づき認められている水素スタンドは、
市街化調整区域に立地可能としています。

【総務省】
危険物の規制に
関する政令第17
条第３項第５号、
危険物の規制に
関する規則第27
条の５

【経済産業省】
高圧ガス保安法
第２７条の２
一般高圧ガス保
安規則第６４条

【国土交通省】
建築基準法第48
条
都市計画法第３４
条第１号又は第９
号、都市計画法
施行令第２９条の
７

【総務省】
その他

【経済産
業省】
その他

【国土交
通省】
現行制度
下で対応
可能

【総務省】
　給油取扱所の安全性の確保が大前提であり、甚大な被害の発生が想定されるガソリン等危
険物火災と水素ガス火災による複合災害を防ぐ必要がある。
　高圧ガス保安法令において、「無人運転を行う水素スタンド」の技術基準が定められてはじめ
て、このような観点から併設可能か検討に着手できるため、現段階では判断できない。

【経済産業省】
事故や災害が発生した場合の対応の必要性を考えると、最低限の人数は必要であると考えて
います。
ご要望について検討を行うためには、遠隔監視等による無人運転を行った場合の安全確保の
ための保安体制のあり方について、詳細にご説明頂く必要があります。
なお、セルフ充塡方式のガソリンスタンドにおいても、無人での営業は認められておりません。
安全性に関する十分な説明があった場合には検討を開始することが可能です。

◎



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

経済産
業省
国土交
通省

FCVについて、自動車の認証等については、自動車の安全性の確保
及び公害の防止その他の環境の保全を図る観点から道路運送車両法
（昭和26年法律第185号）に基づき国土交通省が、高圧ガス容器の認
証等については、高圧ガスによる災害を防止する観点から高圧ガス保
安法（昭和26年法律第204号）に基づき経済産業省が、それぞれ所管し
ており、各法律の目的に則した事務手続等を行っているところです。
また、FCVの高圧ガス容器等に関する技術基準については、道路運送
車両法体系においては高圧ガス保安法体系の基準を引用することによ
り二重の規制とならないようにしているほか、平成23年６月に発効され
たFCVの高圧ガス容器等に関する車両等の型式認定相互承認協定に
基づく国連規則（ＵＮＲ134）やIWVTAの実施に必要な手続きに関する
規則についても、当該基準の制改定に係る作業部会の議長を日本が
務める等我が国が議論を主導し我が国の制度や道路環境事情等に即
した基準の導入を可能とするために国土交通省と経済産業省が密接
に連携して対応しています。
なお、世界技術規則に適合する高圧ガス容器の容器再検査は、道路
運送車両法第62条に定める継続検査を配慮して、初回は４年１月、経
過年数４年１月を超えるものについては２年３月と規定しており、この期
間内であれば、前倒しで受けることを可能とし、同時期に両検査を実施
することが可能となるようにしています。

高圧ガス保安
法、
容器則

その他

①FCVの高圧ガス容器に係る窓口の一本化については、FCVに関する事務手続のあり方につ
いて、事業者の負担等の観点から検討を開始します。
②FCVの高圧ガス容器に係る管轄の一本化については、
・現在においても、FCVに係る国際的な相互承認の進め方に関し我が国が主導的な役割を担う
べく国土交通省と経済産業省は密接に連携して対応していること
・車両と高圧ガス容器の法定点検を同時期に行うことが可能な制度設計としていること
・高圧ガス容器は道路運送車両法体系上の一装置として位置づけられており、その技術基準
については、道路運送車両法体系において高圧ガス保安法体系の基準を引用し、二重の規制
となることを回避していること
から、不要と考えます。

◎

290315002
29年

3月15日
29年

3月21日
29年

4月28日

個人所有する
レジャーボー
トに対しての
検査制度につ
いて問題提起

個人が所有する小型レジャーボートに航海灯（輸入品）の設置を予定しており、必要な検査について
日本小型船舶検査機構（JCI）のホームページ質問/返答内容を確認いたしましたところ、環境試験を
受験するor航海灯メーカーから環境試験結果（データ）を入手したものを受験者が提出し、国内基準
との適合性が確認できた航海灯のみ設置できる内容が記載されておりました。JCIにメール等で環境
試験受験の流れについて問い合わせた結果、環境試験は専門的測定機器が必要であり、検査機関
で実施する必要がありますが、検査機関を個人で手配し利用する事が出来ないと返答されました。ま
た試験データの入手について、今般取り付けを予定しておりますメーカー（ATTWOOD /PERKO）2社
のホームページを確認したところ提供されたデータがなかった事から、JCIに再度連絡しデータの提供
ができるメーカー名、及び国内環境試験について海外メーカーの認知の有無について質問した結
果、JCI本部では認識がないと返答されました。
このように、ホームページでは輸入航海灯は設置ができると説明されているにもかかわらず、電話/
メールでは、JCI自ら設置が出来ないと返答されております。
従来であれば、輸入灯火を船体へ設置する場合は、現物（航海灯）をJCI本部へ送付し予備検査を受
検し、合格すれば設置ができておりました。JCI本部へ確認した結果、平成15年～平成26年では約9
種類/400個の合格実績があると返答されております。
しかし、平成26年以降は航海灯の基準改正に伴い、前述の環境試験が予備検査に追加された為、
個人単位の受験が出来ない為、合格実績は0件であると返答されました。
従来の予備検査費用は合計8900円でJCIが事前徴収され、検査はJCI本部で検査機器を使用して実
施されておりましたが、改正後も予備検査費用は同じ金額で、環境試験のみ個人負担とされている
為、これらを取り決めた法律の提示をJCI本部、国土交通省検査測度課へ求めておりましたが、未だ
返答されておりません。
以下の項目について法律上の定めがあるかについて確認していただきまして、多大な個人負担が必
要とされる検査制度のあり方について問題提起願います。

1.輸入船灯（JCI検定外品及び自作品）を取り付けする為に環境試験の受験が必須とされている事
2.環境試験の費用（高額予測）を受験者（個人）負担させる事
　※過去は両色灯2900円　白灯約5000円でJCI本部で検査実績有
　　改正後も同じ料金設定で、環境試験費用を個人負担　＋　配光試験
　（過去と同料金）。
　　問題提起：改定後も同料金で配光試験のみJCIで実施される理由は？
3.受験者に対して、環境試験は試験機関を利用するように説明された事

個人
国土交
通省

船舶は船舶安全法に基づいて船舶検査（第５条）を受検することを要し
ますが、船舶に搭載される船用品については、おもに予備検査（第６条
第３項）、型式承認（第６条の４）によって、基準適合性を確認していま
す。
予備検査、型式承認は船舶が特定される前であっても、事前に所定の
要件に対する基準適合性を確認できる制度です。
国内外を問わず、製造事業者は本制度を利用して基準適合性を確認し
ています。
個別にお問合せを頂き2月8日付でご回答し、その後も縷々ご説明して
いるとおり、船灯の技術基準については、船舶安全法第２条により、船
舶設備規程第１４６条の４、航海用具の基準を定める告示第２条に定
められています。
現在の試験は、平成19年に国際海事機関（IMO）により開催された国際
会議（MSC83）により決められた試験方法を平成21年に取り入れて、平
成26年から実施されています。

船舶安全法
船舶安全法施行
規則
船舶等型式承認
規則
船舶設備規程
航海用具の基準
を定める告示

現行制度
下で対応
可能

小型船舶に対する船舶検査を実施する小型船舶検査機構（JCI）と船舶所有者の間で技術基
準への適合性の確認方法について、調整中であると承知しています。 △

290217029
29年

2月17日
29年

2月23日
29年

5月31日

FCV／CNG車
に関する国交
省と経産省に
またがる事務
手続きの合理
化

【提案の具体的内容】
　ＦＣＶ（特にＵＮＲ関係）の申請窓口を一本化していただきたい。
さらに、車載容器については車輛部品の一つの位置づけとして取り扱えるよう検討していただきた
い。

【提案理由】
　FCV／CNG車など高圧容器を車載した車両においては、車両と容器の申請、管轄が国交省と経産
省に分かれているために、以下のような課題がある。今後ＦＣＶを大量導入していくにあたり、自動車
に関する申請の窓口の一本化など、事務手続きの合理化を求めるとともに、将来的には、容器は経
産省、車両は国交省管轄となっている管轄の一本化について、検討していただきたい。
① 自動車に関する申請の窓口の一本化など、事務手続きの合理化（両法）
申請の窓口の一本化としては、平成２５年度の規制改革実施計画（平成２５年６月１４日閣議決定）
の、Ｎｏ．６２（燃料電池自動車盗難時の届出手続の簡素化）のような例もあるが、ＵＮＲ１３４では高
圧容器部分は経産省に、車両システムは国交省にそれぞれ申請する必要があるなど、認可当局が
複数にまたがる不便性がある。また従来の国内法でも容器から水素が漏洩した場合、高圧ガス保安
法での事故の取扱いと道路運送車両法の燃料漏れでそれぞれ届出が別々に必要である。そのため
自動車についての事務手続きの合理化の観点から（特にＵＮＲ関係については）申請窓口の一本化
をお願いしたい。

② 現在、容器は経産省、車両は国交省管轄となっている管轄の一本化について、検討していただき
たい。
今後ＩＷＶＴＡにより車両全体の一括認証の仕組みを進める場合、ＦＣ／ＣＮＧ車については国交省と
経産省の両省庁にまたがって調整を進める必要があり、場合によってはそれぞれ独立した委員会を
設けて審議を進める必要があり、国際的な相互承認の進め方に他国に後れを生じる可能性がある。
そのため車載容器については車輛部品の一つの位置づけとして取り扱えるよう検討していただきた
い。
また、車両と容器の法定点検（車検や容器再検査等）も両省にまたがり、有効期限が同期しないケー
スもある。

ＦＣＣＪ
(燃料電
池実用
化推進
協議会)
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